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審査意見への対応を記載した書類（７月） 
 
（目次）工学研究科 機械電気システム工学専攻（M) 
１. 基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係が不明確 

新たに設置しようとする工学部の専攻分野と、工学研究科の前期課程及び後期課程の専攻
分野の関係が「基礎となる学部との関係」において示されているが、対応関係が不明確である。
このため、本研究科を設置する必要性、教育課程の妥当性が判断できないため、基礎となる学
部との専攻分野の関係性を明確にした上で、設置の必要性等を明確すること。【２課程共通】
（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 
２．ディプロマ・ポリシー等と教育課程の対応関係が不明確 

ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーが適切に対応しておらず、教育課程も各
ポリシーに対応しているとは認められない。博士前期課程については、示された「４つの専
門領域」とディプロマ・ポリシーとの関係が不明確である。また、博士後期課程は、「特別
演習」と「特別研究」の論文作成指導に係る科目が配置されているのみで、学修課題を複数
の科目等を通して体系的に履修するコースワークが設定されておらず、養成する人材やディ
プロマ・ポリシーで掲げた資質・能力を身に付けさせることができるのか疑義がある。この
ため、必要に応じて各ポリシーや教育課程を見直した上で、各ポリシーと教育課程の対応関
係を妥当なものに改めること。なお、博士前期課程の履修モデルは２種類示されているが、
「４つの専門領域」との対応関係が不明確であるとともに、「カリキュラムマップ」では、
「４つの専門領域」に対応する授業科目が示されていない領域があるため妥当性を明確にす
るか、修正すること。【２課程共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 
３．入学者選抜の内容が不明確 

「入学者選抜の概要」の説明において、博士前期課程及び後期課程では、１つの入試方法
が示されているが、学部新卒者、社会人、外国人留学生等の異なる経験や資質の者を適切に
選抜する方法として妥当なのか不明確であるため、妥当性を明確にするか修正すること。
【２課程共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４ 

 
４．学生確保の見通しが不明確 

本研究科の入学者として想定しているのは、学部新卒者、社会人、外国人留学生である旨
が説明されている。他方で、学生確保の見通しの説明としては、社会人を対象としたアンケ
ート調査結果により入学定員を超える入学希望者がいることで「充分な入学者が確保でき
る」としているが不十分である。このため、社会人以外の者からも入学希望者がいることを
客観的データをもとに説明し、中・長期的に学生確保の見通しがあることを明確にするこ
と。なお、社会人学生の確保の見通しについては、同分野の他大学の研究科等の実績を示し
て説明すること。【２課程共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・５３ 

 
５．社会人に配慮した方策となっているか不明確 

博士後期課程における社会人学生への配慮として、研究指導科目は「週末や社会人学生の
休暇期間などに行う」とことや、演習科目は「土曜日に開講する」と説明があるが、本設置
計画上、大学院設置基準第１４条の教育方法の特例を活用することが示されていない。この
ため、博士前期課程での取扱いも明確にした上で、適切に修正すること。【２課程共通】
（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７１ 

 
６．課程修了に必要な在学期間の短縮の運用方針が不明確 

博士前期課程及び博士後期課程の「修了要件」の説明において、「優れた業績を上げた
者」については、標準修業年限よりも在学期間を短縮できる旨の説明があるが、学位の質保
証の観点から実際にどのような運用を想定しているのか明確にすること。【２課程共通】
（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D)・・・・・・・・・・・・７７ 

 
７．シラバスの内容が不十分 

「研究分野関係科目」の「特別演習」と「特別研究」の科目区分に配置されている各授業
科目について、各シラバスの授業内容は概論的に記載されており、各教員の専攻分野に応じ
た授業内容として記載されていないため、シラバスを適切に修正すること。【２課程共通】
（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８１ 
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８.図書等が不十分 
  「電子ジャーナル」は整備しない計画となっており、また、「学術雑誌」の説明として「１
４誌」示されているが、その中には学術雑誌と言えないものも含まれており、工学を専攻とす
る研究科で必要となる図書が適切に整備される計画となっているのか疑義がある。このため、
整備する図書、学術雑誌（外国書、電子ジャーナルを含む）等について、当該専攻分野に必要
な内容となっているのか明確にするとともに、不十分なものについては、必要に応じて充実さ
せること。【２課程共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８４ 

 
 
（審査意見以外の対応）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８７ 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（M) 

１. 基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係が不明確 

新たに設置しようとする工学部の専攻分野と、工学研究科の前期課程及び後期課程の専

攻分野の関係が「基礎となる学部との関係」において示されているが、対応関係が不明確

である。このため、本研究科を設置する必要性、教育課程の妥当性が判断できないため、

基礎となる学部との専攻分野の関係性を明確にした上で、設置の必要性等を明確するこ

と。【２課程共通】 

 

（１）「基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係」について 

「基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係が不明確」との指摘に対し、資料１図１を補

正し、補正した図１（ここでは便宜上、改訂図１と呼ぶことにする。）に学部・博士前期・

博士後期の履修ポイントを追記した。履修するポイントに関する具体的な記載内容は以下

の通りである。 

学部    ： 13 の専門分野の講義群から適宜選択して履修 

博士前期課程： 複数の専門分野にまたがる４つの領域を設定し、分野横断的に専門

性を深化 

博士後期課程： 高度な専門的知識も基づいて広い視野の学際的研究により社会的課

題を解決 

 

ここで、 

基礎となる学部の専攻分野：学部内専門領域 

博士前期課程で体系化した専門領域：前期課程専門領域 

と便宜的に呼ぶことにすると、上記および改訂図１のように、前期課程専門領域は「材料」

「エネルギー」「情報」「システム」の４領域であり、学部内専門領域との対応関係は以下の

表の通りとなる。前期課程専門領域の各領域は複数の学部内専門領域を跨るとともに、学部

内専門領域は複数の前期課程専門領域に関わっている。 
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改訂図１（資料１図１）。 学部、博士課程前期、博士課程後期の研究分野相関図。博士

課程前期の専門領域と学部（学士課程）の１３専門領域との間に実線あるいは点線で結ば

れている。線の種類は両者の関連性の大きさを表しており、実線および点線はそれぞれ

「関連性が極めて強い」および「関連性が強い」ことを意味する。 

 

表：４つの前期課程専門領域とそれぞれに対応する学部内専門領域。下線なしの学部内専門領

域は、該当する前期課程専門領域と「極めて強い関連性」をもつことを示し、点線の下線を引いた

学部内専門領域は、該当する前期課程専門領域と「強い関連性」をもつことを示している。 

前期課程専門領域 学部内専門領域 

材料 力学、材料、電磁気、イオニクス、エネルギー、アクチュエータ、

デバイス 

エネルギー 電磁気、イオニクス、エネルギー、アクチュエータ、デバイス、回

路、通信 

情報 デバイス、回路、通信、ロボティクス、計測、エネルギー、アクチ

ュエータ、制御 

システム 回路、通信、ロボティクス、計測、制御、設計生産、アクチュエー

タ、デバイス 
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また、前期課程専門領域「材料」「エネルギー」「情報」「システム」は修士課程および博

士課程が目指す機械電気システム工学分野の専門科目を分類するための名称であり、専門

科目の講義を体系化して学生の履修計画策定を容易にする。したがって、上記の通り、それ

ぞれが独立した教育プログラムではなく、全体で一つの”機械電気システム工学”分野の大

学院プログラムを構成している。“１－２－１－３ 学生が修得する能力“に記載したよう

に、学部において修得した「工業数学」「物理工学」「情報処理」などの専門基礎知識および

「設計生産」「ロボティクス」「計測」「制御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」「アク

チュエータ」「エネルギー」「デバイス」「回路」「通信」などの専門知識を横断的に活用する

ことで、機械工学、電気・電子工学、情報工学、電気化学工学などの既存の学問分野に囚わ

れることなく、機械電気システム工学分野の深い知識体系を他領域の知識と関連づけなが

ら修得させることを目指すものである。この意図は、改訂図１に変更したことにより明瞭に

なったと確信する。 

 

博士課程後期では、博士課程前期における「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の

専門科目の 4 領域をさらに横断的に捉えて、深い専門分野の知識を基に広い視野で俯瞰的

かつ横断的に社会的課題を解決できる人材の養成を目指す。博士課程後期におけるこの意

図も、改訂図１に変更したことにより、より明瞭になったものと確信する。 

 

 

（２）「本研究科の同時設置の必要性」について 

前項では、改訂図１への変更により、４つの前期課程専門領域とそれぞれに対応する学部

内専門領域の関係を明確にした。これを踏まえ、本研究科の同時設置の必要性について以下

の通り対応する。 

・「１－１工学研究科機械電気システム工学専攻設置の必要性」の節を、１－１－１～１－

１－３の３項構成とした。補正前の版で 1-1 に記載していた内容は「１－１－１ 機械

電気システム工学分野における大学院教育の位置づけ」に移した。 

・「１－１－２ 学部と大学院の同時設置の必要性」の項の追加 

・「１－１－３ 博士課程前期と博士課程後期の同時設置の必要性」の項の追加 

 

「１－１－２ 学部と大学院の同時設置の必要性」の項の追加 

 １－１－２では、４つの効果として、「学部と同時に設置設することによる学部学生と大

学院学生の双方の教育効果の相乗的な向上」「大学院教育に関する企業からの強いニーズ」

「大学院教育に対する強い留学生からのニーズ」「学部で行うプレキャップストーンプログ

ラムおよびキャップストーンプログラムとの相乗効果」を取り上げ、それぞれについての同

時設置の必要性について述べた。具体的な変更部分は以下の通りである。 
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１－１－２で追記する内容 

今般の工学研究科は、当該研究科の基礎となる工学部で進める分野横断的教育を、学部が

卒業生を輩出する 2024 年 3 月を待たずに、大学院教育でも同時並行的に、かつより高いレ

ベルで実践し深化発展させることを企図し、複雑化し課題が山積する現代において、持続可

能な社会の発展に寄与できる人材に必要な「専門性の確立」と「協働による創造」の両輪を

ともに具備する人材養成を大学院においても行うものである。その意図は以下の通りであ

る。 

第一に、学部と同時に設置することによる学部学生と大学院学生の双方の教育効果の相

乗的な向上があげられる。博士課程前期においては日本の他大学の学部を卒業して本学の

大学院に進学する学生、外国の大学を卒業して本学の大学院に進学する学生、日本人の社会

人学生、外国人の社会人学生、を想定している。また博士課程後期においては日本の他大学

の博士課程前期を修了して本学の大学院に進学する学生、外国の博士課程前期を修了して

本学の大学院に進学する学生、日本人の社会人学生、外国人の社会人学生、を想定している。

これらの多様な学生には、学部 1 年生の入学後のスタートアップゼミおよびデザイン基礎

にておいて TA として教育補助に参画させる。大学院生は TA として教えることにより自ら

の獲得した知識を再確認してより深い理解に到達することができ、また学部生は大学院生

の学習補助により知識の修得が容易になるだけでなく、日本人以外の人種がいるグローバ

ルな環境において、社会経験が多様な人との交流することにより知識以外の社会性やコミ

ュニケーション能力が涵養される。 

第二に大学院教育に関する企業からの強いニーズがあげられる。科学技術の高度化に伴

い、学部卒業で高度な研究開発業務を行うために必要な能力を獲得することは極めて困難

になりつつある。特に企業の研究開発部門においては、研究者として研究室での On the 

Research Training (ORT)を受けた学生に対する要望が高い。 

第三に大学院教育に対する強い留学生からのニーズがあげられる。海外では日本の科学

技術のレベルの高さと、日本企業の質の高いものづくりに対して、大きな畏怖の念があり、

根強い憧れがある。そのような思いを胸に日本に留学して日本で学び、日本企業に就職した

いと願う外国人の若者は多い。同時に、海外に進出した日系企業に就職し、日本の科学技術

のレベルの高さと、日本企業の質の高いものづくりに触れることで、学習意欲に目覚め、日

本に留学して日本の高等教育を受けたいと渇望する現地の若い技術者も多い。このような

若い技術者を外国人留学生として受け入れ、日本人学生と共に日本の大学で教育できる教

育プログラムには大きな期待が寄せられている。 

第四に、本学が学部で行うプレキャップストーンプログラムおよびキャップストーンプ

ログラムとの相乗効果である。プレキャップストーンプログラムおよびキャップストーン

プログラムは企業が直面する課題の解決に学生が 4 人程度のチームで取組む 3 回生と 4 回

生配当の総合演習科目である。この総合演習科目における課題設定のために、教員は企業の

技術者と議論を重ねて、企業が直面するさまざまな課題と関連する社会ニーズや技術ニー
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ズを把握し、企業が学生の総合演習として相応しいレベルや内容を設定できるようにする。

この課題設定のプロセスを教員と企業が共同で行うことで、本学教員が企業における課題

を認識すると共に、企業が本学教員の有する研究ポテンシャルを理解する。その結果として、

社会的・産業応用上の意義が明確で、大学院に在籍する学生が、高度な専門能力を駆使して

取組むに相応しい高度な課題を研究テーマとして設定できる可能性が極めて高い。プレキ

ャップストーンプログラムの実施は 2022 年度であるが、すでに教員は多くの企業と課題設

定のためのミーティングをスタートしており、大学院生の研究テーマとして相応しい候補

テーマが見つかっている。こうして見つかった研究課題の解決に取り組んで大学における

研究力を産業分野に応用展開するためには、学部開設と同時に大学院生を受け入れて、プレ

キャップストーンプログラムおよびキャップストーンプログラムの準備段階で見出した高

度な課題を研究テーマとして設定し、研究指導により課題解決に取組むことが必要不可欠

である。企業が直面する高度な課題を大学院生研究テーマとして設定しその解決に取組む

ことは、大学院生の研究力。課題解決力を涵養するためにも極めて重要であり、かつ企業に

とっても大学教員との密接な相互理解に下で行われる産学連携として極めて重要である。

従って、本学がなるべく早期に社会に貢献するためには大学院の早期開設が望まれる。 

 このように大学院の設置を本学 1 期生の修了まで待つことなく早期に開設する事には多

くの意義がある。専任教員の採用にあたり、大学院教育の早期開始を見据えて、極めて優れ

た研究実績を有する教員を採用すると共に最先端の研究設備・施設を整備し、開設準備を進

めてきた。それゆえ、企業を含む社会的要請に応えられる大学院教育を実施することが可能

である。 

 

「１－１－３ 博士課程前期と博士課程後期の同時設置の必要性」の項の追加 

１－１－３では、１－１－２で述べた企業や留学生からの強いニーズの中でも、学部卒業

レベルで必要な能力を獲得することが困難な高度な研究開発業務に従事できる高度な分野

横断的知識を備え、加えて研究室での On the Research Training (ORT)を受けた学生に対

する要望が高いことから、以下の節を追加することで博士課程前期と博士課程後期の同時

設置の必要性について述べた。具体的な変更部分は以下の通りである。 

 

１－１－３で追記する内容 

 大学院教育に関する企業からの強いニーズおよび留学生からの強いニーズが存在するこ

とを１－１－２で述べた。一方、科学技術の高度化に伴い、学部卒業レベルでは高度な研究

開発業務を行うために必要な能力を獲得することは極めて困難になりつつある。特に企業

の研究開発部門においては、研究者として研究室での On the Research Training (ORT)を

受けた学生に対する要望が高い。学部教育の上にさらに専門力を深めるために博士課程前

期を修了した学生に対する企業ニーズは高いが、さらに機械電気システム分野における分

野横断的な高度な専門知識を身に付け、さらに創造的な思考で課題を解決出来る博士課程
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後期の学生に対するニーズも一定数ある。特に企業が新たな技術シーズを構築するための

大学と企業とが連携して取り組む課題や、機械電気システム分野に新たなフレームワーク

を構築するような高度な研究を行う人材として、博士課程後期の学生を育成することは本

学の責務である。博士課程後期の学生の一定数は社会人学生になると予想しており、社会人

としての経験を積んだ博士課程後期学生が博士課程前期学生と機械電気システム専攻で共

に学び、互いに切磋琢磨する研究環境は、学習効果を高めるのみならず、博士課程前期学生

が社会人学生を自分のロールモデルとしてキャリアパスを早期に考える上で大事なきっか

けを与えるなど、大学院教育において極めて重要なファクターである。 

 

以上、改訂図１への補正および上述の「本研究科の同時設置の必要性」に関する１－１－

２節および１－１－３節の補正により、「本研究科の同時設置の必要性」の妥当性がより明

確になったと確信する。 

 

（３）「本研究科の教育課程の妥当性」について 

前期課程 

 上記では、改訂図１への変更により、４つの前期課程専門領域とそれぞれに対応する学部

内専門領域の関係を明確にした。後述の「是正事項２」での指摘に対して是正した事項を除

いて、「４ 教育課程の編成の考え方及び特色」内の「４－１工学研究科博士課程前期」節

で記載した内容については基本的な方向性に変更はない。 

 一方で、「４－１工学研究科博士課程前期」節において、４つの前期課程専門領域と教育

課程の関係の妥当性をより明確にするため、前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」

「情報」「システム」の４領域を設定した経緯について追記を行う。 

 

・「前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の４領域を設定した

経緯」に関する追記 

 １３の学部内専門領域を、大学院前期課程では前期課程専門領域として「材料」「エネル

ギー」「情報」「システム」の４領域に深化しまとめることが合理的である。これは、モータ

を製品として組み込みモジュール化するなどの統合的製品化を考慮する際に必要な知識・

技術は学部内専門分野を複数組み合わせた融合領域として扱うことが重要であるからであ

る。これを踏まえ、下記の文を１―１－１に追加し、大学院前期課程では前期課程専門領域

として「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の４領域を設定する妥当性を示した。 

 

１―１－１に追加する内容 

本学でモータに関連するメカトロクス分野で活躍する人材育成を目的として設置申請し

ている機械電気システム分野の専門領域は１３分野あり、「設計生産」「ロボティクス」「計

測」「制御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」「アクチュエータ」「エネルギー」「デバ
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イス」「回路」「通信」である。中心に据えている知識および技術の対象の一つであるモータ

にファン・ブロア・ポンプ・コンプレッサなどの機構を加えてモジュール製品を設計する場

合、従来は個別に設計した部品をテスト段階で結合させる手法で設計が行われてきた。しか

し、小型・高出力・高効率・高制御性・高品質・低コストなど、本来相反する仕様の実現が

要求される現状に応えるには、モータ＋メカニズム、さらにはセンサやコントローラを含め

たモジュール全体、ユニット全体で最適化をはかってシステム設計を進めていく手法が必

要になっている。こうしたパッケージングまで考慮した工学および産業分野でのニーズに

対応するために、ユニット全体を考慮する「システム」、効率的な設計・開発を進めるシミ

ュレーション技術や制御に関わる「情報」、それぞれの部材に関する「材料」、モジュール全

体を動作させる電力や電力変換に関する「エネルギー」の４分野に分類することが、専門分

野を深化させる大学院の教育課程において合理的であると言える。 

 

以上、改訂図１への補正および上述の「前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」

「情報」「システム」の４領域を設定した経緯」に関する１－１－１節の補正により、「本研

究科の教育課程の妥当性」がより明確になったと確信する。 

 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

 

新 旧 

（1ページ） 

１－１ 工学研究科機械電気システム工学専攻設

置の必要性 

１－１－１機械電気システム工学分野における大

学院教育の位置づけ 

日本の工学教育は過去 150 年にわたり成熟してき

た“工学”に基礎をおいている。機械工学、電気工

学、化学工学など・・・（略） 

 

（3 ページ） 

・・・（略）このような若い技術者を外国人留学生

として受け入れ、日本人学生と共に日本の大学で

教育できる教育プログラムには大きな期待が寄せ

られている。 

本学でモータに関連するメカトロクス分野で活

（1ページ） 

１－１ 工学研究科機械電気システム工学専攻設

置の必要性 

 

 

日本の工学教育は過去 150 年にわたり成熟してき

た“工学”に基礎をおいている。機械工学、電気工

学、化学工学など・・・（略） 

 

（3 ページ） 

・・・（略）このような若い技術者を外国人留学生

として受け入れ、日本人学生と共に日本の大学で

教育できる教育プログラムには大きな期待が寄せ

られている。 
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躍する人材育成を目的として設置申請している機

械電気システム分野の専門領域は１３分野あり、

「設計生産」「ロボティクス」「計測」「制御」「力学」

「材料」「イオニクス」「電磁気」「アクチュエータ」

「エネルギー」「デバイス」「回路」「通信」である。

中心に据えている知識および技術の対象の一つで

あるモータにファン・ブロア・ポンプ・コンプレッ

サなどの機構を加えてモジュール製品を設計する

場合、従来は個別に設計した部品をテスト段階で

結合させる手法で設計が行われてきた。しかし、小

型・高出力・高効率・高制御性・高品質・低コスト

など、本来相反する仕様の実現が要求される現状

に応えるには、モータ＋メカニズム、さらにはセン

サやコントローラを含めたモジュール全体、ユニ

ット全体で最適化をはかってシステム設計を進め

ていく手法が必要になっている。こうしたパッケ

ージングまで考慮した工学および産業分野でのニ

ーズに対応するために、ユニット全体を考慮する

「システム」、効率的な設計・開発を進めるシミュ

レーション技術や制御に関わる「情報」、それぞれ

の部材に関する「材料」、モジュール全体を動作さ

せる電力や電力変換に関する「エネルギー」の４分

野に分類することが、専門分野を深化させる大学

院の教育課程において合理的であると言える。 

 

１－１－２ 学部と大学院の同時設置の必要性 

今般の工学研究科は、当該研究科の基礎となる

工学部で進める分野横断的教育を、学部が卒業生

を輩出する 2024 年 3 月を待たずに、大学院教育で

も同時並行的に、かつより高いレベルで実践し深

化発展させることを企図し、複雑化し課題が山積

する現代において、持続可能な社会の発展に寄与

できる人材に必要な「専門性の確立」と「協働によ

る創造」の両輪をともに具備する人材養成を大学

院においても行うものである。その意図は以下の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

通りである。 

第一に、学部と同時に設置することによる学部

学生と大学院学生の双方の教育効果の相乗的な向

上があげられる。博士課程前期においては日本の

他大学の学部を卒業して本学の大学院に進学する

学生、外国の大学を卒業して本学の大学院に進学

する学生、日本人の社会人学生、外国人の社会人学

生、を想定している。また博士課程後期においては

日本の他大学の博士課程前期を修了して本学の大

学院に進学する学生、外国の博士課程前期を修了

して本学の大学院に進学する学生、日本人の社会

人学生、外国人の社会人学生、を想定している。こ

れらの多様な学生には、学部 1 年生の入学後のス

タートアップゼミおよびデザイン基礎にておいて

TA として教育補助に参画させる。大学院生は TA と

して教えることにより自らの獲得した知識を再確

認してより深い理解に到達することができ、また

学部生は大学院生の学習補助により知識の修得が

容易になるだけでなく、日本人以外の人種がいる

グローバルな環境において、社会経験が多様な人

との交流することにより知識以外の社会性やコミ

ュニケーション能力が涵養される。 

第二に大学院教育に関する企業からの強いニー

ズがあげられる。科学技術の高度化に伴い、学部卒

業で高度な研究開発業務を行うために必要な能力

を獲得することは極めて困難になりつつある。特

に企業の研究開発部門においては、研究者として

研究室での On the Research Training (ORT)を受

けた学生に対する要望が高い。 

第三に大学院教育に対する強い留学生からのニ

ーズがあげられる。海外では日本の科学技術のレ

ベルの高さと、日本企業の質の高いものづくりに

対して、大きな畏怖の念があり、根強い憧れがあ

る。そのような思いを胸に日本に留学して日本で

学び、日本企業に就職したいと願う外国人の若者
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は多い。同時に、海外に進出した日系企業に就職

し、日本の科学技術のレベルの高さと、日本企業の

質の高いものづくりに触れることで、学習意欲に

目覚め、日本に留学して日本の高等教育を受けた

いと渇望する現地の若い技術者も多い。このよう

な若い技術者を外国人留学生として受け入れ、日

本人学生と共に日本の大学で教育できる教育プロ

グラムには大きな期待が寄せられている。 

第四に、本学が学部で行うプレキャップストー

ンプログラムおよびキャップストーンプログラム

との相乗効果である。プレキャップストーンプロ

グラムおよびキャップストーンプログラムは企業

が直面する課題の解決に学生が 4 人程度のチーム

で取組む 3 回生と 4 回生配当の総合演習科目であ

る。この総合演習科目における課題設定のために、

教員は企業の技術者と議論を重ねて、企業が直面

するさまざまな課題と関連する社会ニーズや技術

ニーズを把握し、企業が学生の総合演習として相

応しいレベルや内容を設定できるようにする。こ

の課題設定のプロセスを教員と企業が共同で行う

ことで、本学教員が企業における課題を認識する

と共に、企業が本学教員の有する研究ポテンシャ

ルを理解する。その結果として、社会的・産業応用

上の意義が明確で大学院に在籍する学生が、高度

な専門能力を駆使して取組むに相応しい高度な課

題を研究テーマとして設定できる可能性が極めて

高い。プレキャップストーンプログラムの実施は

2022 年であるが、すでに教員は多くの企業と課題

設定のためのミーティングをスタートしており、

大学院生の研究テーマとして相応しい候補テーマ

が見つかっている。こうして見つかった研究課題

の解決に取り組んで大学における研究力を産業分

野に応用展開するためには、学部開設と同時に大

学院生を受け入れて、プレキャップストーンプロ

グラムおよびキャップストーンプログラムの準備
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段階で見出した高度な課題を研究テーマとして設

定し、研究指導により課題解決に取組むことが必

要不可欠である。企業が直面する高度な課題を大

学院生研究テーマとして設定しその解決に取組む

ことは、大学院生の研究力。課題解決力を涵養する

ためにも極めて重要であり、かつ企業にとっても

大学教員との密接な相互理解に下で行われる産学

連携として極めて重要である。従って、本学がなる

べく早期に社会に貢献するためには大学院の早期

開設が望まれる。 

 このように大学院の設置を本学 1 期生の修了ま

で待つことなく早期に開設する事には多くの意義

がある。専任教員の採用にあたり、大学院教育の早

期開始を見据えて、極めて優れた研究実績を有す

る教員を採用すると共に最先端の研究設備・施設

を整備し、開設準備を進めてきた。それゆえ、企業

を含む社会的要請に応えられる大学院教育を実施

することが可能である。 

 

１－１－３ 博士課程前期と博士課程後期の同時

設置の必要性 

大学院教育に関する企業からの強いニーズおよ

び留学生からの強いニーズが存在することを述べ

た。一方、科学技術の高度化に伴い、学部卒業で高

度な研究開発業務を行うために必要な能力を獲得

することは極めて困難になりつつある。特に企業

の研究開発部門においては、研究者として研究室

での On the Research Training (ORT)を受けた学

生に対する要望が高い。学部教育の上にさらに専

門力を深めるために博士課程前期を終了した学生

に対する企業ニーズは高いが、さらに機械電気シ

ステム分野における分野横断的な高度な専門知識

を身に付け、さらに創造的な思考で課題を会ける

出来る博士課程後期の学生に対するニーズも一定

数ある。特に企業が新たな技術シーズを構築する
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ための大学と企業とが連携して取り組む課題や、

機械電気システム分野に新たなフレームワークを

構築するような高度な研究を行う人材として、博

士課程後期の学生を育成することは本学の責務で

ある。博士課程後期の学生の一定数は社会人学生

になると予想しており、社会人としての経験を積

んだ博士課程後期学生が博士課程前期学生と機械

電気システム専攻で共に学び、互いに切磋琢磨す

る研究環境は、学習効果を高めるのみならず、博士

課程前期学生が社会人学生を自分のロールモデル

としてキャリアパスを早期に考える上で大事なき

っかけを与えるなど、大学院教育において極めて

重要なファクターである。 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（M) 

２．ディプロマ・ポリシー等と教育課程の対応関係が不明確 

ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーが適切に対応しておらず、教育課程も各

ポリシーに対応しているとは認められない。博士前期課程については、示された「４つの

専門領域」とディプロマ・ポリシーとの関係が不明確である。また、博士後期課程は、「特

別演習」と「特別研究」の論文作成指導に係る科目が配置されているのみで、学修課題を

複数の科目等を通して体系的に履修するコースワークが設定されておらず、養成する人

材やディプロマ・ポリシーで掲げた資質・能力を身に付けさせることができるのか疑義が

ある。このため、必要に応じて各ポリシーや教育課程を見直した上で、各ポリシーと教育

課程の対応関係を妥当なものに改めること。なお、博士前期課程の履修モデルは２種類示

されているが、「４つの専門領域」との対応関係が不明確であるとともに、「カリキュラム

マップ」では、「４つの専門領域」に対応する授業科目が示されていない領域があるため

妥当性を明確にするか、修正すること。【２課程共通】 

 

■博士課程前期について 

（１）DP、CP 及び教育課程の対応関係について 

 「ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーが適切に対応しておらず、教育課程も

各ポリシーに対応しているとは認められない。」との指摘に対し、ディプロマ・ポリシー（DP）

とカリキュラム・ポリシー（CP）について詳細に検討を行った。補正前の DP と CP は以

下であった。 

DP（補正前） 

（１）当該分野の深い知識体系を他領域の知識と関連づけながら修得し、変容するグローバ

ル社会の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）当該分野の必要な情報を適切な方法を用いて収集し、他の工学領域の情報と関連づけ

ながら活用できる。 

（３）当該分野の深い知識や意見について、日本語と英語を用いて他者と議論を行うことが

できる。 

（４）当該分野に関して、修得した深い知識、技能ならびに経験を活かして、複眼的思考で

自らの考えを論理的に組み立て、表現することができる。 

（５）当該分野において、自ら設定した主題に対して、文献調査、実験等で収集した情報に

基づき、客観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断することができる。 

（６）当該分野に関する学びを通じ、変容するグローバル社会の諸問題に継続的に関心を示

し、その問題の解決のために多様な他者と協働しながら粘り強く自律的な社会人として行

動できる。 

CP（補正前） 

（１）機械工学と電気工学に跨る学際領域の高度な専門に関わる基幹科目と発展科目を修
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得させ、多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）高度な専門に関わる基幹科目と発展科目の修得と並行して、研究分野関係科目（特別

演習と特別研究）を通じて、専門的知見に基づく主体的な行動力および問題解決力を養成す

る。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専

門分野のコミュニケーション能力を養成する。 

（４）2年間の教育課程では、科学技術英語、基幹科目と発展科目の修得と並行して、研究

分野関係科目（特別演習と特別研究）を連動させながら実践的かつ能動的に学修する。 

（５）科学技術英語と研究分野関係科目（特別演習と特別研究）を連携させてコミュニケー

ション力、協働力、課題発見力やリーダーシップを育む学修を行う。 

 

上記 CP を具体化し、DP を達成するものとして教育課程を編成していたが、「DP と CP

が適切に対応していない」、「教育課程も各ポリシーに対応しているとは認められない」とい

う審査意見を踏まえて再検討したところ、DP および CP のいずれにおいても、各項目間に

重複した内容が含まれ、冗長かつ明瞭性を欠いた内容となっていた。このため DP と CP の

間の対応関係が認められないという審査結果になったという結論に至った。また CP および

DP の冗長性があるために、DP および CP と教育課程の対応関係が認められない、という

審査結果になったという結論に至った。 

そこで上記の検討を踏まえ、下記のように DP、CP を修正し、教育課程との対応関係が明

確になるように見直しを行った。 

 

補正後の DP を下記のとおりとした。 

（１）機械電気システム工学分野を構成する材料、エネルギー、情報、システムのいずれか

の領域において、深い知識を他領域の知識と関連づけながら修得し、グローバル社会の諸問

題を解決するために活用できる。 

（２）機械電気システム工学分野を構成する材料、エネルギー、情報、システムのいずれか

の領域において自ら設定した主題に対して、必要な情報を文献調査、実験等の適切な方法を

用いて収集し、他の領域の知識と関連づけながら活用し、客観的に分析しながら論理的、批

判的に考察し判断することができる。 

（３）機械電気システム工学分野の深い知識や意見について、英語を用いて他者と議論を行

うことができる。 

（４）機械電気システム工学分野のいずれかの領域において修得した深い知識、技能ならび

に経験を活かして、複眼的思考で自らの考えを論理的に組み立て、表現することができる。 

 

主な変更点のポイントは以下の通りである。旧 DP（２）と旧 DP（５）の内容に重複が

あったので、新 DP（２）で統合した。旧 DP（６）は旧 DP（１）～（５）を包括した内容
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であったので削除した。全体を通して、曖昧だった表現を明確にした。 

 

また、養成する人材像及び DP を達成するため、補正後の CP を下記のとおりとした。 

（１）機械工学と電気工学に跨る学際領域の高度な専門に関わる基幹科目と発展科目を修

得させ、多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）機械工学と電気工学に跨る学際領域の研究分野関係科目（特別演習と特別研究）を通

じて、専門的知見に基づく主体的な行動力および問題解決力を養成する。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専

門分野のコミュニケーション能力を養成する。 

（４）科学技術英語、基幹科目と発展科目の修得と並行して、研究分野関係科目（特別演習

と特別研究）を連携させてコミュニケーション力、協働力、課題発見力やリーダーシップを

育む学修を行う。 

 

主な変更点のポイントは以下の通りである。旧 CP（４）および旧 CP（５）は、いずれ

も研究分野関係科目（特別演習と特別研究）と科学技術英語あるいは専門科目の履修により

期待される総合的な教育効果について述べていたため、これを新 CP（４）に統合すると共

に、全体的に冗長、曖昧だった表現を明確にした。 

 

DP（１）については、機械工学と電気工学に跨る学際的な分野において過去には存在しな

かった新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に対応するために、深い

知識体系を他領域の知識と関連づけながら修得することが必要である。 

DP（１）は主に CP（１）に対応する。 

DP（２）については、新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に貢献す

るために、修得した専門知識をグローバル社会の諸問題を解決するために活用する能力を

修得することが必要である。DP（２）は主に CP（２）に対応する。 

DP（３）については、グローバル社会での諸問題の解決に貢献するために、専門分野にお

いて英語を駆使して自分の考えを口頭あるいは文章で伝え、議論ができる能力を修得する

こと必要である。DP（３）は主に CP（３）に対応する。 

DP（４）については、専門知識を駆使してグローバル社会で多様性のある人と連携・共同

して課題解決に取組むためには、一個人では解決することが困難な複雑化した課題に、指導

教員や研究室の他の学生と議論をしながら、チームで協働して取組み、そのチームを導くリ

ーダーシップを修得することが必要である。DP（４）は主に CP（４）に対応し、かつ CP

（１）～（３）にも対応する。 

 

CP（１）については、機械工学と電気工学に跨る学際領域の専門分野の基礎的な知識と、

基礎的な知識を発展させた知識の両方を修得させることで、専門分野を深く、かつ周辺分野
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を含めて総合的に理解する力を修得させる。 

CP（２）については、研究課題を設定し、その目的を達成するために必要な文献調査、実

験、解析、分析を主体的に実施しながら、課題解決に至るプロセスを修得させる。 

CP（３）については、グローバル社会で必要となる英語でのコミュニケーション能力、情

報収集力、情報発信力を修得させる。 

CP（４）については、指導教員や研究室の他の学生あるいは学会での専門家との議論を通

じて、専門の基礎知識と深い知識および英語力を駆使して課題解決を行うプロセスにおい

て、コミュニケーション力、協働力、課題発見力やリーダーシップを修得させる。 

 

上記 CP を具体化し、DP を達成するものとして下記のように教育課程を編成した。科目

構成に変更はないが、各科目の基幹科目、発展科目の分類と配当時期は一部補正し、先端機

械電気システム工学通論は必修とした。 

・専門科目 

「基幹科目」：機械分野と電気分野に跨る機械電気システム分野において、過去には存在し

なかった新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に対応するために必要

な当該分野の知識体系を材料、エネルギー、情報、システムに分類し、それぞれの領域にお

ける高度な課題を解決するために必要な基礎的な知識を修得するための科目群。 

「先端機械電気システム工学通論」（必修）では、機械電気システムを構成する材料、エ

ネルギー、情報、システムの各先端分野に関わる重要な研究課題を少なくとも１つ取り上げ、

その概要を説明できる素養を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物理工学分野および無機材料関連分野の知

識の融合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手法を材料の観点から学び、MEMS を自力で

設計するための技術・知識を修得する。 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、

理論、および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作をゲートレベルの原理から理解するの

に十分な知識と技術を修得する。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に関するスキルと知識を学修し、典型的な

風力タービン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプ

ティクス，深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用な技術について修得する。 

 

「発展科目」：機械分野と電気分野に跨る機械電気システム分野において、過去には存在し

なかった新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に対応するために必要

な当該分野の知識体系を材料、エネルギー、情報、システムに分類し、それぞれの領域にお

ける高度な課題を解決するために必要な発展・応用的な知識を修得するための科目群。 
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「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられる計算手法を取り上げ、関連分野の知識

を融合・深化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と応用に関する先進的な知識を修

得する。 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロニクスの開発と最先端技術の進歩を支え

る基盤技術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデリングを修得する。 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピュータ支援設計」では、静的および過渡的

シミュレーションを使用した半導体の設計および解析方法、マルチチップハウジングの電

気的・熱的モデリングを修得する。 

「システム設計論」では、人が利用するシステムを対象にする場合に適用することのでき

る設計理論について修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプト言語と仮想マシンの設計と実装につい

て修得し、これらの言語がどのように実装されているかを理解することで、プログラミング

全般に関する知識と技術水準を引き上げる。 

「リモートセンシング」では、リモートセンシングの基本概念と特性、原理について修得

し、リモートセンシングがさまざまな分野でどのように適用されているかについても理解

を深める。 

 

・科学技術英語：英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専門分野のコミュニ

ケーション能力を養成するための科目。 

「科学技術英語Ⅰ」では、効果的な口頭発表や意見を発するためのプレゼンテーションスキ

ルを修得する。 

「科学技術英語Ⅱ」では、論文作成に必要なライティングスキルを修得する。 

 

・研究分野関係科目 

「特別演習Ⅰ～Ⅳ」：研究テーマに関する論文講読や専門知識の修得などを通じて問題解決

法の修得を目的とする科目。 

「特別研究Ⅰ～Ⅳ」：修士論文作成にあたっての論文作成指導、各自の研究テーマに基づく

実験・実習指導などを通じて問題解決を実践する科目。 

 

（２）「４つの専門領域」と DPとの関係が不明確である点について 

 「４つの専門領域」と DP との関係が不明確との審査意見に対して、その原因を分析した

結果、「４つの専門領域」のそれぞれが一つの学位プログラムに相当すると判断され、それ

ぞれの学位プログラムに対応する DP が示されていないために、DP との関係が不明確と判断

されたとの結論に至った。 

 「４つの専門領域」の位置づけについて説明する。本申請プログラムは、学位授与にあた

って４つの専門領域のいずれかを修得するのではなく、機械電気システム工学分野の修得
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をめざす一つの学位プログラムとして申請するものである。機械電気システム工学分野を

構成する４つの領域として設定した材料、エネルギー、情報、システムはいずれも機械電気

システム工学分野において重要な役割を果たす切り口であり、学部では１３の学部内専門

領域を、大学院前期課程では前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」「情報」「シス

テム」の４領域に深化しまとめることが合理的である。教員はこの 4 つの専門領域のどれ

かに所属するが、研究分野は所属する専門領域に限定されるものではなく、ほとんどの教員

は複数の専門領域に跨って分野横断的に研究を行っている。学生は、将来の進路希望を踏ま

えて、指導教員を選び、指導教員の所属する専門領域の専門科目を中心に履修する。しかし、

機械電気システム工学分野の 4 領域は、教員の研究分野が領域横断型であることから明ら

かなように、密接に連携しており、自分の志望する専門領域の科目の履修に加えて、他の専

門領域の科目を履修することが必要である。このため、基幹科目から８単位（先端機械電気

システム工学通論は必修）、発展科目から６単位を履修することを修了要件とした。学生は

履修計画の策定時に、指導教員のアドバイスに基づいて、自分の志望する専門領域以外の科

目を修得できる教育課程とした。 

 これを踏まえ、DP を修正し、改訂図１へ変更して４つの前期課程専門領域とそれぞれに

対応する学部内専門領域の関係を明確にし、さらに下記の文を１―１－１に追加し、大学院

前期課程では前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の４領域

に分類し、横断的に学修することで DP を実現する妥当性を示した。また、4ページの「１

－２－１－３ 学生が修得する能力」に記載した“「材料」「エネルギー」「情報」「システム」

の４分野から専門領域を選択し“の表現、あるいは 5ページの「１－２－２－３ 学生が修

得する能力」に記載した”「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の専門知識をさらに深

化させ“の表現、あるいは 6ページの「４－１－１ 教育の目標」に記載した“「材料」「エ

ネルギー」「情報」「システム」の 4つの系で構成されており、学生はいずれかの系を選択し

て入学する“の表現などが、修士課程あるいは博士課程にそれぞれに対応する教育課程（独

立したプログラム）があるとの誤解を与えたと思われるため、この表現を削除した。 
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改訂図１（資料１図１）。 学部、博士課程前期、博士課程後期の研究分野相関図。博士課

程前期の専門領域と学部（学士課程）の１３専門領域との間に実線あるいは点線で結ばれて

いる。線の種類は両者の関連性の大きさを表しており、実線および点線はそれぞれ「関連性

が極めて強い」および「関連性が強い」ことを意味する。 

 

 

１―１－１に追加する内容 

本学でモータに関連するメカトロクス分野で活躍する人材育成を目的として設置申請し

ている機械電気システム分野の専門領域は１３分野あり、「設計生産」「ロボティクス」「計

測」「制御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」「アクチュエータ」「エネルギー」「デバ

イス」「回路」「通信」である。中心に据えている知識および技術の対象の一つであるモータ

にファン・ブロア・ポンプ・コンプレッサなどの機構を加えてモジュール製品を設計する場

合、従来は個別に設計した部品をテスト段階で結合させる手法で設計が行われてきた。しか

し、小型・高出力・高効率・高制御性・高品質・低コストなど、本来相反する仕様の実現が

要求される現状に応えるには、モータ＋メカニズム、さらにはセンサやコントローラを含め

たモジュール全体、ユニット全体で最適化をはかってシステム設計を進めていく手法が必

要になっている。こうしたパッケージングまで考慮した工学および産業分野でのニーズに

対応するために、ユニット全体を考慮する「システム」、効率的な設計・開発を進めるシミ

ュレーション技術や制御に関わる「情報」、それぞれの部材に関する「材料」、モジュール全
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体を動作させる電力や電力変換に関する「エネルギー」の４分野に分類することが、専門分

野を深化させる大学院の教育課程において合理的であると言える。 

 

（３）「４つの専門領域」と教育課程と履修モデルの対応および「カリキュラムマップ」の対応 

ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーを変更するとともに、「資料 1博士

課程前期のカリキュラムマップ」および「資料６博士課程前期の電気自動車志望者およびロ

ボット分野志望者の履修モデル」を改訂した。４つの専門領域ごとの基幹科目および発展科

目の配当をカリキュラムマップに示す。各科目の位置づけ（基幹科目、発展科目）と配当時

期は、DP と CP の変更と合わせて見直した。履修モデルは電気自動車分野を志望する学生

の場合とロボット分野を志望する学生の場合の 2 タイプを例示した。具体的に例示すると、

電気自動車分野を志望する学生が、指導教員として自動車用モータの駆動に必要なパワー

半導体工学を専門とする Alberto Castellazzi を選んだ場合、指導教員が所属するエネルギ

ー領域の科目を中心に、材料、システム、情報の各専門領域から科目を選択して履修する。

ロボット分野を志望する学生が、指導教員としてロボットに高度な動作を行わせるために

必要な制御工学を専門とする福島を選んだ場合、指導教員が所属するシステム領域の科目

を中心に、材料、エネルギー、情報の各専門領域から科目を選択して履修する。学生が所属

する専門領域は選んだ指導教員の所属する専門領域によって決まり、履修する科目は、指導

教員のアドバイスを基に学生が選択する。 

これを踏まえ、教育課程との関係について再検討したところ、改訂図１、カリキュラムマ

ップ（資料５）、博士課程前期の履修モデル（資料６）を用いて、「志望分野」と「分野横断

的な履修」についての下記の内容を６－１－１ 教育方法に追記することにした。この追記

内容は、改訂図１で明確となった「基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係」を踏まえ、

これと教育課程の妥当性をより明確にするものである。履修者が分野横断的に専門性を深

化させる際に、履修者が博士課程前期「特別演習 I～IV」「特別研究 I～IV」で履修する前期

課程専門領域を理解したうえで、専門科目を履修する必要がある。このため、運用において、 

（A）研究科設置の趣旨本文 14 頁「表１ 系の教員構成と専門分野」を学修要覧（仮称）

に掲載するとともに、 

（B）ガイダンスや個別の履修指導での周知を行う。 

これにより、下記の２点で、４つの前期課程専門領域の枠組みで分野横断的に専門性を深化

するための教育課程上の配慮を履修者に行う。 

●特別研究における複数の副指導教員の分野横断的な選定 

●博士課程前期の学生の分野横断的な履修 

 また、博士課程前期「特別演習 I～IV」「特別研究 I～IV」のシラバスにも各教員の具体的

な研究分野およびそれに応じた授業内容を記載することで、履修者の分野横断的な専門性

の深化に向けた教育課程上の配慮も行う。 
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６－１－１ 教育方法に追記する内容 

「資料５ 博士課程前期のカリキュラムマップ」および「改訂資料６ 博士課程前期の電

気自動車志望者およびロボット分野志望者の履修モデル」を示す。まず、「表１ 系の教

員構成と専門分野」に示したように、教員はこの 4 つの専門領域のどれかに所属するが、

研究分野は所属する専門領域に限定されるものではなく、ほとんどの教員は複数の専門領

域に跨って分野横断的に研究を行っていて、学部の授業担当についても分野横断的である

教員が多い。 

資料５は博士課程前期のカリキュラムマップであり、学生は、将来の進路希望を踏まえ

て、指導教員を選び、指導教員の所属する専門領域の専門科目を中心に履修する。しかし、

機械電気システム工学専攻内の 4 領域は、教員の研究分野が領域横断型であることから明

らかなように、密接に連携しており、自分の志望する専門領域の科目の履修に加えて、他

の専門領域の科目を履修することが必要である。このため、基幹科目から８単位、発展科

目から４単位を履修することを修了要件とした。学生は履修計画の策定時に、指導教員の

履修指導に基づき、自分の志望する専門領域以外の科目を修得できる教育課程とした。 

改訂資料６は、電気自動車分野およびロボット分野を志望する博士課程前期の学生が履

修するモデルである。電気自動車分野を志望する学生は、指導教員として「エネルギー」

系の教員を選択し、指導教員が所属する「エネルギー」系の専門科目を中心に履修しつつ、

分野横断的に「材料」、「システム」、「情報」の各専門領域の科目も選択し履修する。

ロボット分野を志望する学生が、指導教員として「システム」系の教員を選択し、指導教

員が所属する「システム」系の専門科目を中心に履修しつつ、分野横断的に「材料」、「エ

ネルギー」、「情報」の各専門領域の科目も選択し履修する。学生は、希望する専門領域

に応じて指導教員を選択し、指導教員の専門領域の専門科目を中心に履修するが、分野横

断的に履修する科目については、指導教員のアドバイスを基に学生が選択する。 

 

以上の補正、追記により「ディプロマ・ポリシー等と教育課程の対応関係」は明確になっ

たと確信する。 

 

 

■ 博士課程後期について 

（１）DP、CP 及び教育課程の対応関係について 

「ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーが適切に対応しておらず、教育課程も

各ポリシーに対応しているとは認められない。との指摘に対し、ディプロマ・ポリシー（DP）

とカリキュラム・ポリシー（CP）について詳細に検討を行った。補正前の DP と CP は以

下であった。 

DP(補正前) 

機械分野と電気分野に跨る学際的な工学分野において 
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（１）当該分野の深い知識体系を他領域の深い知識と関連づけながら修得し、変容するグロ

ーバル社会の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）当該分野の必要な情報を適切な方法を用いて収集し、工学のみならず人文社会領域の

情報と関連づけながら活用できる。 

（３）当該分野の深い知識や意見について、日本語と英語を用いて他者と議論し理解を深め

ることができる。 

（４）当該分野に関して、修得した深い知識、技能ならびに経験を活かして、複眼的思考で

自らの考えを論理的に組み立て、効果的に表現することができる。 

（５）当該分野において、自ら設定した主題に対して、文献調査、実験等で収集した情報に

基づき、客観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断した結果を主張することができ

る。 

（６）当該分野に関する学びを通じ、変容するグローバル社会の諸問題に継続的に関心を示

し、その問題の解決のために多様な他者と協働しながら、粘り強く自律的な社会人として行

動できる。 

CP(補正前) 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人材を養成するために、以下の方針に基づい

た教育プログラムを実施する。 

（１）機械工学と電気工学に跨る学際領域の高度な専門に関わる総合的な研究指導により

多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）特別演習と特別研究を通じて、高度な専門的知見に基づく主体的な行動力および問題

解決力を養成する。 

（３）3年間の教育課程では、特別演習と特別研究により実践的かつ能動的に学修する。 

（４）特別演習と特別研究や学会発表などを連携させてコミュニケーション力、協働力、課

題発見力やリーダーシップを育む学修を行う。 

 

上記 CP を具体化し、DP を達成するものとして教育課程を編成していたが、「DP と CP

が適切に対応していない」、「教育課程も各ポリシーに対応しているとは認められない」「コ

ースワークが設定されていない」という審査意見を踏まえて再検討したところ、DP および

CP のいずれにおいても、各項目間に重複した内容が含まれ、冗長かつ明瞭性を欠いた内容

となっていた。このため DP と CP の間の対応関係が認められないという審査結果になった

という結論に至った。また CP および DP の冗長性があるために、DP および CP と教育課

程の対応関係が認められない、という審査結果になったという結論に至った。 

そこで上記の検討を踏まえ、下記のように DP、CP を修正し、教育課程との対応関係が明

確になるように見直しを行った結果、養成する人材や DP で掲げた資質・能力を身に付ける

ためにコースワークを設けることが適切であるとの結論に至った。 
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補正後の DP を下記のとおりとした。 

（１）機械電気システム工学分野において、材料、エネルギー、情報、システムの 4つの領

域の深い知識を相互に関連づけながら修得し、グローバル社会の諸問題を解決するために

活用できる。 

（２）機械電気システム工学分野において、自ら設定した主題に対して、必要な情報を文献

調査、実験等の適切な方法を用いて収集し、材料、エネルギー、情報、システムの 4つの領

域の知識と関連づけながら活用し、客観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断する

ことができる。 

（３）機械電気システム工学分野の深い知識や意見について、英語を用いて自分の意見を述

べ、他者と議論を行うことができる。 

（４）修得した機械電気システム工学分野の深い知識、技能ならびに経験を活かして、複眼

的思考で自らの考えを論理的に組み立て、表現することができる。 

 

主な変更点のポイントは以下の通りである。旧 DP（２）と旧 DP（５）の内容に重複が

あったので、新 DP（２）で統合した。旧 DP（６）は旧 DP（１）～（５）を包括した内容

であったので削除した。全体を通して、曖昧だった表現を明確にした。 

 

また、養成する人材像及び DP を達成するため、補正後の CP を下記のとおりとした。 

（１）機械電気システム工学分野の材料、エネルギー、情報、システムの４つの領域の高度

な知識を修得させ、多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）機械電気システム工学分野における研究分野関係科目（特別演習と特別研究）を通じ

て、高度な専門的知見に基づく主体的な行動力および問題解決力、創造力を養成する。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専

門分野の高度なコミュニケーション能力を養成する。 

（４）科学技術英語、機械電気システム工学分野科目の修得と並行して、研究分野関係科目

（特別演習と特別研究）を連携させて高度なコミュニケーション力、協働力、課題発見力や

リーダーシップを育む学修を行う。 

 

主な変更点のポイントは以下の通りである。旧 CP（２）および旧 CP（３）は、いずれ

も研究分野関係科目（特別演習と特別研究）の履修により期待される教育効果について述べ

ていたため、これを新 CP（２）に統合すると共に、全体的に冗長、曖昧だった表現を明確

にした。新 DP（３）に対応するものとして CP（３）を追加した。 

 

DP（１）については、機械工学と電気工学に跨る学際的な分野において過去には存在しな

かった新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に対応するために、深い

知識体系を他領域の知識と関連づけながら修得することが必要である。 
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DP（１）は主に CP（１）に対応する。 

DP（２）については、新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に貢献す

るために、修得した専門知識をグローバル社会の諸問題を解決するために活用する能力を

修得することが必要である。DP（２）は主に CP（２）に対応する。 

DP（３）については、グローバル社会での諸問題の解決に貢献するために、専門分野にお

いて英語を駆使して自分の考えを口頭あるいは文章で伝え、議論ができる能力を修得する

こと必要である。DP（３）は主に CP（３）に対応する。 

DP（４）については、専門知識を駆使してグローバル社会で多様性のある人と連携・共同

して課題解決に取組むためには、一個人では解決することが困難な複雑化した課題に、指導

教員や研究室の他の学生と議論をしながら、チームで協働して取組み、そのチームを導くリ

ーダーシップを修得することが必要である。DP（４）は主に CP（４）に対応し、かつ CP

（１）～（３）にも対応する。 

 

CP（１）については、機械工学と電気工学に跨る学際領域の専門分野の基礎的な知識と、

基礎的な知識を発展させた知識の両方を修得させることで、専門分野を深く、かつ周辺分野

を含めて総合的に理解する力を修得させる。 

CP（２）については、研究課題を設定し、その目的を達成するために必要な文献調査、実

験、解析、分析を主体的に実施しながら、課題解決に至るプロセスを修得させる。 

CP（３）については、グローバル社会で必要となる英語でのコミュニケーション能力、情

報収集力、情報発信力を修得させる。 

CP（４）については、指導教員や研究室の他の学生あるいは学会での専門家との議論を通

じて、専門の基礎知識と深い知識および英語力を駆使して課題解決を行うプロセスにおい

て、コミュニケーション力、協働力、課題発見力やリーダーシップを修得させる。 

 

上記 CP を具体化し、DP を達成するものとして下記のように教育課程を見直して再編成

し、「４－２－３ カリキュラム・ポリシー」項に追記した。 

機械電気システム工学専攻では、機械電気システム工学分野を４つの専門領域（材料、エ

ネルギー、情報、システム）に分類する。博士課程後期では、専門科目として、これら４領

域の一つ一つに焦点をあてた 4 つの講義「機械電気システム工学特論（材料）」、「機械電気

システム工学特論（エネルギー）」、「機械電気システム工学特論（情報）」、「機械電気システ

ム工学特論（システム）」を開講し、必修とする。「機械電気システム工学特論（材料）」は

機械電気システム工学分野における材料工学領域、機械電気システム工学特論（エネルギ

ー）」は機械電気システム工学分野におけるエネルギー工学領域、「機械電気システム工学特

論（情報）」は機械電気システム工学分野における情報工学領域、「機械電気システム工学特

論（システム）」は機械電気システム工学分野におけるシステム工学領域、の先端科学およ

び先端技術に関する最先端のトピックスを題材にして深く掘り下げると共に、他の３領域
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との関連にも言及し、４領域を相互に関連付けて問題解決に取組む素養を修得する講義を

行う。修了に必要な単位は８単位であり、自分が所属する領域を含め、機械電気システム工

学分野を構成する全ての領域について専門的で最先端の知識を修得する。 

 

博士課程後期では、その他に下記の講義を開講する。 

 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、

理論、および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作をゲートレベルの原理から理解するの

に十分な知識と技術を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物理工学分野および無機材料関連分野の知

識の融合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手法を材料の観点から学び、MEMS を自力で

設計するための技術・知識を修得する。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に関するスキルと知識を学修し、典型的な

風力タービン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプ

ティクス，深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用な技術について修得する。 

「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられる計算手法を取り上げ、関連分野の知識

を融合・深化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と応用に関する先進的な知識を修

得する。 

「リモートセンシング」では、リモートセンシングの基本概念と特性、原理について修得

し、リモートセンシングがさまざまな分野でどのように適用されているかについても理解

を深める。 

「システム設計論」では、人が利用するシステムを対象にする場合に適用することのでき

る設計理論について修得する。 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロニクスの開発と最先端技術の進歩を支え

る基盤技術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデリングを修得する。 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピュータ支援設計」では、静的および過渡的

シミュレーションを使用した半導体の設計および解析方法、マルチチップハウジングの電

気的・熱的モデリングを修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプト言語と仮想マシンの設計と実装につい

て修得し、これらの言語がどのように実装されているかを理解することで、プログラミング

全般に関する知識と技術水準を引き上げる。 

 

語学科目として英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専門分野のコミュニケ

ーション能力を養成するための科目として「科学技術英語Ⅲ、Ⅳ」を開講し、必修とする。 
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「科学技術英語Ⅲ」では、国際学会で効果的な口頭発表や意見を発するためのプレゼンテー

ションスキルを修得する。 

「科学技術英語Ⅳ」では、論文作成に必要なライティングスキルを修得する。 

 

研究分野関係科目として、自ら設定した主題の解決に取組む「特別演習Ⅰ～Ⅵ」、「特別研

究Ⅰ～Ⅵ」を開講し、必修とする。 

「特別演習Ⅰ～Ⅵ」：研究テーマに関する論文講読や専門知識の修得などを通じて問題解決

法の修得を目的とする科目。 

「特別研究Ⅰ～Ⅵ」：修士論文作成にあたっての論文作成指導、各自の研究テーマに基づく

実験・実習指導などを通じて問題解決を実践する科目。 

 

（２）コースワークについて 

申請時の修了要件を下記のとおりとしていた。 

専門関係科目 
必要 

単位数 
学位の授与 

1 博士課程後期特別演習Ⅰ～Ⅵ １２単位 
２４単位（必修科目）を取得し、博士論文
の審査に合格した者に博士（工学）の学位
を授与する。 

2 博士課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ １２単位 

合 計 ２４単位 

 

前述の CP を具体化し、DP を達成するものとして教育課程を編成していたが、「DP と

CP が適切に対応していない」、「教育課程も各ポリシーに対応しているとは認められない」

「コースワークが設定されていない」という審査意見を踏まえて再検討し、DP、CP を修正

し、教育課程との対応関係が明確になるように見直しを行った結果、養成する人材や DPで

掲げた資質・能力を身に付けるためにコースワークを設けることが適切であるとの結論に

至った。これを踏まえて、修了要件にコースワークを加え、以下とした。 

専門関係科目 
必要 

単位数 
学位の授与 

1 

専門科目 
「機械電気システム工学特論（材
料）」、「機械電気システム工学特
論（エネルギー）」、「機械電気シ
ステム工学特論（情報）」、「機械
電気システム工学特論（システ
ム）」は必修 

８単位 

先の科目区分に従い、合計３６単位（必修
科目の単位を含む）を取得し、博士論文の
審査に合格した者に博士（工学）の学位を
授与する。 2 科学技術英語 ４単位 

3 博士課程後期特別演習Ⅰ～Ⅵ １２単位 

4 博士課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ １２単位 

合 計 ３６単位 

 

変更点は、博士課程後期のコースワークとして専門科目と科学技術英語Ⅲ、Ⅳを開講し、

さらに「機械電気システム工学特論（材料）」、「機械電気システム工学特論（エネルギー）」、

「機械電気システム工学特論（情報）」、「機械電気システム工学特論（システム）」の専門科
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目（８単位）と科学技術英語Ⅲ、Ⅳ（4 単位）を必修することを修了要件に加えた点である。

専門科目は CP（１）に基づいて DP（１）と DP（３）と DP（４）の達成を実現するため、

科学技術英語は CP（３）に基づいて DP（１）と（３）の達成を実現するために設けた。 

 

博士課程後期配当の専門科目４科目、専門科目１１科目、および科学技術英語Ⅲ、Ⅳの概

要は前述の通りである。専門科目１１科目は、指導教員のアドバイスに基づいて学生が選択

する。 

 

以上を踏まえて“６－２－５ 入学から修了までの指導プロセス”の以下の記述 

「博士課程後期の大学院学生は、３年間を通じて博士論文を作成するための調査・研究に専

念する。」を以下に修正する。 

 

「博士課程後期の大学院学生は、３年間を通じて専門科目４科目「機械電気システム工学特

論（材料）」、「機械電気システム工学特論（エネルギー）」、「機械電気システム工学特論（情

報）」、「機械電気システム工学特論（システム）」（いずれも必修）、博士課程前期と共通で提

供されている専門科目１１科目、および科学技術英語Ⅲ（必修）、科学技術英語Ⅳ（必修）

を履修し、かつ博士論文を作成するための調査・研究を実施する。」 

 

（３）「基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係およびカリキュラムマップの対応」につ

いて 

基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係を説明するために資料１図１を補正した。補

正した図１（ここでは便宜上、改訂図１と呼ぶことにする。）に、学部・博士前期・博士後

期の履修ポイントを追記した。履修するポイントに関する具体的な記載内容は以下の通り

である。 

学部    ：13 の専門分野の講義群から適宜選択して履修 

博士前期課程：複数の専門分野にまたがる４つの領域を設定し、分野横断的に専門性を

深化 

博士後期課程：高度な専門的知識も基づいて広い視野の学際的研究により社会的課題を

解決 

改訂図１への変更により、博士課程後期では、４つの前期課程専門領域をさらに横断的な

一つの学際領域と捉えて、深い専門分野の知識を基に広い視野で俯瞰的かつ横断的に社会

的課題を解決できる人材を涵養する、という意図をより明確にした。DP、CP の変更、博士

課程後期でのコースワークの設定を除いて、「４ 教育課程の編成の考え方及び特色」内の

「４－２ 工学研究科博士課程後期」節で記載した内容については基本的な方向性に変更

はない。 

一方で、履修者が分野横断的に専門性を深化させる際に、履修者が博士課程後期「特別演
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習 I～VI」「特別研究 I～VI」で履修する後期課程専門領域を理解したうえで、専門科目を履

修する必要がある。このため、後期課程専門領域を周知するための実際の運用として、 

（A）研究科設置の趣旨本文 14頁「表１ 系の教員構成と専門分野」を学修要覧（仮称）

に掲載するとともに、 

（B）ガイダンスや個別の履修指導での周知 

を行う。これにより、 

●特別研究における複数の副指導教員の分野横断的な選定 

●博士課程後期の学生の分野横断的な履修 

を行うにあたって、４つの専門領域の枠組みで分野横断的に専門性を深化するための教

育課程上の配慮をする。 

また、博士課程後期「特別演習 I～VI」「特別研究 I～VI」のシラバスにも各教員の具体的

な研究分野およびそれに応じた授業内容を記載することで、履修者の分野横断的な専門性

の深化に向けた教育課程上の配慮も行う。 

 

これを踏まえ、教育課程との関係について再検討したところ、改訂図１、カリキュラムマ

ップ（資料２）用いて、「志望分野」と「分野横断的な履修」についての下記の内容を６－

２－１ 教育方法に追記することにした。この追記内容は、改訂図１で明確となった「基礎

となる学部と大学院の専攻分野の関係」を踏まえ、教育課程の妥当性をより明確にするもの

である。 

 

６－２－１ 教育方法に追記する内容 

博士課程後期の学生は、１年次から修了まで１つの研究室に所属し、主研究指導教員の指

導のもと、各自の研究テーマを設定し、博士論文を作成する。「表１ 系の教員構成と専門

分野」に示したように、教員はこの 4つの専門領域のどれかに所属するが、研究分野は所属

する専門領域に限定されるものではなく、ほとんどの教員は複数の専門領域に跨って分野

横断的に研究を行っていて、学部の授業担当についても分野横断的である教員が多い。 

資料２は博士課程後期のカリキュラムマップであり、学生は、将来の進路希望を踏まえて、

指導教員を選び、指導教員の所属する専門領域の専門科目を中心に履修する。しかし、機械

電気システム工学専攻内の 4 領域は、教員の研究分野が領域横断型であることから明らか

なように、密接に連携しており、自分の志望する専門領域の科目の履修に加えて、他の専門

領域の科目を履修することが必要である。このため、４つの領域ごとに設けた専門４科目

「機械電気システム工学特論（材料）」、「機械電気システム工学特論（エネルギー）」、「機械

電気システム工学特論（情報）」、「機械電気システム工学特論（システム）」８単位を履修し

修得することを修了要件とした。自分の専門とする領域のみでなく、「材料」「エネルギー」

「情報」「システム」の全ての領域の知識を深めると共に、関連する系の専門知識を理解し、

自らの研究課題の遂行に応用させる。「科学技術英語」は、２科目必修とする。学生は履修
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計画の策定時に、指導教員の履修指導に基づき、自分の志望する専門領域以外の専門科目も

修得できる教育課程とした。 

 

以上、改訂図１への補正および上述の補正により、「本研究科の教育課程」の妥当性がより

明確になったと確信する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（5 ページ） 

１－２－１－２ ディプロマ・ポリシー 

工学研究科博士課程前期のディプロマ・ポリシ

ーは、次のとおりである。 

所定の期間在学し、工学研究科のカリキュラム・

ポリシーに沿って設定した博士前期課程プログラ

ムが定める授業科目を履修し、所定の単位（３４単

位）を取得すると共に、修士論文の審査及び試験に

合格することが修士(工学)の学位授与の必要要件

である。修士論文の審査及び試験は、下記の能力を

身につけているかどうかを基に行われる。 

（１）機械電気システム工学分野を構成する材

料、エネルギー、情報、システムのいずれかの領域

において、深い知識を他領域の知識と関連づけな

がら修得し、グローバル社会の諸問題を解決する

ために活用できる。 

（２）機械電気システム工学分野を構成する材

料、エネルギー、情報、システムのいずれかの領域

において自ら設定した主題に対して、必要な情報

を文献調査、実験等の適切な方法を用いて収集し、

他の領域の知識と関連づけながら活用し、客観的

に分析しながら論理的、批判的に考察し判断する

ことができる。 

（３）機械電気システム工学分野の深い知識や

意見について、英語を用いて他者と議論を行うこ

とができる。 

（４）機械電気システム工学分野のいずれかの

（3 ページ） 

１－２－１－２ ディプロマ・ポリシー 

工学研究科博士課程前期のディプロマ・ポリシ

ーは、次のとおりである。 

所定の期間在学し、工学研究科のカリキュラム・

ポリシーに沿って設定した博士前期課程プログラ

ムが定める授業科目を履修し、所定の単位（３４単

位）を取得すると共に、修士論文の審査及び試験に

合格することが修士(工学)の学位授与の必要要件

である。修士論文の審査及び試験は、下記の能力を

身につけているかどうかを基に行われる。 

械械分野と電気分野に跨る学際的な工学分野に

おいて、 

（１）当該分野の深い知識体系を他領域の知識と

関連づけながら修得し、変容するグローバル社会

の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）当該分野の必要な情報を適切な方法を用い

て収集し、他の工学領域の情報と関連づけながら

活用できる。 

（３）当該分野の深い知識や意見について、日本語

と英語を用いて他者と議論を行うことができる。 

（４）当該分野に関して、修得した深い知識、技能

ならびに経験を活かして、複眼的思考で自らの考

えを論理的に組み立て、表現することができる。 

（５）当該分野において、自ら設定した主題に対し

て、文献調査、実験等で収集した情報に基づき、客

観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断
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領域において修得した深い知識、技能ならびに経

験を活かして、複眼的思考で自らの考えを論理的

に組み立て、表現することができる。 

 

 

 

１－２－１－３ 学生が修得する能力 

学生は、（削除）「工業数学」「物理工学」「情報

処理」などの専門基礎知識および「設計生産」

「ロボティクス」「計測」「制御」「力学」「材料」

「イオニクス」「電磁気」「アクチュエータ」「エ

ネルギー」「デバイス」「回路」「通信」などの専

門知識をさらに深化させ、横断的に活用すること

で機械工学、電気・電子工学、情報工学、電気化

学工学などの既存の学問分野に囚われず、グロー

バルな視点で社会的ニーズに基づく課題を発見

し、論理的思考に従ってその本質を把握し、自ら

の専門能力を総合的に駆使して、関連する専門分

野の知識も総合して適切に解決し、その成果を社

会に発信し還元できる能力を修得する。 

 

 

 

（略） 

 

１－２－２－２ ディプロマ・ポリシー 

工学研究科博士課程後期のディプロマ・ポリシ

ーは、次のとおりである。 

所定の期間在学し、工学研究科のカリキュラム・

ポリシーに沿って設定した博士後期課程プログラ

ムが定める授業科目を履修し、所定の単位（２４単

位）を取得すると共に、博士論文の審査及び試験に

合格することが博士(工学)の学位授与の必要要件

である。博士論文の審査及び試験は、下記の能力を

身につけているかどうかを基に行われる。 

することができる。 

（６）当該分野に関する学びを通じ、変容するグロ

ーバル社会の諸問題に継続的に関心を示し、その

問題の解決のために多様な他者と協働しながら粘

り強く自律的な社会人として行動できる。 

 

１－２－１－３ 学生が修得する能力 

学生は、「材料」「エネルギー」「情報」「システ

ム」の４分野から専門領域を選択し、「工業数

学」「物理工学」「情報処理」などの専門基礎知識

および「設計生産」「ロボティクス」「計測」「制

御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」「ア

クチュエータ」「エネルギー」「デバイス」「回

路」「通信」などの専門知識をさらに深化させ、

横断的に活用することで機械工学、電気・電子工

学、情報工学、電気化学工学などの既存の学問分

野に囚われず、グローバルな視点で社会的ニーズ

に基づく課題を発見し、論理的思考に従ってその

本質を把握し、自らの専門能力を総合的に駆使し

て、関連する専門分野の知識も総合して適切に解

決し、その成果を社会に発信し還元できる能力を

修得する。 

 

（略） 

 

１－２－２－２ ディプロマ・ポリシー 

工学研究科博士課程後期のディプロマ・ポリシ

ーは、次のとおりである。 

所定の期間在学し、工学研究科のカリキュラム・

ポリシーに沿って設定した博士後期課程プログラ

ムが定める授業科目を履修し、所定の単位（２４単

位）を取得すると共に、博士論文の審査及び試験に

合格することが博士(工学)の学位授与の必要要件

である。博士論文の審査及び試験は、下記の能力を

身につけているかどうかを基に行われる。 
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（１）機械電気システム工学分野において、材料、

エネルギー、情報、システムの 4つの領域の深い知

識を相互に関連づけながら修得し、グローバル社

会の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）機械電気システム工学分野において、自ら設

定した主題に対して、必要な情報を文献調査、実験

等の適切な方法を用いて収集し、材料、エネルギ

ー、情報、システムの 4つの領域の知識と関連づけ

ながら活用し、客観的に分析しながら論理的、批判

的に考察し判断することができる。 

（３）機械電気システム工学分野の深い知識や意

見について、英語を用いて自分の意見を述べ、他者

と議論を行うことができる。 

（４）修得した機械電気システム工学分野の深い

知識、技能ならびに経験を活かして、複眼的思考で

自らの考えを論理的に組み立て、表現することが

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

１－２－２－３ 学生が修得する能力 

学生は、（削除）横断的に活用することで機械

工学、電気・電子工学、電気化学工学などの既存

の学問分野に囚われず、グローバルな視点で社会

的ニーズに基づく課題を発見し、論理的思考に従

ってその本質を把握し、自らの専門能力を総合的

に駆使して、関連する専門分野の知識も総合して

創造的かつ適切に解決し、さらにその成果を社会

に発信し当該分野をリードできる能力を修得す

る。 

 

機械分野と電気分野に跨る学際的な工学分野に

おいて 

（１）当該分野の深い知識体系を他領域の深い知

識と関連づけながら修得し、変容するグローバル

社会の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）当該分野の必要な情報を適切な方法を用い

て収集し、工学のみならず人文社会領域の情報と

関連づけながら活用できる。 

（３）当該分野の深い知識や意見について、日本語

と英語を用いて他者と議論し理解を深めることが

できる。 

（４）当該分野に関して、修得した深い知識、技能

ならびに経験を活かして、複眼的思考で自らの考

えを論理的に組み立て、効果的に表現することが

できる。 

（５）当該分野において、自ら設定した主題に対し

て、文献調査、実験等で収集した情報に基づき、客

観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断

した結果を主張することができる。 

（６）当該分野に関する学びを通じ、変容するグロ

ーバル社会の諸問題に継続的に関心を示し、その

問題の解決のために多様な他者と協働しながら、

粘り強く自律的な社会人として行動できる。 

 

１－２－２－３ 学生が修得する能力 

学生は、「材料」「エネルギー」「情報」「システ

ム」の専門知識をさらに深化させ、横断的に活用

することで機械工学、電気・電子工学、電気化学

工学などの既存の学問分野に囚われず、グローバ

ルな視点で社会的ニーズに基づく課題を発見し、

論理的思考に従ってその本質を把握し、自らの専

門能力を総合的に駆使して、関連する専門分野の

知識も総合して創造的かつ適切に解決し、さらに

その成果を社会に発信し当該分野をリードできる

能力を修得する。 
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（略） 

 

４－１－１ 教育の目標 

「京都学園大学大学院学則」は、第 1 条の 2 に

おいて本大学院の目的を「学園の建学の精神を踏

まえて、教育基本法及び学校教育法に基づき、専門

分野における学術の理論及び応用を教授研究し、

その深奥を究めて、社会の進展に寄与することを

目的とする。」とし、第 1 条の 3において各研究科

の目的を定めている。 

学則における本研究科の目的は「専門分野にお

ける学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥

を究めて、社会の進展に寄与する」ことを目指し、

今般の工学研究科の設置においては、「次世代の機

械電気システムに必須の専門領域の高度な知識に

加え、多様な学問分野の動向と社会ニーズを踏ま

えた社会的ニーズの高い問題発見能力を有し、新

しい概念を“創造”することによって次世代の産業

の創出と新たな価値の創出に貢献できる技術者・

研究者を養成することを目的とする」とし、教育研

究の指導体制を構築する。 

 大学院前期課程は、「材料」「エネルギー」「情報」

「システム」の4つの系で構成されている。一方、

本学工学部において（削除）は「設計生産」「ロボ

ティクス」「計測」「制御」「力学」「材料」「イオニ

クス」「電磁気」「アクチュエータ」「エネルギー」

「デバイス」「回路」「通信」の13の専門分野から構

成されている。大学院前期課程における４つの系

と学部における13の分野との関係を（資料 １ 

図１）に示す。学部において選択した専門分野に関

わらず、博士課程前期では、より専門性を深めるこ

とを希望する系に属することができる。他大学の

一般的な学部との関係を（資料 １ 図２）に示

す。 

本学の博士課程前期への進学希望者としては主に

（略） 

 

４－１－１ 教育の目標 

「京都学園大学大学院学則」は、第 1 条の 2 に

おいて本大学院の目的を「学園の建学の精神を踏

まえて、教育基本法及び学校教育法に基づき、専門

分野における学術の理論及び応用を教授研究し、

その深奥を究めて、社会の進展に寄与することを

目的とする。」とし、第 1 条の 3において各研究科

の目的を定めている。 

学則における本研究科の目的は「専門分野にお

ける学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥

を究めて、社会の進展に寄与する」ことを目指し、

今般の工学研究科の設置においては、「次世代の機

械電気システムに必須の専門領域の高度な知識に

加え、多様な学問分野の動向と社会ニーズを踏ま

えた社会的ニーズの高い問題発見能力を有し、新

しい概念を“創造”することによって次世代の産業

の創出と新たな価値の創出に貢献できる技術者・

研究者を養成することを目的とする」とし、教育研

究の指導体制を構築する。 

 大学院前期課程は、「材料」「エネルギー」「情報」

「システム」の4つの系で構成されており、学生は

いずれかの系を選択して入学する。一方、本学工学

部において学生は「設計生産」「ロボティクス」「計

測」「制御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」

「アクチュエータ」「エネルギー」「デバイス」「回

路」「通信」の13の専門分野から適宜選択して履修

するプログラムとなっている。大学院前期課程に

おける４つの系と学部における13の分野との関係

を（資料 １ 図１）に示す。学部において選択し

た専門分野に関わらず、博士課程前期では、より専

門性を深めることを希望する系に属することがで

きる。他大学の一般的な学部との関係を（資料 １ 

図２）に示す。 
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機械工学科、電気・電子工学科、情報工学科の卒業

生を想定しているが、物理工学、工業数学、情報処

理技術などの工学分野の基礎科目を修得し、かつ

入学試験において入学を認められれば、化学系あ

るいは生物系の学科の卒業生も入学を認める。 

 

 

４－１－２ カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人

材を養成するために、以下の方針に基づいた教育

プログラムを実施する。 

（１）機械工学と電気工学に跨る学際領域の高度

な専門に関わる基幹科目と発展科目を修得させ、

多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）機械工学と電気工学に跨る学際領域の研究

分野関係科目（特別演習と特別研究）を通じて、専

門的知見に基づく主体的な行動力および問題解決

力を養成する。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭

発表、論文講読、論文作成、評論など専門分野のコ

ミュニケーション能力を養成する。 

（４）科学技術英語、基幹科目と発展科目の修得と

並行して、研究分野関係科目（特別演習と特別研

究）を連携させてコミュニケーション力、協働力、

課題発見力やリーダーシップを育む学修を行う。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

本学の博士課程前期への進学希望者としては主に

機械工学科、電気・電子工学科、情報工学科の卒業

生を想定しているが、物理工学、工業数学、情報処

理技術などの工学分野の基礎科目を修得し、かつ

入学試験において入学を認められれば、化学系あ

るいは生物系の学科の卒業生も入学を認める。 

 

４－１－２ カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人

材を養成するために、以下の方針に基づいた教育

プログラムを実施する。 

（１） 機械工学と電気工学に跨る学際領域の高

度な専門に関わる基幹科目と発展科目を

修得させ、多角的に真理を探究する力を

養成する。 

（２） 高度な専門に関わる基幹科目と発展科目

の修得と並行して、研究分野関係科目（特

別演習と特別研究）を通じて、専門的知見

に基づく主体的な行動力および問題解決

力を養成する。 

（３） 科学技術英語科目を修得させ、英語での

口頭発表、論文講読、論文作成、評論など

専門分野のコミュニケーション能力を養

成する。 

（４） 2 年間の教育課程では、科学技術英語、基

幹科目と発展科目の修得と並行して、研

究分野関係科目（特別演習と特別研究）を

連動させながら実践的かつ能動的に学修

する。 

（５） 科学技術英語と研究分野関係科目（特別

演習と特別研究）を連携させてコミュニ

ケーション力、協働力、課題発見力やリー

ダーシップを育む学修を行う。 

 

（略） 
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（9 ページ） 

基幹科目 

「先端機械電気システム工学通論」（必修）では、

材料、エネルギー、情報、システムの各先端分野に

おける機械電気システムに関わる重要な研究課題

を少なくとも１つ取り上げ、その概要を説明でき

る素養を修得する。 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数

学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、理論、

および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作を

ゲートレベルの原理から理解するのに十分な知識

と技術を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物

理工学分野および無機材料関連分野の知識の融

合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子

論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手

法を材料の観点から学び、MEMS を自力で設計する

ための技術・知識を修得する。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に

関するスキルと知識を学修し、典型的な風力ター

ビン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of 

Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプティクス，

深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用

な技術について修得する。 

 

発展科目 

「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられ

る計算手法を取り上げ、関連分野の知識を融合・深

化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と

応用に関する先進的な知識を修得する。 

「リモートセンシング」では、リモートセンシン

グの基本概念と特性、原理について修得し、リモー

トセンシングがさまざまな分野でどのように適用

（7 ページ） 

基幹科目 

「先端機械電気システム工学通論」では、材料、

エネルギー、情報、システムの各先端分野における

機械電気システムに関わる重要な研究課題を少な

くとも１つ取り上げ、その概要を説明できる素養

を修得する。 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数

学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、理論、

および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作を

ゲートレベルの原理から理解するのに十分な知識

と技術を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物

理工学分野および無機材料関連分野の知識の融

合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子

論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手

法を材料の観点から学び、MEMS を自力で設計する

ための技術・知識を修得する。 

「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられ

る計算手法を取り上げ、関連分野の知識を融合・深

化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と

応用に関する先進的な知識を修得する。 

 

 

 

 

発展科目 

 

 

 

 

「リモートセンシング」では、リモートセンシン

グの基本概念と特性、原理について修得し、リモー

トセンシングがさまざまな分野でどのように適用
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されているかについても理解を深める。 

「システム設計論」では、人が利用するシステム

を対象にする場合に適用することのできる設計理

論について修得する。 

（削除） 

 

 

 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロ

ニクスの開発と最先端技術の進歩を支える基盤技

術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデ

リングを修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプ

ト言語と仮想マシンの設計と実装について修得

し、これらの言語がどのように実装されているか

を理解することで、プログラミング全般に関する

知識と技術水準を引き上げる。 

（削除） 

 

 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピ

ュータ支援設計」では、静的および過渡的シミュレ

ーションを使用した半導体の設計および解析方

法、マルチチップハウジングの電気的・熱的モデリ

ングを修得する。 

（略） 

 

４－２－３ カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人

材を養成するために、以下の方針に基づいた教育

プログラムを実施する。 

（１）機械電気システム工学分野の材料、エネルギ

ー、情報、システムの４つの領域の高度な知識を修

得させ、多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）機械電気システム工学分野における研究分

されているかについても理解を深める。 

「システム設計論」では、人が利用するシステム

を対象にする場合に適用することのできる設計理

論について修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of 

Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプティクス，

深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用

な技術について修得する。 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロ

ニクスの開発と最先端技術の進歩を支える基盤技

術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデ

リングを修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプ

ト言語と仮想マシンの設計と実装について修得

し、これらの言語がどのように実装されているか

を理解することで、プログラミング全般に関する

知識と技術水準を引き上げる。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に

関するスキルと知識を学修し、典型的な風力ター

ビン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピ

ュータ支援設計」では、静的および過渡的シミュレ

ーションを使用した半導体の設計および解析方

法、マルチチップハウジングの電気的・熱的モデリ

ングを修得する。 

（略） 

 

４－２－３ カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人

材を養成するために、以下の方針に基づいた教育

プログラムを実施する。 

（１） 機械工学と電気工学に跨る学際領域の高

度な専門に関わる総合的な研究指導によ

り多角的に真理を探究する力を養成す

る。 
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野関係科目（特別演習と特別研究）を通じて、高度

な専門的知見に基づく主体的な行動力および問題

解決力、創造力を養成する。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭

発表、論文講読、論文作成、評論など専門分野の高

度なコミュニケーション能力を養成する。 

（４）科学技術英語、機械電気システム工学分野科

目の修得と並行して、研究分野関係科目（特別演習

と特別研究）を連携させて高度なコミュニケーシ

ョン力、協働力、課題発見力やリーダーシップを育

む学修を行う。 

博士課程後期での学修は、博士課程前期の教育

での学修成果を踏まえて、高度な学術情報、先端技

術の動向をいち早く分析し、独創的な観点に立っ

た研究課題を設定して積極的な研究の遂行を目指

すものである。 

機械電気システム工学専攻では、機械電気シス

テム工学分野を４つの専門領域（材料、エネルギ

ー、情報、システム）に分類する。博士課程後期で

は、専門科目として、これら４領域の一つ一つに焦

点をあてた 4 つの講義「機械電気システム特論（材

料）」、「機械電気システム特論（エネルギー）」、「機

械電気システム特論（情報）」、「機械電気システム

特論（システム）」を開講し、必修とする。「機械電

気システム特論（材料）」は機械電気システム工学

分野における材料工学領域、機械電気システム特

論（エネルギー）」は機械電気システム工学分野に

おけるエネルギー工学領域、「機械電気システム特

論（情報）」は機械電気システム工学分野における

情報工学領域、「機械電気システム特論（システ

ム）」は機械電気システム工学分野におけるシステ

ム工学領域、の先端科学および先端技術に関する

最先端のトピックスを題材にして深く掘り下げる

と共に、他の３領域との関連にも言及し、４領域を

相互に関連付けて問題解決に取組む素養を修得す

（２） 特別演習と特別研究を通じて、高度な専

門的知見に基づく主体的な行動力および

問題解決力を養成する。 

（３） 3 年間の教育課程では、特別演習と特別研

究により実践的かつ能動的に学修する。 

（４） 特別演習と特別研究や学会発表などを連

携させてコミュニケーション力、協働力、

課題発見力やリーダーシップを育む学修

を行う。 

 

 

博士課程後期での学修は、博士課程前期の教育

での学修成果を踏まえて、高度な学術情報、先端技

術の動向をいち早く分析し、独創的な観点に立っ

た研究課題を設定して積極的な研究の遂行を目指

すものである。開講する科目は「博士課程後期特別

演習Ⅰ～Ⅵ」「博士課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ」の２

つに区分され、全ての科目を必修とする。 
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る講義を行う。修了に必要な単位は８単位であり、

自分が所属する領域を含め、機械電気システム工

学分野を構成する全ての領域について専門的で最

先端の知識を修得する。 

 

博士課程後期では、その他に下記の講義を開講

する。 

 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数

学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、理論、

および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作を

ゲートレベルの原理から理解するのに十分な知識

と技術を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物

理工学分野および無機材料関連分野の知識の融

合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子

論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手

法を材料の観点から学び、MEMS を自力で設計する

ための技術・知識を修得する。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に

関するスキルと知識を学修し、典型的な風力ター

ビン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of 

Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプティクス，

深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用

な技術について修得する。 

「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられ

る計算手法を取り上げ、関連分野の知識を融合・深

化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と

応用に関する先進的な知識を修得する。 

「リモートセンシング」では、リモートセンシン

グの基本概念と特性、原理について修得し、リモー

トセンシングがさまざまな分野でどのように適用

されているかについても理解を深める。 
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「システム設計論」では、人が利用するシステム

を対象にする場合に適用することのできる設計理

論について修得する。 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロ

ニクスの開発と最先端技術の進歩を支える基盤技

術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデ

リングを修得する。 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピ

ュータ支援設計」では、静的および過渡的シミュレ

ーションを使用した半導体の設計および解析方

法、マルチチップハウジングの電気的・熱的モデリ

ングを修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプ

ト言語と仮想マシンの設計と実装について修得

し、これらの言語がどのように実装されているか

を理解することで、プログラミング全般に関する

知識と技術水準を引き上げる。 

 

語学科目として英語での口頭発表、論文講読、論

文作成、評論など専門分野のコミュニケーション

能力を養成するための科目として「科学技術英語

Ⅲ、Ⅳ」を開講し、必修とする。 

「科学技術英語Ⅲ」では、国際学会で効果的な口頭

発表や意見を発するためのプレゼンテーションス

キルを修得する。 

「科学技術英語Ⅳ」では、論文作成に必要なライテ

ィングスキルを修得する。 

 

研究分野関係科目として、自ら設定した主題の

解決に取組む「特別演習Ⅰ～Ⅵ」、「特別研究Ⅰ～

Ⅵ」を開講し、必修とする。 

「特別演習Ⅰ～Ⅵ」：研究テーマに関する論文講読

や専門知識の修得などを通じて問題解決法の修得

を目的とする科目 

「特別研究Ⅰ～Ⅵ」：修士論文作成にあたっての論
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文作成指導、各自の研究テーマに基づく実験・実習

指導などを通じて問題解決を実践する科目。 

 

これらの科目の単位修得によりディプロマ・ポ

リシーの達成を目指す。 

 

（略） 

（16 ページ） 

「博士課程前期特別演習」・「博士課程前期特別研

究」は全科目必修科目であり、「博士課程前期特別

研究」と「博士課程前期特別演習」を通じて、研究

科生が所属する研究室の指導教員が保有する高度

な見識と研究手法を修得するためのもので、「専門

科目」の講義の学修と並行して各自の学問基盤を

持たせる。 

 所属する研究室の「博士課程前期特別演習」は研

究テーマに関する論文講読や専門知識の修得など

を通じて問題解決法の修得を目的とする科目で、

「博士課程前期特別研究」は修士論文作成にあた

っての論文作成指導、各自の研究テーマに基づく

実験・実習指導などを通じて問題解決を実践する

ものである。「修士論文」の指導にあたっては、主

研究指導教員と副研究指導教員（複数）による研究

指導体制をとり、２年間を通じて行う。 

「資料５ 博士課程前期のカリキュラムマップ」

および「資料６ 博士課程前期の電気自動車志望者

およびロボット分野志望者の履修モデル」を示す。

まず、「表１ 系の教員構成と専門分野」に示した

ように、教員はこの 4 つの専門領域のどれかに所

属するが、研究分野は所属する専門領域に限定さ

れるものではなく、ほとんどの教員は複数の専門

領域に跨って分野横断的に研究を行っていて、学

部の授業担当についても分野横断的である教員が

多い。 

資料５は博士課程前期のカリキュラムマップで

 

 

 

これらの科目の単位修得によりディプロマ・ポ

リシーの達成を目指す。 

 

（略） 

（12 ページ） 

「博士課程前期特別演習」・「博士課程前期特別研

究」は全科目必修科目であり、「博士課程前期特別

研究」と「博士課程前期特別演習」を通じて、研究

科生が所属する研究室の指導教員が保有する高度

な見識と研究手法を修得するためのもので、「専門

科目」の講義の学修と並行して各自の学問基盤を

持たせる。 

 所属する研究室の「博士課程前期特別演習」は研

究テーマに関する論文講読や専門知識の修得など

を通じて問題解決法の修得を目的とする科目で、

「博士課程前期特別研究」は修士論文作成にあた

っての論文作成指導、各自の研究テーマに基づく

実験・実習指導などを通じて問題解決を実践する

ものである。「修士論文」の指導にあたっては、主

研究指導教員と副研究指導教員（複数）による研究

指導体制をとり、２年間を通じて行う。 
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あり、学生は、将来の進路希望を踏まえて、指導教

員を選び、指導教員の所属する専門領域の専門科

目を中心に履修する。しかし、機械電気システム工

学専攻内の 4 領域は、教員の研究分野が領域横断

型であることから明らかなように、密接に連携し

ており、自分の志望する専門領域の科目の履修に

加えて、他の専門領域の科目を履修することが必

要である。このため、基幹科目から８単位、発展科

目から４単位を履修することを修了要件とした。

学生は履修計画の策定時に、指導教員の履修指導

に基づき、自分の志望する専門領域以外の科目を

修得できる教育課程とした。 

資料６は、電気自動車分野およびロボット分野

を志望する博士課程前期の学生が履修するモデル

である。電気自動車分野を志望する学生は、指導教

員として「エネルギー」系の教員を選択し、指導教

員が所属する「エネルギー」系の専門科目を中心に

履修しつつ、分野横断的に「材料」、「システム」、

「情報」の各専門領域の科目も選択し履修する。ロ

ボット分野を志望する学生が、指導教員として「シ

ステム」系の教員を選択し、指導教員が所属する

「システム」系の専門科目を中心に履修しつつ、分

野横断的に「材料」、「エネルギー」、「情報」の

各専門領域の科目も選択し履修する。学生は、希望

する専門領域に応じて指導教員を選択し、指導教

員の専門領域の専門科目を中心に履修するが、分

野横断的に履修する科目については、指導教員の

アドバイスを基に学生が選択する。 

 

（略） 

（20 ページ） 

６－２－１ 教育方法 

博士課程後期の学生は、１年次から修了まで１

つの研究室に所属し、主研究指導教員の指導のも

と、各自の研究テーマを設定し、博士論文を作成す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（16 ページ） 

６－２－１ 教育方法 

専攻内に「博士課程後期特別演習Ⅰ～Ⅵ」「博士

課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ」を配置し、全ての科目を

必修とする。 
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る。「表１ 系の教員構成と専門分野」に示したよ

うに、教員はこの 4 つの専門領域のどれかに所属

するが、研究分野は所属する専門領域に限定され

るものではなく、ほとんどの教員は複数の専門領

域に跨って分野横断的に研究を行っていて、学部

の授業担当についても分野横断的である教員が多

い。 

改訂資料５博は博士課程後期のカリキュラムマ

ップであり、学生は、将来の進路希望を踏まえて、

指導教員を選び、指導教員の所属する専門領域の

専門科目を中心に履修する。しかし、機械電気シス

テム工学専攻内の 4 領域は、教員の研究分野が領

域横断型であることから明らかなように、密接に

連携しており、自分の志望する専門領域の科目の

履修に加えて、他の専門領域の科目を履修するこ

とが必要である。このため、４つの領域ごとに設け

た専門４科目「機械電気システム工学特論（材

料）」、「機械電気システム工学特論（エネルギー）」、

「機械電気システム工学特論（情報）」、「機械電気

システム工学特論（システム）」８単位を履修し修

得することを修了要件とした。自分の専門とする

領域のみでなく、「材料」「エネルギー」「情報」「シ

ステム」の全ての領域の知識を深めると共に、関連

する系の専門知識を理解し、自らの研究課題の遂

行に応用させる。「科学技術英語」は、２科目必修

とする。学生は履修計画の策定時に、指導教員の履

修指導に基づき、自分の志望する専門領域以外の

専門科目も修得できる教育課程とした。 

専攻内に「博士課程後期特別演習Ⅰ～Ⅵ」「博士

課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ」を配置し、全ての科目を

必修とする。 
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（新旧対照表）教育課程の概要 

新 旧 

博士課程前期 教育課程 

 

科目 
区分 

授業科目の名称 
配当
年次 

単位数 

必 

修 

選 

択 

自 

由 

専
門
科
目 

基
幹
科
目 

先端機械電気システム
工学通論 

1
前・
後 

2     

大学院エンジニアのた
めのコンピュータ数学 

1 前   2   

エレクトロニクス材料
の物理と化学 

1 前   2   

ロボティクス特論 1 前   2   

MEMS 技術と材料 1 後   2   

風力発電テクノロジー 1 後   2   

発
展
科
目 

システム設計論 2 前   2   

計算材料科学特論 2 前   2   

半導体電力変換技術 2 前   2   

スクリプト言語と仮想
マシン 

2 後   2   

リモートセンシング 2 後   2   

半導体パワーデバイス
とモジュールのコンピ
ュータ支援設計 

2 後   2   

 
 

小計（ 12 科目） － 2 22 0 
 

博士課程前期 教育課程 

 

科目 
区分 

授業科目の名称 
配当
年次 

単位数 

必 

修 

選 

択 

自 

由 

専
門
科
目 

専
門
科
目 

先端機械電気システム
工学通論 

1
前・
後 

  2   

大学院エンジニアのた
めのコンピュータ数学 

1 前   2   

エレクトロニクス材料
の物理と化学 

1 前   2   

MEMS 技術と材料 1 後   2   

計算材料科学特論 1 後   2   

発
展
科
目 

リモートセンシング 1 前   2   

システム設計論 1 前   2   

ロボティクス特論 1 前   2   

半導体電力変換技術 1 前   2   

スクリプト言語と仮想
マシン 

1 後   2   

風力発電テクノロジー 1 後   2   

半導体パワーデバイス
とモジュールのコンピ
ュータ支援設計 

1 後   2   

 
 

小計（ 12 科目） － 0 24 0 
 

 

博士課程後期 教育課程 
 

科目 
区分 

授業科目の名称 
配当
年次 

単位数 授業形態 

必 

修 

選 

択 

自 

由 

講 

義 

演 

習 

実
験
・
実

習 

専
門
科
目 

材
料 

エレクトロニクス材料の物理と化学 1 前  2  ○   

計算材料科学特論 1 前  2  ○   

MEMS 技術と材料 1 後  2  ○   

機械電気システム工学特論（材料） 2 前 2    ○   

エ
ネ
ル
ギ
ー 

半導体電力変換技術 1 前  2  ○   

風力発電テクノロジー 1 後  2  ○   

半導体パワーデバイスとモジュールの
コンピュータ支援設計 

1 後  2  ○   

機械電気システム工学特論（エネルギ
ー） 

2 前 2    ○   

情
報 

大学院エンジニアのためのコンピュー
タ数学 

1 前  2  ○   

スクリプト言語と仮想マシン 1 後  2  ○   

機械電気システム工学特論（情報） 2 後 2   ○   

シ
ス
テ
ム 

システム設計論 1 前  2  ○   

ロボティクス特論 1 前  2  ○   

リモートセンシング 1 後  2  ○   

機械電気システム工学特論（システ
ム） 

2 後 2   ○   

 
 

小計（ 15 科目） － 8 22 0 － 

科学技
術英語 

科学技術英語Ⅲ  2 前 2    ○  

科学技術英語Ⅳ 3 前 2    ○  

小計（ 2 科目） － 4 0 0 － 
 

博士課程後期 教育
課程 
 

（追加） 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（M) 

３．入学者選抜の内容が不明確 

「入学者選抜の概要」の説明において、博士前期課程及び後期課程では、１つの入試方法

が示されているが、学部新卒者、社会人、外国人留学生等の異なる経験や資質の者を適切

に選抜する方法として妥当なのか不明確であるため、妥当性を明確にするか修正するこ

と。【２課程共通】 

 

（対応） 

博士課程前期および博士課程後期への入学・進学希望者は、出願前に指導を希望する教

員を選び、自分の研究分野と指導を希望する教員の専門分野とのマッチングを確認した上

で、出願手続（出願資格審査含む）および入学試験を経て入学する。なお、大学院課程前

期および博士課程後期への入学は入学試験として「面接諮問」「書類審査」により合否判

定を行う。 

博士課程前期への入学希望者として、工学部機械電気システム工学科からの内部進学学

生の他に、国内の学部新卒者・既卒者、海外からの学部新卒者・既卒者、国内在住の社会

人を想定する。また、博士課程後期への入学希望者として、大学院工学研究科機械電気シ

ステム工学専攻博士課程前期からの内部進学学生の他に、国内の修士課程の新卒者・既卒

者、海外からの修士課程の新卒者・既卒者、国内在住の社会人を想定する。 

博士課程前期および博士課程後期のいずれにおいても、ご指摘の通り多様な入学・進学

希望者に対応した入学試験を課す必要がある。事前のマッチングでは、提出する CVを参

考にしつつ、入学希望者の研究分野と指導を希望する教員の専門分野との整合性を確認す

る。次に、出願時に提出された成績表や志望理由書、研究計画などを踏まえて、それぞれ

の学生に適した内容の面接諮問を複数教員により行う。面接諮問では、画一的な質問をす

るのではなく、志願者のバックグラウンドの違いを考慮して複数の教員が多面的な視点か

ら志願者の資質と学習意欲を評価する質問を行う。審査意見として、「博士前期課程及び

後期課程では、１つの入試方法が示されているが、学部新卒者、社会人、外国人留学生等

の異なる経験や資質の者を適切に選抜する方法として妥当なのか不明確である」との指摘

に対する対応として、以下、多様な入学・進学希望者に応じた入学試験（面接試問・書類

審査）の具体的な方法について記載するとともに、工学研究科の入学試験方法の妥当性に

ついて述べる。 

書類審査については、出願資格の一般的な事務的確認ののち、専攻長および複数の教員

で、志望理由書および研究計画書を厳正に審査する。続いて、指導希望教員との専門分野

の事前マッチングの妥当性についても審査するとともに、成績証明書から履修状況（履修

科目や GPA）の審査（博士課程前期：学部の成績、博士課程後期：学部および博士課程前

期の成績）を行う。外国人留学生の場合、TOEFL などの外部英語試験の成績証明から英語

力の審査を行う。なお、必要な英語力として出願水準（TOEFL iBT:80, ELTS: 6.0, PTE: 
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50）を設定する。入試要項には明記しないが、日本人学生についての外部英語試験の成績

は、面接時の英語能力を判断するための諮問内容に英語を含めるか判断する目安とする。

なお、日本人学生については、日本国内で浸透している外部英語試験である TOEIC の成績

証明（出願水準：７３０点）も有効とする。 

（2020 年 4 月入学の日本人向け大学院入学試験については、認可後でないと募集要項を

発表できず周知にも一定期間の時間的猶予を要することに加えて、出願期間までに希望す

る指導教員と事前マッチングを終えておく必要があり、入学希望者にとって外部英語試験

を受験する時間的猶予がほとんど存在しない恐れがある。このため、2020 年 4 月入学の日

本人向け大学院入学試験については、外部英語試験の成績証明提出を免除する。この一方

で、成績証明書から英語の履修状況や成績で英語の能力を審査し、面接諮問の諮問項目と

して英語能力を判断する諮問を含めるか判断する。） 

 

志望理由書や研究計画書、推薦状、追加必要書類の要件をまとめたのが下記の表であ

る。外国人留学生については、出身大学の教員などのからの推薦状の提出も求める。ま

た、博士課程後期では、業績調書（日本人）や修論研究の概要（外国人）についても必要

書類として提出を求める。このように、前期・後期の違いや志願者のバックグラウンドの

違いによって、出願書類も異なる。 

なお、この一連の過程で基礎学力や専門能力に疑義が生じた場合は、志願者が志望する

専門分野に関する学力試験を課すこともある。入試要項には明示しないが、学力試験を課

す条件として、2.0 以下の GPA を目安とする。博士課程前期の入学希望者については、学

部の GPA が 2.0 以下を学力試験を課す目安とし、博士課程後期の入学希望者については、

学部および博士課程前期の GPA がいずれか一方が 2.0 以下であることを学力試験を課す目

安とする。学力試験の科目は「数学」「専門科目」とし、このうち「専門科目」試験につ

いては工業力学、電磁気から１科目を選択する。 

 

 志望理由書 研究計画書 推薦状 追加必要書類 
博士課程前期（日

本人） 
１ページ ３ページ 不要 英語成績証明 

博士課程前期（外
国人） 

400～500 ワード ３ページ 必要 英語成績証明 

博士課程後期（日
本人） 

１ページ ５ページ 不要 英語成績証明 
業績調書 

博士課程後期（外
国人） 

１ページ ５ページ 必要 英語成績証明 
修論研究の概要 

     

注：A4 サイズあるいはレターサイズでのページ数。書類作成の言語については、博士課

程前期（日本人）および博士課程後期（日本人）は日本語、博士課程前期（外国人）およ

び博士課程後期（外国人）は英語である。なお、事前マッチングにて CVは提出されてい

る。 
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面接諮問についても同様に志願者のバックグラウンドの違いによって、複数の教員が以

下の点について厳正に試問を行う。 

・博士課程前期 面接諮問 

内部進学学生： 

履修科目「研究室プロジェクト」（いわゆる卒業研究）の進捗状況および前期課程進学

後の研究計画、修了後の進路 

国内他大学の学部新卒者・既卒者： 

志望動機（京都先端科学大学を志望する理由も含む）、卒業研究の内容、進捗状況（あ

るいは見通し）、指導予定教員の希望および入学後の研究計画の紹介、英語能力、修了

後の進路、経済的状況（奨学金の要否） 

外国人留学生： 

志望動機（日本国および京都先端科学大学を志望する理由も含む）、英会話力および物

理学の素養の確認を含めて、卒業研究の内容あるいは実験（研究）経験の確認、指導予

定教員の希望および入学後の研究計画の紹介、修了後の進路、経済的状況（奨学金の要

否） 

社会人： 

志望動機、過去の卒業研究の内容、職務経歴および研究開発経験の確認、指導予定教員

の希望および入学後の研究計画の紹介、研究内容と業務内容の関係、長期履修制度利用

の希望、修了後の進路 

 

・博士課程後期 面接諮問 

内部進学学生： 

履修科目「特別研究」（いわゆる修士論文研究）の進捗状況および後期課程進学後の研

究計画、修了後の進路 

他大学からの入学希望者： 

志望動機（京都先端科学大学を志望する理由も含む）、修士論文の研究内容および研究

業績の確認、受入予定教員の希望の確認および入学後の研究計画の紹介、修了後の進路、

経済的状況（奨学金の要否） 

外国人留学生： 

志望動機（日本国および京都先端科学大学を志望する理由も含む）、英会話力および専

門領域の素養の確認を含めて、修士論文の研究内容および研究業績の確認、指導予定教

員の希望および入学後の研究計画の紹介、修了後の進路、経済的状況（奨学金の要否） 

社会人： 

志望動機、過去の修士論文の研究内容、職務経歴および研究開発経験の確認、指導予定

教員の希望および入学後の研究計画の紹介、長期履修制度利用の有無の確認、博士論文

予備審査レベルの論文草稿の有無の確認、研究内容と業務内容の関係、大学に来て指導
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を受けられる日数（週に何日あるいは月に何日）、修了後の進路 

 

上記の書類審査および面接諮問を経たのち、最終的な合否判定は複数教員による合議に

より行われる。博士課程前期および博士課程後期のいずれの入学試験においても、入学希

望者のバックグラウンドを考慮し入学希望者一人一人に向き合いながら、丁寧かつ厳格に

審査する体制となっている。この方法はきわめて多大な労力を必要とするが、最も確実に

入学希望者の資質と学習意欲を判断する方法である。 

 

大学院審査意見のご指摘にしたがい、入学希望者の多様なバックグラウンドに対応した

入学試験方法の詳細を示した。また、９－３節にこの詳細を追記した。この詳細の明示に

より、工学研究科博士課程前期およびの工学研究科博士課程後期の入学試験方法の妥当性

が明瞭になったと確信する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（27 ページ） 

９－３ 入学者選抜の概要 

上記アドミッション・ポリシー及び求める人物像

に基づき、学生募集を実施する。 

入学試験（第１回・第２回） 

博士課程前期は「面接諮問」「書類審査」により

合否判定を行う（必要により筆記試験を行う場合も

ある）。出願に先立ち、必ず専攻（領域）の指導教

員に対し事前相談を行い、研究分野に齟齬がないか

確認する機会を設けることとする。 

博士課程後期は「面接諮問」「書類審査」により

合否判定を行う（必要により筆記試験を行う場合も

ある）。出願に先立ち、必ず専攻（領域）の指導教

員に対し事前相談を行い、研究分野に齟齬がないか

確認する機会を設けている。 

 

募集要項の概要については、本学入学センターで

原案を策定し、研究科委員会の議を経て学長が決定

する。試験問題の作成及び採点については、試験科

目ごとに行う。試験の実施については実施責任者で

（21 ページ） 

９－３ 入学者選抜の概要 

上記アドミッション・ポリシー及び求める人物

像に基づき、学生募集を実施する。 

入学試験（第１回・第２回） 

博士課程前期は「面接諮問」「書類審査」により

合否判定を行う（必要により筆記試験を行う場合

もある）。出願に先立ち、必ず専攻（領域）の指導

教員に対し事前相談を行い、研究分野に齟齬がな

いか確認する機会を設けることとする。 

博士課程後期は「面接諮問」「書類審査」により

合否判定を行う（必要により筆記試験を行う場合

もある）。出願に先立ち、必ず専攻（領域）の指導

教員に対し事前相談を行い、研究分野に齟齬がな

いか確認する機会を設けている。 

 

募集要項の概要については、本学入学センター

で原案を策定し、研究科委員会の議を経て学長が

決定する。試験問題の作成及び採点については、

試験科目ごとに行う。試験の実施については実施
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ある学長の下で入学センターが総括する。合否判定

については、研究科で合否案を提出し、学長が最終

決定する。 

 

入学選抜方法の詳細については、以下のとおりと

する。 

博士課程前期および博士課程後期への入学・進学

希望者は、出願前に指導を希望する教員を選び、自

分の研究分野と指導を希望する教員の専門分野と

のマッチングを確認した上で、出願手続（出願資格

審査含む）および入学試験を経て入学する。なお、

大学院課程前期および博士課程後期への入学は入

学試験として「面接諮問」「書類審査」により合否

判定を行う。 

博士課程前期への入学希望者として、工学部機械

電気システム工学科からの内部進学学生の他に、国

内の学部新卒者・既卒者、海外からの学部新卒者・

既卒者、国内在住の社会人を想定する。また、博士

課程後期への入学希望者として、大学院工学研究科

機械電気システム工学専攻博士課程前期からの内

部進学学生の他に、国内の修士課程の新卒者・既卒

者、海外からの修士課程の新卒者・既卒者、国内在

住の社会人を想定する。 

博士課程前期および博士課程後期のいずれにお

いても、多様な入学・進学希望者に対応した入学試

験を課す必要がある。事前のマッチングでは、提出

する CV を参考にしつつ、入学希望者の研究分野と

指導を希望する教員の専門分野との整合性を確認

する。次に、出願時に提出された成績表や志望理由

書、研究計画などを踏まえて、それぞれの学生に適

した内容の面接諮問を複数教員により行う。面接諮

問では、画一的な質問をするのではなく、志願者の

バックグラウンドの違いを考慮して複数の教員が

多面的な視点から志願者の資質と学習意欲を評価

する質問を行う。 

責任者である学長の下で入学センターが総括す

る。合否判定については、研究科で合否案を提出

し、学長が最終決定する。 
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書類審査については、出願資格の一般的な事務的

確認ののち、専攻長および複数の教員で、志望理由

書および研究計画書を厳正に審査する。続いて、指

導希望教員との専門分野の事前マッチングの妥当

性についても審査するとともに、成績証明書から履

修状況（履修科目や GPA）の審査（博士課程前期：

学部の成績、博士課程後期：学部および博士課程前

期の成績）を行う。外国人留学生の場合、TOEFL な

どの外部英語試験の成績証明から英語力の審査を

行う。なお、必要な英語力として出願水準（TOEFL 

iBT:80, ELTS: 6.0, PTE: 50）を設定する。入試要

項には明記しないが、日本人学生についての外部英

語試験の成績は、面接時の英語能力を判断するため

の諮問内容に英語を含めるか判断する目安とする。

なお、日本人学生については、日本国内で浸透して

いる外部英語試験である TOEIC の成績証明（出願水

準：７３０点）も有効とする。 

（なお、2020 年 4 月入学の日本人向け大学院入学

試験については、認可後でないと募集要項を発表で

きず周知にも一定期間の時間的猶予を要すること

に加えて、出願期間までに希望する指導教員と事前

マッチングを終えておく必要があり、入学希望者に

とって外部英語試験を受験する時間的猶予がほと

んど存在しない恐れがある。このため、2020 年 4 月

入学の日本人向け大学院入学試験については、外部

英語試験の成績証明提出を免除する。この一方で、

成績証明書から英語の履修状況や成績で英語の能

力を審査し、面接諮問の諮問項目として英語能力を

判断する諮問を含めるか判断する。） 

志望理由書や研究計画書、推薦状、追加必要書類

の要件をまとめたのが下記の表である。外国人留学

生については、出身大学の教員などのからの推薦状

の提出も求める。また、博士課程後期では、業績調

書（日本人）や修論研究の概要（外国人）について

も必要書類として提出を求める。このように、前期・
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後期の違いや志願者のバックグラウンドの違いに

よって、出願書類も異なる。 

なお、この一連の過程で基礎学力や専門能力に疑

義が生じた場合は、志願者が志望する専門分野に関

する学力試験を課すこともある。入試要項には明示

しないが、学力試験を課す条件として、2.0 以下の

GPA を目安とする。博士課程前期の入学希望者につ

いては、学部の GPA が 2.0 以下を学力試験を課す目

安とし、博士課程後期の入学希望者については、学

部および博士課程前期の GPAがいずれか一方が 2.0

以下であることを学力試験を課す目安とする。学力

試験の科目は「数学」「専門科目」とし、このうち

「専門科目」試験については工業力学、電磁気から

１科目を選択する。 

 
 志

望 理
由書 

研
究計
画書 

推
薦状 

追 加 必
要書類 

博士課程前期
（日本人） 

１ペ
ージ 

３ペ
ージ 

不
要 

英語成績
証明 

博士課程前期
（外国人） 

400～
500 
ワー
ド 

３ペ
ージ 

必
要 

英語成績
証明 

博士課程後期
（日本人） 

１ペ
ージ 

５ペ
ージ 

不
要 

英語成績
証明 

業績調書 
博士課程後期
（外国人） 

１ペ
ージ 

５ペ
ージ 

必
要 

英語成績
証明 

修論研究
の概要 

注：A4 サイズあるいはレターサイズでのページ

数。書類作成の言語については、博士課程前期（日

本人）および博士課程後期（日本人）は日本語、博

士課程前期（外国人）および博士課程後期（外国人）

は英語である。なお、事前マッチングにて CV は提

出されている。 

 

面接諮問についても同様に志願者のバックグラ

ウンドの違いによって、複数の教員が以下の点につ

いて厳正に試問を行う。 

・博士課程前期 面接諮問 

内部進学学生： 

履修科目「研究室プロジェクト」（いわゆ
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る卒業研究）の進捗状況および前期課程進

学後の研究計画、修了後の進路 

国内他大学の学部新卒者・既卒者： 

志望動機（京都先端科学大学を志望する理

由も含む）、卒業研究の内容、進捗状況（あ

るいは見通し）、指導予定教員の希望およ

び入学後の研究計画の紹介、英語能力、修

了後の進路、経済的状況（奨学金の要否） 

外国人留学生： 

志望動機（日本国および京都先端科学大学

を志望する理由も含む）、英会話力および

物理学の素養の確認を含めて、卒業研究の

内容あるいは実験（研究）経験の確認、指

導予定教員の希望および入学後の研究計

画の紹介、修了後の進路、経済的状況（奨

学金の要否） 

社会人： 

志望動機、過去の卒業研究の内容、職務経

歴および研究開発経験の確認、指導予定教

員の希望および入学後の研究計画の紹介、

研究内容と業務内容の関係、長期履修制度

利用の希望、修了後の進路 

 

・博士課程後期 面接諮問 

内部進学学生： 

履修科目「特別研究」（いわゆる修士論文研

究）の進捗状況および後期課程進学後の研

究計画、修了後の進路 

他大学からの入学希望者： 

志望動機（京都先端科学大学を志望する理

由も含む）、修士論文の研究内容および研究

業績の確認、受入予定教員の希望の確認お

よび入学後の研究計画の紹介、修了後の進

路、経済的状況（奨学金の要否） 

外国人留学生： 
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志望動機（日本国および京都先端科学大学

を志望する理由も含む）、英会話力および専

門領域の素養の確認を含めて、修士論文の

研究内容および研究業績の確認、指導予定

教員の希望および入学後の研究計画の紹

介、修了後の進路、経済的状況（奨学金の要

否） 

社会人： 

志望動機、過去の修士論文の研究内容、職務

経歴および研究開発経験の確認、指導予定

教員の希望および入学後の研究計画の紹

介、長期履修制度利用の有無の確認、博士論

文予備審査レベルの論文草稿の有無の確

認、研究内容と業務内容の関係、大学に来て

指導を受けられる日数（週に何日あるいは

月に何日）、修了後の進路 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（M) 

４．学生確保の見通しが不明確 

本研究科の入学者として想定しているのは、学部新卒者、社会人、外国人留学生である旨

が説明されている。他方で、学生確保の見通しの説明としては、社会人を対象としたアン

ケート調査結果により入学定員を超える入学希望者がいることで「充分な入学者が確保

できる」としているが不十分である。このため、社会人以外の者からも入学希望者がいる

ことを客観的データをもとに説明し、中・長期的に学生確保の見通しがあることを明確に

すること。なお、社会人学生の確保の見通しについては、同分野の他大学の研究科等の実

績を示して説明すること。【２課程共通】 

 

（対応） 

ご指摘の通り、本稿では入学者の想定として学部新卒者、社会人、外国人留学生の 3点

に触れていながら、学部新卒者と外国人留学生に係る学生確保の見通しの説明が欠けてい

た。また、社会人学生の確保の見通しについて、同分野他大学院の実績について説明が不

足していた。 

そこで、学部新卒者の学生確保の見通しについては、他大学理工系学部・研究科在籍者

等に対するアンケート調査を用いて、博士課程前期、博士課程後期のそれぞれについて説

明する。 

また、社会人学生の確保の見通しについては、アンケート調査、学校基本調査、同分野

の他大学院における進学状況、の 2点を用いて、博士課程前期、博士課程後期のそれぞれ

について説明する。 

なお、外国人留学生の学生確保の見通しについては、学校基本調査、海外での説明会の

状況の 2点を用いて説明する。 

その概略は以下の通りである。 

 

1．学部新卒者の学生確保の見通し 

1．1．他大学理工系学部在籍者に対するアンケート調査 

学部新卒者の学生確保の見通しについては、他大学理工系学部・研究科在籍者等に対す

るアンケート調査を用いて、博士課程前期、博士課程後期のそれぞれについて説明する。 

 

＜京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気システム工学専攻に係る Web アンケート調

査結果概要＞ 

新研究科設置計画の実行にあたっては、実際の学生募集の対象としている学部新卒者や

博士課程前期・修士課程新修了者の新研究科新専攻に対するニーズについて、客観的データ

に基づいて認識しておく必要がある。そこで本学では、理工系分野を専攻する他大学在籍学

生等を対象とした Web アンケート調査を実施した。調査の概要と結果は以下の通りである。 
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1．調査目的 

令和 2年 4月に開設を計画している京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気シス

テム工学専攻に関して、他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院理工系研究科博士課

程前期在籍学生、理工系高等専門学校在籍学生が期待する教育内容、進学希望等を本学

側が的確に把握し、今後の計画推進のための参考資料とすることを目的とする。 

 

2．調査対象と実施方法 

他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院理工系研究科博士課程前期在籍学生、理工

系高等専門学校在籍学生を対象に、web アンケート調査を実施した。 

調査実施に際しては、本研究科専任教員候補者と親交のある他大学理工系学部・理工

系研究科教員、理工系高等専門学校教員に対して、教え子の学生に Web アンケート調査

への回答してもらうよう、協力の依頼を行った。学生にコンタクト可能な教員からアン

ケート回答フォームの Web サイトに至る URL を学生にメール配信をしてもらい、学生か

ら回答を得ることができた。調査実施時には、回答者に対して新研究科新専攻に関する

内容の周知を図る目的から、調査項目（資料 3）以外にリーフレット URL 等も参照可能

な形態を取った。 

 

3．実施時期 

令和元年 6月 27 日(木)から令和元年 7月 2日(火)にかけて調査を実施した。 

 

4．回収状況 

他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院理工系研究科博士課程前期在籍学生、理工

系高等専門学校在籍学生を対象に、web アンケート調査を実施した結果、日本人学生 66

人、外国人留学生 7人の合計 73 人の学生から有効回答を得ることができた。 

 

5．調査結果（資料 3 Web アンケート調査 主要回答集計表 参照） 

 

5．1．回答者の性別〔問 1〕 

回答者に「性別」について伺ったところ、「男性」が 66 人、「女性」が 7 人、となっ

た。回答者の約 9 割以上が「男性」であることがわかった。 

 

5．2．在学学校の種類  

回答者の「問 4 在学大学名」「問 5 在学学部学科名」「問 6 在学大学院の専攻名」の

記載状況から、現在在学の学校種を判別すると、「学士課程（学部）在籍者」が 39 人、

「大学院博士課程前期・修士課程」が 32 人、「高等専門学校」が 2人となった。 
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5．3．京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気システム工学専攻への入学希望〔問 9〕 

学士課程（学部）と高等専門学校に在学する回答者 41 人に「京都先端科学大学大学院

工学研究科機械電気システム工学専攻への入学希望」について伺ったところ、「ぜひ入

学して学びたい」が日本人学生 7 人、外国人留学生 1 人の合計 8 人、「入学して学びた

い」が日本人学生のみで 17 人、「あまり入学して学びたいと思わない」が日本人学生の

みで 10 人、「まったく入学して学びたいと思わない」が日本人学生のみで 5 人、「自分

の専門分野と異なる為、学部に編入して学びたい」が日本人学生のみで 1人、となった。 

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」の合計は日本人学生 24 人、外国

人留学生 1 人の合計 25 人であり、同専攻の入学定員 15 人に照らせば、学士課程（学

部）と高等専門学校の在学者のみで約 1.7 倍の実数が得られた。 

 

5．4．京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気システム工学専攻博士課程後期への入

学希望〔問 11〕 

大学院博士課程前期・修士課程に在学する回答者 32 人に「京都先端科学大学大学院

工学研究科機械電気システム工学専攻博士課程後期への入学希望」について伺ったとこ

ろ、「ぜひ入学して学びたい」が日本人学生のみで 2人、「入学して学びたい」が日本人

学生 6 人、外国人留学生 2 人の合計 8 人、「あまり入学して学びたいと思わない」が日

本人学生 9 人、外国人留学生 2 人の合計 11 人、「まったく入学して学びたいと思わな

い」が日本人学生 7人、外国人留学生 2人の合計 9人、無回答が日本人学生のみで 2人、

となった。 

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」の合計は日本人学生 8人、外国人

留学生 2 人の合計 10 人であり、同専攻の入学定員 2 人に照らせば、大学院博士課程前

期・修士課程の在学者のみで 5.0 倍の実数が得られ、定員を満たす数値となった。 

 

以上のように、他大学の学部卒業生等について、本学の工学研究科博士課程前期、博士

課程後期に関して充分な数の入学希望者がいることが示された。これにより本学の工学研

究科博士課程前期・博士課程後期に関して、中長期的に学生確保の見通しがあることが示

された。 

 

2．社会人の学生確保の見通し 

社会人学生の学生確保については、他大学の学部卒業生、外国人留学生と並んで学生募集

の対象である。社会人学生の学生確保の見通しについては、本学が第 3者機関である株式会

社アンド・ディに委託して実施した社会人 750 人に対して、本学大学院工学研究科博士課

程前期に対する入学意向を質問したところ、「ぜひ入学して学びたい」4 人、「入学して学

びたい」46 人となった。（資料 2 の 10 ページ参照）「ぜひ入学して学びたい」と「入学し
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て学びたい」とした入学希望者は 50 人（回答者全体の 34%）となり、博士課程前期の入学

定員 15 人を上回っており、博士課程前期の入学定員 15 人の学生を確保することが可能で

あると判断することができる。 

また同時に、750 人の社会人に対して本学大学院工学研究科博士課程後期に対する入学意

向を質問したところ、「ぜひ入学して学びたい」1 人、「入学して学びたい」15 人となっ

た。（資料 2 の 11 ページ参照）「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」とした

入学希望者は 16 人（回答者全体の 11%）となり、博士課程後期の入学定員 2 人を上回って

おり、博士課程後期の入学定員 2 人の学生を確保することが可能であると判断することが

できる。 

なお、本学の工学研究科の場合、海外に進出した日系企業に就職し、日本に留学して日本

の高等教育を受けることを渇望する海外の技術者の受け入れも想定しており、実際に国外

に事業所を有する企業の中堅技術者が入学の意思を表明しており、この点でも入学者を確

保できる見通しである。 

 

2．1．学校基本調査 

過去 5 年間の学校基本調査報告書を見ると、大学院工学分野の社会人の在籍状況は、次

の２つの表の通りであり、修士課程の社会人の割合は約 1.5％程度、博士課程の社会人の割

合は約 30％程度である。 

 

大学院工学分野修士課程の社会人（国公私計） 

 大学院修士課程 

学生数 内社会人 

H26 年度 (100.0) 66,541 (1.2) 842 

H27 年度 (100.0) 66,465 (1.4) 961 

H28 年度 (100.0) 65,890 (1.6) 1,060 

H29 年度 (100.0) 65,530 (1.7) 1,151 

H30 年度 (100.0) 66,857 (1.5) 1,038 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

大学院工学分野博士課程の社会人（国公私計） 

 

 

大学院博士課程 

学生数 内社会人 

H26 年度 (100.0) 13,297 (29.5) 3,926 

H27 年度 (100.0) 13,189 (29.1) 3,847 

H28 年度 (100.0) 12,966 (29.9) 3,881 
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H29 年度 (100.0) 12,690 (29.5) 3,755 

H30 年度 (100.0) 12,729 (30.3) 3,866 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

2．2．同分野の他大学院における進学状況 

本学と同じ近畿に所在する 2 つの大学の工学分野の博士課程前期と博士課程後期の過去

5 年間の社会人学生数を確認すると次の表の通りであり、両大学とも一定数の社会人学生を

受け入れている。 

 

同分野の他大学院における社会人学生数（各大学のホームページから） 

大阪工業大学 工学研究科 社会人学生数（人）    

 博士課程前期 博士課程後期 

H26 28 9 

H27 30 6 

H28 4 5 

H29 5 4 

H30 6 5 

     

同志社大学 理工学研究科 社会人学生数（人）   

 博士課程前期 博士課程後期 

H26 0 16 

H27 0 19 

H28 0 18 

H29 0 14 

H30 0 11 

 

今回設置を計画している工学研究科は、京都市内の地下鉄駅から徒歩 3分の交通至便な

場所に立地し、企業等に勤務しながら通学する社会人学生にとって、他大学の同分野の研

究科と比較して競争力を発揮できるものであり、学生確保が順調に進むものと判断してい

る。 

 

社会人学生の学生確保については、他大学の学部卒業生、外国人留学生と並んで学生募

集の対象である。本学が第 3者機関である株式会社アンド・ディに委託して実施した社会

人に対する本学大学院工学研究科への入学意向を調査するアンケートによって、本学が開

設を予定している工学研究科機械電気システム工学専攻（博士課程前期・博士課程後期）
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には、入学定員（博士課程前期 15人、博士課程後期 2人）を超える入学希望者があり、

充分な入学者が確保できる見通しである。 

また、本学の工学研究科の場合、海外に進出した日系企業に就職し、日本に留学して日本

の高等教育を受けることを渇望する海外の技術者の受け入れも想定しており、実際に国外

に事業所を有する企業の中堅技術者が入学の意思を表明しており、この点でも入学者を確

保できる見通しである。 

 

 

3．外国人留学生の学生確保の見通し 

3．1．学校基本調査 

過去 5年間の学校基本調査の大学院入学状況（専攻分野別、出身大学の設置者別）によ

れば、「外国の学校卒」の入学志願者が修士課程では入学志願者全体の約４％、博士課程

では入学志願者全体の約 14%を占めており、外国人留学生が一定の割合を占めている。 

大学院工学分野修士課程の入学出身者の構成（国公私計）（入学志願者） 

  計  当該 
大学 

 他大学  外国の
学校卒 

 その他 

H26 (100.0) 42,091 (81.5) 34,338 (12.4) 5,261 (4.1) 1,758 (1.7) 734 
H27 (100.0) 41,218 (81.0) 33,411 (12.6) 5,232 (4.4) 1,845 (1.7) 730 

H28 (100.0) 40,087 (82.7) 33,184 (10.5) 4,245 (4.9) 1,995 (1.6) 663 
H29 (100.0) 40,611 (81.8) 33,259 (10.6) 4,309 (5.8) 2,370 (1.6) 673 

H30 (100.0) 40,901 (80.8) 33,051 (9.8) 4,047 (7.6) 3,146 (1.6) 657 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

大学院工学分野博士課程の入学出身者の構成（（国公私計））（入学志願者） 

  計  当該 
大学 

 他大学  外国の
学校卒 

 その他 

H26 (100.0) 2,985 (64.5) 1,927 (17.5) 524 (14.3) 428 (3.5) 106 
H27 (100.0) 3,032 (61.4) 1,862 (18.4) 558 (17.4) 529 (2.7) 83 
H28 (100.0) 2,834 (61.9) 1,757 (19.3) 549 (16.0) 454 (2.6) 74 
H29 (100.0) 2,669 (59.4) 1,588 (19.4) 520 (17.8) 476 (3.1) 85 
H30 (100.0) 2,867 (61.2) 1,755 (18.6) 536 (17.0) 489 (3.0) 87 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

3．2．海外での説明会の状況 

外国人留学生について言えば、良質な留学生の確保に向けて、国際的に認められた留学エ

ージェントと提携して、既に海外での広報展開を進めており、海外の留学フェアで本学工学

部・工学研究科に興味を抱き、本学のブースに立ち寄り、本学の説明を聞きに来た学生の数

は 2019 年 2 月から 2019 年 5 月までの 4 か月間だけでも約 470 名（スリランカ 150 名、

タイ 10 名、ブラジル 200 名、フィリピン 110 名）に上っており、実際に多数の入学希望の

留学生が存在している。 

 

海外での説明会の状況 
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訪問年月 訪問国 訪問都市 フェア名 
あるいは学校名 

学生・生徒直接説明 
あるいはパンフ配布数 

2019 年 2 月 スリランカ コロンボ EDEX2019 学生 150 名 
2019 年 3 月 タイ バンコク BMI Agent Workshop エージェント：20 社 

学校訪問（インター）：3校 
学生：10 名 

2019 年 3 月 ブラジル サンパウロ BMI Agent Workshop 
BMI Intl School Forum 
BMI Expopo's 

エージェント：20 社 
カウンセラー：９校 
学生：200 名 

2019 年 5 月 フィリピン セブ 
マニラ 

Cebu International School 
Singapore school Cebu 
Bright Academy  
British School Manila 
AUG,study International 

エージェント：2社 
カウンセラー：2校 
学生 110 名 

2019 年 5 月 台湾 台北 Lincoln Consultants 
Franklin International 
Education 
Oh! Study 

エージェント：3名 
学生：なし 

 

以上の通り、他大学理工系学部・研究科、高等専門学校在籍者に対する web アンケート

結果が示す通り新卒者等からの充分な志願者があった。社会人に関しても本学が第 3者機

関に委託して実施した入学意向調査の結果が示す通り、充分な入学希望者が存在してい

る。外国人留学生に関しても海外での説明会で多数の学生が関心を示している。 

 

本学の工学部が完成年度を経て卒業生を輩出するようになりはじめれば、本学工学部か

ら工学研究科博士課程前期に内部進学する者が現れる。 

学校基本調査のデータによれば、大学の卒業者数（関係学科別状況別）に対する工学分

野の学士課程修了者の進学率は約 36%である。仮に、この進学率を本学の工学部に当ては

めれば、入学者定員の 200 人がそのまま卒業した場合、72 人の進学者が現れ、そのうち

の多くの者が本学工学研究科博士課程前期に内部進学することが見込める。 

 

工学分野の学部卒業生数と進学者数 

年度 卒業者数 卒業者のうち進学者数 進学者割合 

H26 86,684 人 31,375 人 （36.2） 

H27 85,976 人 31,176 人 （36.3） 

H28 85,958 人 31,273 人 （36.4） 

H29 87,542 人 32,051 人 （36.6） 

H30 87,835 人 31,878 人 （36.3） 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書 関係学科別 状況別 卒業者数」 

 

これらのことから本学の設置を目指す工学研究科機械電気システム工学専攻（博士課程

前期、博士課程後期）には中長期的な学生確保の見通しがあるということができる。 
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（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類 

新 旧 

（2ページ） 

さて、本学が平成 32 年 4月に設置を計画してい

る工学研究科機械電気システム工学専攻（博士課

程前期・博士課程後期）の学生確保について考える

場合、学生確保の最も直接的な根拠となるデータ

は、本学工学研究科が開設される平成 32 年 4月に

学部を卒業して大学院に進学する予定の学部生、

社会人、留学生の入学意向に関する調査データで

ある。本学工学研究科の場合には内部進学の学部

卒業生が存在しないため、企業に勤務する一般の

社会人を対象として入学意向に関するアンケート

調査を実施することにした。 

＜京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気シ

ステム工学専攻に係る Web アンケート調査結果概

要＞ 

新研究科設置計画の実行にあたっては、実際の

学生募集の対象としている学部新卒者や博士課程

前期・修士課程新修了者の新研究科新専攻に対す

るニーズについて、客観的データに基づいて認識

しておく必要がある。そこで本学では、理工系分野

を専攻する他大学在籍学生等を対象とした Web ア

ンケート調査を実施した。調査の概要と結果は以

下の通りである。 

 

1．調査目的 

令和 2 年 4 月に開設を計画している京都先

端科学大学大学院工学研究科機械電気システ

ム工学専攻に関して、他大学理工系学部在籍

学生、他大学大学院理工系研究科博士課程前

期在籍学生、理工系高等専門学校在籍学生が

期待する教育内容、進学希望等を本学側が的

確に把握し、今後の計画推進のための参考資

料とすることを目的とする。 

（2 ページ） 

さて、本学が平成 32 年 4 月に設置を計画している

工学研究科機械電気システム工学専攻（博士課程

前期・博士課程後期）の学生確保について考える場

合、学生確保の最も直接的な根拠となるデータは、

本学工学研究科が開設される平成 32年 4月に学部

を卒業して大学院に進学する予定の学部生、社会

人、留学生の入学意向に関する調査データである。

本学工学研究科の場合には内部進学の学部卒業生

が存在しないため、企業に勤務する一般の社会人

を対象として入学意向に関するアンケート調査を

実施することにした。 
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2．調査対象と実施方法 

他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院理

工系研究科博士課程前期在籍学生、理工系高

等専門学校在籍学生を対象に、web アンケート

調査を実施した。 

調査実施に際しては、本研究科専任教員候補

者と親交のある他大学理工系学部・理工系研

究科教員、理工系高等専門学校教員に対して、

教え子の学生に Web アンケート調査への回答

をしてもらうよう、協力の依頼を行った。学生

にコンタクト可能な教員からアンケート回答

フォームの Web サイトに至る URL を学生にメ

ール配信をしてもらい、学生から直接回答を

得ることができた。調査実施時には、回答者に

対して新研究科新専攻に関する内容の周知を

図る目的から、調査項目（資料 8）以外にリー

フレット等を閲覧できる URL も参照可能な形

態を取った。 

 

3．実施時期 

令和元年 6 月 27 日(木)から令和元年 7 月 2

日(火)にかけて調査を実施した。 

 

4．回収状況 

他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院

理工系研究科博士課程前期在籍学生、理工系

高等専門学校在籍学生を対象に、web アンケー

ト調査を実施した結果、日本人学生 66 人、外

国人留学生 7人の合計 73人の学生から有効回

答を得ることができた。 

 

5．調査結果（資料 8 Web アンケート調査結果 参

照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



62 

5．1．回答者の性別〔問 1〕 

回答者に「性別」について伺ったところ、「男

性」が 66 人、「女性」が 7人、となった。回答

者の約 9割以上が「男性」であることがわかっ

た。 

 

5．2．在学学校の種類  

回答者の「問 4 在学大学名」「問 5 在学学部

学科名」「問 6 在学大学院の専攻名」の記載状

況から、現在在学の学校種を判別すると、「学

士課程（学部）在籍者」が 39 人、「大学院博士

課程前期・修士課程」が 32 人、「高等専門学

校」が 2人となった。 

 

5．3．京都先端科学大学大学院工学研究科機械電

気システム工学専攻への入学希望〔問 9〕 

学士課程（学部）と高等専門学校に在学する

回答者 41 人に「京都先端科学大学大学院工学

研究科機械電気システム工学専攻への入学希

望」について伺ったところ、「ぜひ入学して学

びたい」が日本人学生 7人、外国人留学生 1人

の合計 8人、「入学して学びたい」が日本人学

生のみで 17 人、「あまり入学して学びたいと

思わない」が日本人学生のみで 10 人、「まった

く入学して学びたいと思わない」が日本人学

生のみで 5人、「自分の専門分野と異なる為、

学部に編入して学びたい」が日本人学生のみ

で 1人、となった。 

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学び

たい」の合計は日本人学生 24 人、外国人留学

生 1人の合計 25 人であり、同専攻の入学定員

15 人に照らせば、学士課程（学部）と高等専

門学校の在学者のみで約 1.7 倍の実数が得ら

れた。 
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5．4．京都先端科学大学大学院工学研究科機械電

気システム工学専攻博士課程後期への入学希望

〔問 11〕 

大学院博士課程前期・修士課程に在学する回

答者 32 人に「京都先端科学大学大学院工学研

究科機械電気システム工学専攻博士課程後期

への入学希望」について伺ったところ、「ぜひ

入学して学びたい」が日本人学生のみで 2人、

「入学して学びたい」が日本人学生 6人、外国

人留学生 2人の合計 8人、「あまり入学して学

びたいと思わない」が日本人学生 9人、外国人

留学生 2 人の合計 11 人、「まったく入学して

学びたいと思わない」が日本人学生 7人、外国

人留学生 2 人の合計 9 人、無回答が日本人学

生のみで 2人、となった。 

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学び

たい」の合計は日本人学生 8 人、外国人留学

生 2人の合計 10 人であり、同専攻の入学定員

2 人に照らせば、大学院博士課程前期・修士課

程の在学者のみで 5.0 倍の実数が得られ、定

員を満たす数値となった。 

 

以上のように、他大学の学部卒業生等につい

て、本学の工学研究科博士課程前期、博士課程後

期に関して充分な数の入学希望者がいることが示

された。これにより本学の工学研究科博士課程前

期・博士課程後期に関して、中長期的に学生確保

の見通しがあることが示された。 

 

１－１－３ 社会人に対する入学意向アンケート 

 

本学工学研究科 博士課程前期・博士課程後期 

機械電気システム工学専攻への入学意向を探るた

め、第 3者機関である株式会社アンド・ディに委託

し、企業に所属する社会人に対して本学大学院工

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会人に対するアンケート調査の結果、本学が開

設を予定している工学研究科機械電気システム工

学専攻（博士課程前期・博士課程後期）には、入学

定員（博士課程前期 15 人、博士課程後期 2 人）を

超える入学希望者があり、充分な入学者が確保で

きる見通しを得ることができた。 

 

１－１－２ 定員充足の根拠となる客観的なデー

タの概要 

本 学工学研究科 博士課程前期・博士課程後期 

機械電気システム工学専攻への入学意向を探るた

め、第 3 者機関である株式会社アンド・ディに委

託し、企業に所属する社会人に対して本学大学院
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学研究科への入学意向を調査するアンケート（資

料 2）を実施した。以下にその概要と結果を述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工学研究科への入学意向を調査するアンケート

（資料 2）を実施した。以下にその概要と結果を述

べる。 

 

１－１－２－２ 博士課程後期への入学意向 

 750 人の社会人に対して本学大学院工学研究科

博士課程後期に対する入学意向を質問したとこ

ろ、「ぜひ入学して学びたい」1 人、「入学して学

びたい」15 人となった。（資料 2 の 11 ページ参

照）「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びた

い」とした入学希望者は 16 人（回答者全体の 11%）

となり、博士課程後期の入学定員 2 人を上回って

おり、博士課程後期の入学定員 2 人の学生を確保

することが可能であると判断することができる。 

 アンケート用紙の入学意向の理由記述欄には、

「専門的な知識が身につくから」「博士号によるキ

ャリアアップを狙えるから」「これからの産業分野

を牽引していくような研究内容が多いため」等の

理由が挙げられ、入学意向の確かさが裏付けられ

た。 
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（５ページ） 

１－１－３－２ 博士課程後期への入学意向 

 750 人の社会人に対して本学大学院工学研究

科博士課程後期に対する入学意向を質問したとこ

ろ、「ぜひ入学して学びたい」1人、「入学して学び

たい」15 人となった。（資料 2 の 11 ページ参照）

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」

とした入学希望者は 16 人（回答者全体の 11%）と

なり、博士課程後期の入学定員 2 人を上回ってお

り、博士課程後期の入学定員 2 人の学生を確保す

ることが可能であると判断することができる。 

 アンケート用紙の入学意向の理由記述欄に

は、「専門的な知識が身につくから」「博士号による

キャリアアップを狙えるから」「これからの産業分

野を牽引していくような研究内容が多いため」等

の理由が挙げられ、入学意向の確かさが裏付けら

れた。 

１－１－３－３ 社会人の学生確保の見通し 

過去 5 年間の学校基本調査報告書を見ると、大

学院工学分野の社会人の在籍状況は、次の２つの

表の通りであり、修士課程の社会人の割合は約

1.5％程度、博士課程の社会人の割合は約 30％程度

である。 

 

大学院工学分野修士課程の社会人（国公私計） 

 大学院修士課程 

学生数 内社会人 

H26 年度 (100.0) 66,541 (1.2) 842 

H27 年度 (100.0) 66,465 (1.4) 961 

H28 年度 (100.0) 65,890 (1.6) 1,060 

H29 年度 (100.0) 65,530 (1.7) 1,151 

H30 年度 (100.0) 66,857 (1.5) 1,038 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

大学院工学分野博士課程の社会人（国公私計） 

 大学院博士課程 

（３-ページ） 

１－１－２－２ 博士課程後期への入学意向 

 750 人の社会人に対して本学大学院工学研究科

博士課程後期に対する入学意向を質問したとこ

ろ、「ぜひ入学して学びたい」1 人、「入学して学び

たい」15 人となった。（資料 2 の 11 ページ参照）

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」

とした入学希望者は 16 人（回答者全体の 11%）と

なり、博士課程後期の入学定員 2 人を上回ってお

り、博士課程後期の入学定員 2 人の学生を確保す

ることが可能であると判断することができる。 

 アンケート用紙の入学意向の理由記述欄には、

「専門的な知識が身につくから」「博士号によるキ

ャリアアップを狙えるから」「これからの産業分野

を牽引していくような研究内容が多いため」等の

理由が挙げられ、入学意向の確かさが裏付けられ

た。 
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 学生数 内社会人 

H26 年度 (100.0) 13,297 (29.5) 3,926 

H27 年度 (100.0) 13,189 (29.1) 3,847 

H28 年度 (100.0) 12,966 (29.9) 3,881 

H29 年度 (100.0) 12,690 (29.5) 3,755 

H30 年度 (100.0) 12,729 (30.3) 3,866 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

１－１－３－４ 同分野の他大学院における進

学状況 

本学と同じ近畿に所在する 2 つの大学の工学分

野の博士課程前期と博士課程後期の過去 5 年間の

社会人学生数を確認すると次の表の通りであり、

両大学とも一定数の社会人学生を受け入れてい

る。 

 

同分野の他大学院における社会人学生数（各大

学のホームページから） 

大阪工業大学 工学研究科 社会人学生数（人） 

 博士課程前期 博士課程後期 

H26 28 9 

H27 30 6 

H28 4 5 

H29 5 4 

H30 6 5 

 

同志社大学 理工学研究科 社会人学生数（人） 

 博士課程前期 博士課程後期 

H26 0 16 

H27 0 19 

H28 0 18 

H29 0 14 

H30 0 11 

 

今回設置を計画している工学研究科は、京都市
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内の地下鉄駅から徒歩 3 分の交通至便な場所に立

地し、企業等に勤務しながら通学する社会人学生

にとって、他大学の同分野の研究科と比較して競

争力を発揮できるものであり、学生確保が順調に

進むものと判断している。 

 

社会人学生の学生確保については、他大学の学

部卒業生、外国人留学生と並んで学生募集の対象

である。本学が第 3者機関である株式会社アンド・

ディに委託して実施した社会人に対する本学大学

院工学研究科への入学意向を調査するアンケート

によって、本学が開設を予定している工学研究科

機械電気システム工学専攻（博士課程前期・博士課

程後期）には、入学定員（博士課程前期 15 人、博

士課程後期 2人）を超える入学希望者があり、充分

な入学者が確保できる見通しである。 

また、本学の工学研究科の場合、海外に進出した

日系企業に就職し、日本に留学して日本の高等教

育を受けることを渇望する海外の技術者の受け入

れも想定しており、実際に国外に事業所を有する

企業の中堅技術者が入学の意思を表明しており、

この点でも入学者を確保できる見通しである。 

 

１－１－４ 外国人留学生の学生確保の見通し 

 

１－１－４－１ 学校基本調査 

過去5年間の学校基本調査の大学院入学状況（専

攻分野別、出身大学の設置者別）によれば、「外国

の学校卒」の入学志願者が修士課程では入学志願

者全体の約４％、博士課程では入学志願者全体の

約 14%を占めており、外国人留学生が一定の割合を

占めている。 

学院工学分野修士課程の入学出身者の構成（国

公私計）（入学志願者） 

  計  当該  他大学  外国の学  その他 
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大学 校卒 

H26 (100.0) 42,091 (81.5) 34,338 (12.4) 5,261 (4.1) 1,758 (1.7) 734 

H27 (100.0) 41,218 (81.0) 33,411 (12.6) 5,232 (4.4) 1,845 (1.7) 730 

H28 (100.0) 40,087 (82.7) 33,184 (10.5) 4,245 (4.9) 1,995 (1.6) 663 

H29 (100.0) 40,611 (81.8) 33,259 (10.6) 4,309 (5.8) 2,370 (1.6) 673 

H30 (100.0) 40,901 (80.8) 33,051 (9.8) 4,047 (7.6) 3,146 (1.6) 657 

 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

大学院工学分野博士課程の入学出身者の構成

（（国公私計））（入学志願者） 
  計  当該 

大学 

 他大学  外国の学 

校卒 

 その他 

H26 (100.0) 2,985 (64.5) 1,927 (17.5) 524 (14.3) 428 (3.5) 106 

H27 (100.0) 3,032 (61.4) 1,862 (18.4) 558 (17.4) 529 (2.7) 83 

H28 (100.0) 2,834 (61.9) 1,757 (19.3) 549 (16.0) 454 (2.6) 74 

H29 (100.0) 2,669 (59.4) 1,588 (19.4) 520 (17.8) 476 (3.1) 85 

H30 (100.0) 2,867 (61.2) 1,755 (18.6) 536 (17.0) 489 (3.0) 87 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

１－１－４－２ 海外での説明会の状況 

外国人留学生について言えば、良質な留学生の

確保に向けて、国際的に認められた留学エージェ

ントと提携して、既に海外での広報展開を進めて

おり、海外の留学フェアで本学工学部・工学研究科

に興味を抱き、本学のブースに立ち寄り、本学の説

明を聞きに来た学生の数は 2019 年 2 月から 2019

年 5 月までの 4 か月間だけでも約 470 名（スリラ

ンカ 150 名、タイ 10 名、ブラジル 200 名、フィリ

ピン 110 名）に上っており、実際に多数の入学希望

の留学生が存在している。 

 

海外での説明会の状況 
訪問年月 訪問国 訪問都市 フェア名 

あるいは学校名 

学生・生徒直接説明 

あるいはパンフ配布数 

2019 年 2月 スリランカ コロンボ EDEX2019 学生 150 名 

2019 年 3月 タイ バンコク BMI Agent Workshop エージェント：20社 

学校訪問（インター）：3校 

学生：10名 
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2019 年 3月 ブラジル サンパウロ BMI Agent Workshop 

BMI Intl School Forum 

BMI Expopo's 

エージェント：20社 

カウンセラー：９校 

学生：200 名 

2019 年 5月 フィリピン セブ 

マニラ 

Cebu International School 

Singapore school Cebu 

Bright Academy  

British School Manila 

AUG,study International 

エージェント：2 社 

カウンセラー：2 校 

学生 110 名 

2019 年 5月 台湾 台北 Lincoln Consultants 

Franklin International 

Education 

Oh! Study 

エージェント：3 名 

学生：なし 

 

１－１－５ 学生確保の見通し（まとめ） 

以上の通り、他大学理工系学部・研究科、高等専

門学校在籍者に対する web アンケート結果が示す

通り新卒者等からの充分な志願者があった。社会

人に関しても本学が第 3 者機関に委託して実施し

た入学意向調査の結果が示す通り、充分な入学希

望者が存在している。外国人留学生に関しても海

外での説明会で多数の学生が関心を示している。 

 

本学の工学部が完成年度を経て卒業生を輩出す

るようになりはじめれば、本学工学部から工学研

究科博士課程前期に内部進学する者が現れる。 

学校基本調査のデータによれば、大学の卒業者

数（関係学科別状況別）に対する工学分野の学士課

程修了者の進学率は約 36%である。仮に、この進学

率を本学の工学部に当てはめれば、入学者定員の

200 人がそのまま卒業した場合、72 人の進学者が

現れ、そのうちの多くの者が本学工学研究科博士

課程前期に内部進学することが見込める。 

 

工学分野の学部卒業生数と進学者数 

年度 卒業者数 卒業者のうち進学者数 進学者割合 

H26 86,684 人 31,375 人 （36.2） 

H27 85,976 人 31,176 人 （36.3） 

H28 85,958 人 31,273 人 （36.4） 

H29 87,542 人 32,051 人 （36.6） 

H30 87,835 人 31,878 人 （36.3） 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書 関係学

科別 状況別 卒業者数」 
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これらのことから本学の設置を目指す工学研究

科機械電気システム工学専攻（博士課程前期、博士

課程後期）には中長期的な学生確保の見通しがあ

るということができる。 

 

１－１－３ 学生納付金の設定と考え方 

 学生納付金の設定にあたっては、本学が私学

であることから、完成年度での収支の均衡を基本

として、競合すると考えられる近隣の私立大学大

学院工学研究科の平成 30 年度の学生納付金（資料

5）を参考に、博士課程前期の入学初年度の学生納

付金を 1,200,000 円（入学金 200,000 円（初年度

のみ）、授業料 650,000 円、施設設備費 150,000 円、

実験実習費 200,000 円）と設定した。 

 

 

 

 

 

１－１－３ 学生納付金の設定と考え方 

 学生納付金の設定にあたっては、本学が私学で

あることから、完成年度での収支の均衡を基本と

して、競合すると考えられる近隣の私立大学大学

院工学研究科の平成 30 年度の学生納付金（資料 5）

を参考に、博士課程前期の入学初年度の学生納付

金を 1,200,000 円（入学金 200,000 円（初年度の

み）、授業料 650,000 円、施設設備費 150,000 円、

実験実習費 200,000 円）と設定した。 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（M) 

５．社会人に配慮した方策となっているか不明確 

博士後期課程における社会人学生への配慮として、研究指導科目は「週末や社会人学生の

休暇期間などに行う」とことや、演習科目は「土曜日に開講する」と説明があるが、本設

置計画上、大学院設置基準第１４条の教育方法の特例を活用することが示されていない。

このため、博士前期課程での取扱いも明確にした上で、適切に修正すること。【２課程共

通】 

 

（対応） 

１．大学院設置基準第１４条の教育方法の特例を活用することを示す。 

本学では、社会の人材需要と個人の教育需要に応えるべく、大学院での履修を希望する

社会人等に対し大学院設置基準第 14 条に定める教育方法の特例による教育を実施し、

社会人の大学院修学に便宜を図るものとする。本研究科の標準履修年限は、博士前期課程

2 年以上、博士後期課程 3 年以上としているが、職業を有している等の事情にある者で

希望者には、大学院長期履修学生内規を適用し、博士前期課程最大 4 年、博士後期課程

最大 6 年まで延長することが出来る。また、在学期間の短縮の適用を希望する者は、指

導教授の指導の下、学位論文審査の過程において短縮申請を行い、通常の審査の過程を経

た後、合格した者が在学期間の短縮が行われる。履修指導・研究指導は、原則として標準

修業年限内に修了できるよう行うが、大学院長期履修学生内規の適用を希望する者は、在

学生においては 1 年次の 2 月末日までに、入学生においては入学日の原則 20 日前までに

必要な手続きを指導する。授業は、土曜日・春季・夏季・冬季休業日など特定期間や休日

の集中講義等の開講を実施し、在職中の社会人入学者の履修については相談の上、対応が

可能な限り柔軟な授業体制としたい。 

教育課程は、教授 10 名を中心に一部の講師を除きほぼすべての専任教員が学部・研究

科の授業を担当できる体制を整えている。特に学部の授業科目の多くは、複数の教員を担

当者として有しており、一部の教員に負担が偏らないよう、学部・研究科全体で勤務時間

に関して調整を行うとともに、授業時間の編成を工夫する。本学の基本的な勤務時間は、

週 5 コマであり、これを超える場合には増担手当を支給している。また、本研究科は、基

礎となる工学部と同時に設置認可を申請し、建設中の南館棟内に教員研究室、院生室、講

義室、演習室、実験・実習室、図書室、倉庫等を全て設け、学部と研究科の教育・研究が

全て賄える設計としている。この為、教員の移動は、全て建屋内となり、大きな負担とは

ならない。  

工学部・工学研究科が入る建設中の南館 4 階 5 階には、工学系の図書のための図書室

を設ける設計としている。学生証がそのまま図書館利用証となっており、いつでも利用で

きる環境を整える計画である。図書室を設置する同 4 階には院生研究室も設置し、良好な

教育研究環境として配慮している。情報環境では、工学部・工学研究科の学生は基本的に
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ノート PC を所有することとしており、教育研究に必要なソフトウェアをインストールし

て使用することとなる。そのためのソフトウェアライセンスについては、大学にて所有す

るため、社会人学生の教育及び研究を行う上で特に支障はない。また、南館は全館無線

LAN 環境とし、コンピュータ教室及び図書室等にクライアントコンピュータを配置して

いる。 

学生食堂は、平日 11：00～15：00、土曜日 11：30～13：30 に営業し、ブックセンター

は、株式会社丸善により、平日 10：00～18：00、土曜日 10：00～18：00 に営業している。

購買部は、コンビニエンスストア「セブンイレブン」により、２４時間３６５日の営業と

している。工学部・工学研究科を設置する京都太秦キャンパスは、京都市営地下鉄太秦天

神川駅より徒歩３分の交通至便な環境に位置し、通学環境としては問題ない。 

工学部・工学研究科を設置する京都太秦キャンパスには、既存学部の運営の為に各種事

務室が設置されている。本学事務室は、平日 8：30～16：30、土曜日 8：30～11：30 を基

本勤務時間とし、授業時間や開講形態に併せて勤務体制を柔軟に対応している。工学部・

工学研究科が入る建設中の南館１階にも事務室を設け、工学部生・研究科生・教員の窓口

とする計画である。 

入学者選抜では、大学院設置基準第 14 条特例を適用する学生だけのための選抜は実

施せず、入学してきた学生にニーズがある場合には、柔軟に 14 条特例を適用することと

する。  

 

 以上より、「５．社会人に配慮した方策となっているか不明確」というご指摘に対して対

応し、博士後期課程における社会人学生への配慮の内容はより明確になったと確信する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（30 ページ） 

１０  大学院設置基準第 14 条に定める教育方

法の実施 

本学では、社会の人材需要と個人の教育需要に

応えるべく、大学院での履修を希望する社会人等

に対し大学院設置基準第 14 条に定める教育方法

の特例による教育を実施し、社会人の大学院修学

に便宜を図るものとする。 

 

１０－１ 修業年限 

本研究科の標準履修年限は、博士前期課程 2 年

（22 ページ） 
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以上、博士後期課程 3 年以上としている。職業を

有している等の事情にある者については、大学院

長期履修学生内規の適用が可能で、博士前期課程

最大 4 年、博士後期課程最大 6 年まで延長するこ

とが出来る。また、在学期間の短縮の適用を希望す

る者は、学位論文審査の過程において短縮申請を

行い、口述もしくは筆記による最終試験を課し、審

査委員会の審査の結果を研究科委員会に諮り、そ

の三分の二以上の合意を持って合・否を決定する。 

 

１０－２ 履修指導および研究指導の方法  

原則として標準修業年限内に修了できるよう、

履修指導・研究指導を行うが、 職業を有している

等の事情にある者で、大学院長期履修学生内規の

適用を希望する者は、在学生においては 1 年次の 2

月末日までに、入学生においては入学日の原則 20

日前までに必要な手続きを指導する。 

 

１０－３ 授業の実施方法  

本学既存学部は、土曜日に授業を開講しており、

新設する工学研究科においても、希望者に併せて

土曜日に授業を開講できる体制となっている。ま

た、教育上必要と認められる場合は、春季・夏季・

冬季休業日など特定期間や休日の集中講義での開

講を実施し、在職中の社会人入学者が履修可能な

カリキュラムとする。 

 

１０－４ 教員の負担の程度  

本研究科は、基礎となる工学部と同時に設置認

可を申請し、建設中の南館棟内に教員研究室、院生

室、講義室、演習室、実験・実習室、図書室、倉庫

等を全て設け、学部と研究科の教育・研究が全て賄

える設計としている。この為、教員の移動は、全て

建屋内となり、大きな負担とはならない。 

教育課程は、教授陣１０名を中心に一部の講師
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を除きほぼすべての専任教員が学部・研究科の授

業を担当できる体制を整えている。特に学部の授

業科目の多くは、複数の教員を担当者として有し

ており、一部の教員に負担が偏らないよう、学部・

研究科全体で勤務時間に関して調整を行うととも

に、授業時間の編成を工夫する。 

 

１０－５ 図書室・情報処理施設等の利用方法や

学生の厚生に対する配慮、必要な職員の配置  

工学部・工学研究科が入る建設中の南館 4 階 5 階

には、工学系の図書のための図書室を設ける設計

としている。学生証がそのまま図書館利用証とな

っており、いつでも利用できる環境を整える計画

である。同４階には院生研究室も設置し、教育研究

環境として配慮している。また、学術情報センター

では、南館内にコンピュータ教室及び図書室等に

クライアントコンピュータを配置している。ただ

し、工学部・工学研究科の学生は基本的にノート

PC を所有することとしており、教育研究に必要な

ソフトウェアをインストールして使用することと

なる。そのためのソフトウェアライセンスについ

ては、大学にて所有するため、社会人学生の教育及

び研究を行う上で特に支障はない。なお、南館は全

館無線 LAN 環境としている。 

学生食堂は、平日 11：00～15：00、土曜日 11：

30～13：30 に営業し、ブックセンターは、株式会

社丸善により、平日 10：00～18：00、土曜日 10：

00～18：00 に営業している。購買部は、コンビニ

エンスストア「セブンイレブン」により、２４時間

３６５日の営業としている。工学部・工学研究科を

設置する京都太秦キャンパスは、京都市営地下鉄

太秦天神川駅より徒歩３分の交通至便な環境に位

置し、通学環境としては問題ない。 

工学部・工学研究科を設置する京都太秦キャン

パスには、既存学部の運営の為に各種事務室が設
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置されている。本学事務室は、平日 8：30～16：30、

土曜日 8：30～11：30 を基本勤務時間とし、授業

時間や開講形態に併せて勤務体制を柔軟に対応し

ている。工学部・工学研究科が入る建設中の南館１

階にも事務室を設け、工学部生・研究科生・教員の

窓口とする計画である。 

 

１０－６ 入学者選抜の概要  

大学院設置基準第 14 条特例を適用する学生だ

けのための入学者選抜は実施せず、入学してきた

学生にニーズがある場合には、柔軟に 14 条特例

を適用することとする。  

 

１０－７ 必要とされる分野であること。 

21 世紀を迎えて社会・産業の構造改革が急速に

進行しロボット、ドローン、電気自動車などの過去

には存在しなかった新しい市場とそれを充足する

ための新しい産業分野の拡大が急速に進んでい

る。しかしながら、大学における高等教育が新たな

分野への対応が遅れ、加速する社会・産業の構造改

革にタイムリーに対応できていない。結果として、

産業界が重視する専門基礎および専門教育と大学

が重視するそれとの間に乖離が生じている。その

ため、新たな工学の構築と企業の人材養成ニーズ

を踏まえるために産業界と大学が連携して工学系

人材を養成する産学協働人材養成体制を構築する

ことが求められている。 

 

１０－８ 大学院を専ら担当する専任教員を配置

するなどの教員組織の整備状況 

大学院を専ら担当する専任教員は配置していな

い。研究科担当教員は全員が基礎となる学部（工

学部）に所属している。年齢構成、学位の取得状

況は以下の通り。 

 

職位/学位/年齢 学部 博士課程前期 博士課程後期 
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教授/博士/40～59 歳 １人 １人 １人 

教授/博士/50～59 歳 ８人 ８人 ８人 

教授/博士/65～69 歳 １人 １人 １人 

教授/博士/合計 10 人 10 人 10 人 

准教授/博士/40～49 歳 ４人 ４人 ４人 

准教授/博士/合計 ４人 ４人 ４人 

講師/博士/30～39 歳 ３人 ３人 ３人 

講師/博士/40～49 歳 ２人 ２人 ２人 

講師/博士/合計 ５人 ５人 2 人 

合計/博士 19 人 19 人 17 人 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（M) 

６．課程修了に必要な在学期間の短縮の運用方針が不明確 

博士前期課程及び博士後期課程の「修了要件」の説明において、「優れた業績を上げた者」

については、標準修業年限よりも在学期間を短縮できる旨の説明があるが、学位の質保証

の観点から実際にどのような運用を想定しているのか明確にすること。【２課程共通】 

 

１．学位の質保証の観点から「優れた業績」に関する判断基準を想定しているのか？ 

 博士学位論文を構成する研究業績が、トムソンロイター社によって運営されている書誌

データベース Web of Science の Journal Citation Report において Journal Impact Factor

で当該分野の上位 20 位にランキングされている論文誌に少なくとも 1報は掲載もしくは掲

載決定されていることを基準とする。 

例えば 2018 年度のロボティクス分野であれば、以下の 20 誌に掲載もしくは掲載決定し

ていることが必要要件である。 

Rank Full Journal Title 
Total 

Cites 

Journal 

Impact 

Factor 

1 Science Robotics 898 19.400 

2 IEEE Transactions on Robotics 15,859 6.483 

3 Soft Robotics 1,179 6.403 

4 INTERNATIONAL JOURNAL OF ROBOTICS RESEARCH 10,619 6.134 

5 

ROBOTICS AND COMPUTER-INTEGRATED 

MANUFACTURING 4,071 4.392 

6 Journal of Field Robotics 2,797 4.345 

7 IEEE ROBOTICS & AUTOMATION MAGAZINE 3,455 4.250 

8 AUTONOMOUS ROBOTS 3,460 3.634 

9 Bioinspiration & Biomimetics 2,648 3.130 

10 Frontiers in Neurorobotics 609 3.000 

11 ROBOTICS AND AUTONOMOUS SYSTEMS 6,182 2.928 

12 IEEE Transactions on Cognitive and Developmental Systems 221 2.755 

13 Journal of Bionic Engineering 1,391 2.463 

14 Journal of Mechanisms and Robotics-Transactions of the ASME 1,814 2.377 

15 International Journal of Social Robotics 1,138 2.296 

16 Swarm Intelligence 595 2.208 

17 JOURNAL OF INTELLIGENT & ROBOTIC SYSTEMS 3,443 2.020 

18 Applied Bionics and Biomechanics 523 1.525 
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19 Intelligent Service Robotics 248 1.346 

20 Revista Iberoamericana de Automatica e Informatica Industrial 292 1.313 

21 International Journal of Humanoid Robotics 591 1.286 

22 International Journal of Advanced Robotic Systems 2,341 1.223 

23 

Industrial Robot-The International Journal of Robotics Research 

and Application 1,241 1.190 

24 ROBOTICA 2,343 1.184 

25 ADVANCED ROBOTICS 1,875 1.104 

26 INTERNATIONAL JOURNAL OF ROBOTICS & AUTOMATION 502 0.754 

 

以上を踏まえて博士課程前期の“６－１－４ 修了要件“に以下の記述を追記する。 

「「優れた業績」の判断基準としては、修士学位論文を構成する研究業績が、トムソンロ

イター社によって運営されている書誌データベース Web of Science の Journal Citation 

Report において Journal Impact Factor で当該分野の上位 20位にランキングされている論

文誌に少なくとも 1報は掲載もしくは掲載決定されていること、を想定している。」 

 

また博士課程後期“６－２－４ 修了要件“に以下の記述を追記する。 

「「優れた業績」の判断基準としては、博士学位論文を構成する研究業績が、トムソンロ

イター社によって運営されている書誌データベース Web of Science の Journal Citation 

Report において Journal Impact Factor で当該分野の上位 20位にランキングされている論

文誌に少なくとも 1報は掲載もしくは掲載決定されていること、を想定している。」 

 

以上より、「６．課程修了に必要な在学期間の短縮の運用方針が不明確」というご指摘に

対して対応し、「優れた業績」の判断基準はより明確になったと確信する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（18 ページ） 

６－１－４ 修了要件 

博士課程前期については、2年以上在学し、研究

科所定の単位を修得し、かつ必要な研究指導を受

けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格した

者をもってその課程を修了したものとする。但し、

在学期間に関しては、優れた業績を上げた者につ

いては、修士課程あるいは博士課程前期に 1 年以

（14 ページ） 

６－１－４ 修了要件 

博士課程前期については、2年以上在学し、研究

科所定の単位を修得し、かつ必要な研究指導を受

けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格した

者をもってその課程を修了したものとする。但し、

在学期間に関しては、優れた業績を上げた者につ

いては、修士課程あるいは博士課程前期に 1 年以
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上在学すれば足りるものとする。 

「優れた業績」の判断基準としては、修士学位論文

を構成する研究業績が、トムソンロイター社によ

って運営されている書誌データベース Web of 

Science の Journal Citation Report において

Journal Impact Factor で当該分野の上位 20 位に

ランキングされている論文誌に少なくとも 1 報は

掲載もしくは掲載決定されていること、を想定し

ている。 

 

 

６－２－４ 修了要件 

博士課程後期については、3 年以上在学し、研究科

所定の単位を修得し、かつ必要な研究指導を受け

た上、博士論文の審査及び最終試験に合格した者

をもってその課程を修了したものとする。但し、在

学期間に関しては、優れた業績を上げた者につい

ては、大学院に 3 年(博士課程前期に 2 年以上在学

し当該課程を修了した者は当該在学期間の 2 年を

含む)以上在学すれば足りるものとする。 

  

専門関係科目 

必要 

単位数 

学位の授

与 

1 専門科目 ８単位 先の科目

科目区分 必要 

単位数 

学位の授与 

1 専 門

科目 

基幹科目 ８単位 先の科目区分に従い、合計３

４単位（必修科目の単位を含

む）を取得し、修士論文の審

査に合格した者に修士（工

学）の学位を授与する。 

発展科目 ６単位 

2 科学技術英語 ４単位 

3 研究分野関係科目 

（特別演習Ⅰ～Ⅳ、

特別研究Ⅰ～Ⅳ） 

１６単位 

合 計 ３４単位  

上在学すれば足りるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－２－４ 修了要件 

博士課程後期については、3 年以上在学し、研究科

所定の単位を修得し、かつ必要な研究指導を受け

た上、博士論文の審査及び最終試験に合格した者

をもってその課程を修了したものとする。但し、在

学期間に関しては、優れた業績を上げた者につい

ては、大学院に 3 年(博士課程前期に 2 年以上在学

し当該課程を修了した者は当該在学期間の 2 年を

含む)以上在学すれば足りるものとする。 

  

専門関係科目 

必要 

単位数 

学位の授与 

1 

博士課程後期特

別演習Ⅰ～Ⅵ 

１２単位 

２４単位（必修科

目）を取得し、博士

科目区分 必要 

単位数 

学位の授与 

1 専 門

科目 

基幹科目 ８単位 先の科目区分に従い、合計３

４単位（必修科目の単位を含

む）を取得し、修士論文の審

査に合格した者に修士（工

学）の学位を授与する。 

発展科目 ６単位 

2 科学技術英語 ４単位 

3 研究分野関係科目 

（特別演習Ⅰ～Ⅳ、

特別研究Ⅰ～Ⅳ） 

１６単位 

合 計 ３４単位  
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「機械電気システム工

学特論（材料）」、「機械

電気システム工学特論

（エネルギー）」、「機械

電気システム工学特論

（情報）」、「機械電気シ

ステム工学特論（シス

テム）」は必修 

区分に従

い、合計

３６単位

（必修科

目の単位

を含む）

を取得

し、博士

論文の審

査に合格

した者に

博士（工

学）の学

位を授与

する。 

2 科学技術英語 ４単位 

3 

博士課程後期特別演習

Ⅰ～Ⅵ 

１２単

位 

4 

博士課程後期特別研究

Ⅰ～Ⅵ 

１２単

位 

合 計 

３６単

位 

 

 

2 

博士課程後期特

別研究Ⅰ～Ⅵ 

１２単位 

論文の審査に合格し

た者に博士（工学）

の学位を授与する。 合 計 ２４単位 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（M) 

７．シラバスの内容が不十分 

「研究分野関係科目」の「特別演習」と「特別研究」の科目区分に配置されている各授業

科目について、各シラバスの授業内容は概論的に記載されており、各教員の専攻分野に応

じた授業内容として記載されていないため、シラバスを適切に修正すること。【２課程共

通】 

 

（対応） 

「研究分野関係科目」「特別演習」と「特別研究」の科目区分に配当する該当科目は以

下の通りである。 

・博士課程前期：「特別演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」、「特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」 

・博士課程後期：「特別演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ」、「特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ」 

  

上記該当科目のシラバス（従来）において、「授業内容は概論的」であり、「各教員の専

攻分野に応じた授業内容として記載されていない」というご指摘があった。このご指摘を

受けて、上記該当科目すべてのシラバスについて、各教員の専攻分野を明記した授業内容

を記載することとし、補正する。 

 具体的な補正内容は以下のとおりである。 

１．「講義概要」欄には、講義概要に続けて、教員の研究分野を追記した。 

２．「講義の順序とポイント」欄に、各教員の授業内容を記載した。 

 

補正内容１について、講義概要に続く教員の研究分野の記載例を示す。なお、下記は、

博士課程後期のシラバスへの記載内容である。 

（1 田畑修）マイクロシステム工学についての研究指導を行う。 

（2 川上浩司）システムデザイン学についての研究指導を行う。 

（3 Ian PIUMARTA）ソフトウェア工学についての研究指導を行う。 

（4 今井 欽之）オプトエレクトロニクス工学についての研究指導を行う。 

（5 沖 一雄）リモートセンシング工学についての研究指導を行う。 

（6 中村 康一）材料物性工学についての研究指導を行う。 

（7 堀井 滋）電子機能材料工学についての研究指導を行う。 

（8 福島 宏明）制御工学についての研究指導を行う。 

（9 Alberto Castellazzi）パワー半導体工学についての研究指導を行う。 

（10 生津 資大）マイクロ材料工学についての研究指導を行う。 

（11 西 正之）機能材料化学についての研究指導を行う。 

（12 松本 龍介）固体力学についての研究指導を行う。 

（13 岸田 逸平）計算材料科学についての研究指導を行う。 
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（14 高橋 亮）電力・エネルギー工学についての研究指導を行う。 

（15 佐藤 啓宏）ロボット工学についての研究指導を行う。 

（16 Fuat Kucuk）モータ工学についての研究指導を行う。 

（18 Martin Luther Sera）数理科学についての研究指導を行う。 

 

 補正内容２についても、下記の通り記載例を示した。なお、下記は、博士課程後期「特

別演習 I」の記載内容である。各教員につき、それぞれ授業実施内容を記載している。 

 

講義の順序とポイント
Couse Topics

（１田畑修）
第１回マイクロシステム工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（２川上浩司）
第１回システムデザイン学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（3　Ian PIUMARTA）
第１回ソフトウェア工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（4　今井　欽之）
第１回オプトエレクトロニクス工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（5　沖　一雄）
第１回リモートセンシング工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（6　中村　康一）
第１回材料物性工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（7　堀井　滋）
第１回電子機能材料工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（8　福島　宏明）
第１回制御工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（9　Alberto Castellazzi）
第１回パワー半導体工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（10　生津　資大）
第１回マイクロ材料工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（11　西 正之）
第１回機能材料化学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（12　松本 龍介）
第１回固体力学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（13　岸田　逸平）
第１回計算材料科学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（14　高橋　亮）
第１回電力・エネルギー工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（15　佐藤　啓宏）
第１回ロボット工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（16　Fuat Kucuk）
第１回モーター工学の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（18　Martin Luther Sera）
第１回数理科学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
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 以上より、「７．シラバスの内容が不十分」というご指摘に対して対応し、当該科目の

シラバスの内容はより明確になったと確信する。 

 

（新旧対照表）シラバス 

新 旧 

 

別紙 資料５ 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（M) 

 

 

（対応） 

１．整備する図書、学術雑誌（外国書、電子ジャーナルを含む）等について 

今回の指摘を受け、追加購入する、電子ジャーナル、論文データベースは以下の通

りである。 

（１）Academic OneFile （電子ジャーナル） 

約 1300 の工学系タイトルを含めて自然科学から人文・社会科学まで、雑誌約 15,000

誌、新聞、報告書、事典、ビデオ等約 3,300 タイトル、総計約 18,000 誌を提供するア

グリゲーター系ジャーナルデータベースで約 18,300 誌を収録している。 

（２）JDreamⅢ （データベース） 

国内および海外の学術文献や論文情報を検索できる、日本最大級の科学技術文献

データベース。科学技術や医学・薬学関係の文献や論文情報を 7,000 万件以上収録し、

海外文献に関しては、日本語による抄録（要約文）も掲載している。 

（３）Web of Science （データベース） 

科学技術分野(1900 年～)、社会科学分野(1900 年～)及び人文科学分野(1975 年～)の

主要な学術雑誌およそ 8､500 誌に掲載された文献の標題・抄録、著者名・書誌事項・

引用文献に関する情報および 1990 年以降の世界の重要会議・シンポジウム・セミナ

ー・専門家会議・ワークショップ・学会及び総会・大会等で発行された文献の情報を

収録。 

 

上記の追加に伴い、「７－２図書館の整備状況及び他の大学図書館との協力体制」

節を修正し、該当部分を「また、工学系タイトル約 1300 タイトル収録の電子ジャー

ナル１本、論文データベース２本により、海外の学術雑誌や論文検索の利用者ニーズ

に対応する。」と変更した。 

  新たな目録は、資料 4 とした。 

 

 

8. 図書等が不十分 

「電子ジャーナル」は整備しない計画となっており、また、「学術雑誌」の説明として「１

４誌」示されているが、その中には学術雑誌と言えないものも含まれており、工学を専攻

とする研究科で必要となる図書が適切に整備される計画となっているのか疑義がある。

このため、整備する図書、学術雑誌（外国書、電子ジャーナルを含む）等について、当該

専攻分野に必要な内容となっているのか明確にするとともに、不十分なものについては、

必要に応じて充実させること。【２課程共通】 
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  また整備する図書等の領域ごとの冊数は以下の通りとなる。 

 

 

  洋書 和書 合計 

数学 923 1,855 2,778 

物理 425 519 944 

情報・情報処理 720 948 1,668 

設計生産 394 588 982 

ロボティクス 180 579 759 

計測 70 185 255 

制御 160 403 563 

アクチュエータ 56 155 211 

力学 341 314 655 

材料 250 418 668 

回路 232 841 1,073 

通信 284 1,497 1,781 

電磁気 35 942 977 

イオニクス 46 50 96 

エネルギー 131 281 412 

デバイス 27 145 172 

統計学 416 92 508 

工学一般 279 719 998 

機械工学一般 354 265 619 

電気電子工学一般 428 811 1,239 

人工知能 412 333 745 

研究法 7 60 67 

資格 0 430 430 

合計 6,170 12,430 18,600 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（25 ページ） 

７－２ 図書館の整備状況及び他の大学図書館と

の協力体制 

図書館資料については、学部設置に伴って整備

する内国書 12,430 冊、外国書 6,170 冊の中に専門

図書を有しており、十分な教育・研究に対応できる

と考えている。それらのうち研究科向けを想定し

ているのは外国書を中心に 4,919 冊で、中には 50

人が同時に閲覧できる海外学術出版社の電子書籍

を 915 冊以上整備するなど、場所や時間を選ばず

に研究できる環境を構築する。  

学術雑誌については、学部設置と同時に整備す

る国内雑誌の中に、「電気学会誌」「日本機械学会

誌」「日本ロボット学会誌」など、研究科での教育

研究に必要な学会誌が含まれている。また、工学系

タイトル約1300タイトル収録の電子ジャーナル１

本、論文データベース２本により、海外の学術雑誌

や論文検索の利用者ニーズに対応する。整備する

雑誌等は（資料 12）の通り。 

本学が契約しているコンテンツは、国立報学研

究所（NII）学術コンテンツ・ポータル GeNii、朝

日新聞記事データベース（聞蔵Ⅱテキスト）、日経

テレコン 21、MAGAZINEPLUS、大宅壮一文庫雑誌記

事索引等、一般的な新聞・雑誌記事検索のほか、eol

（社会科学）、LEX/DB internet（判例）、PsycINFO

（心理学）、SciFinder Scholar（自然科学）等専門

的な外国データベースも契約、利用提供している。

これらのデータベースはすべてサイトライセンス

契約なので、研究科においても利用可能である。  

 

（19 ページ） 

７－２ 図書館の整備状況及び他の大学図書館と

の協力体制 

図書館資料については、学部設置に伴って整備す

る内国書 12,430 冊、外国書 6,170 冊の中に専門図

書を有しており、十分な教育・研究に対応できると

考えている。それらのうち研究科向けを想定してい

るのは外国書を中心に 4,919 冊で、中には 50 人が

同時に閲覧できる海外学術出版社の電子書籍を

915 冊以上整備するなど、場所や時間を選ばずに研

究できる環境を構築する。  

学術雑誌については、学部設置と同時に整備する

国内雑誌の中に、「電気学会誌」「日本機械学会誌」

「日本ロボット学会誌」など、研究科での教育研究

に必要な学会誌が含まれている。海外の学術雑誌や

論文検索については、下記データベースの活用と近

隣の研究機関との連携により利用者ニーズに対応

する。整備する雑誌等は（資料 12）の通り。 

 

本学が契約しているコンテンツは、国立報学研究

所（NII）学術コンテンツ・ポータル GeNii、朝日新

聞記事データベース（聞蔵Ⅱテキスト）、日経テレ

コン 21、MAGAZINEPLUS、大宅壮一文庫雑誌記事索

引等、一般的な新聞・雑誌記事検索のほか、eol（社

会科学）、LEX/DB internet（判例）、PsycINFO（心

理学）、SciFinder Scholar（自然科学）等専門的な

外国データベースも契約、利用提供している。これ

らのデータベースはすべてサイトライセンス契約

なので、研究科においても利用可能である。  
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審査意見への対応を記載した書類（７月） 
 
（目次）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 
１. 基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係が不明確 

新たに設置しようとする工学部の専攻分野と、工学研究科の前期課程及び後期課程の専攻
分野の関係が「基礎となる学部との関係」において示されているが、対応関係が不明確である。
このため、本研究科を設置する必要性、教育課程の妥当性が判断できないため、基礎となる学
部との専攻分野の関係性を明確にした上で、設置の必要性等を明確すること。【２課程共通】
（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 
２．ディプロマ・ポリシー等と教育課程の対応関係が不明確 

ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーが適切に対応しておらず、教育課程も各
ポリシーに対応しているとは認められない。博士前期課程については、示された「４つの専
門領域」とディプロマ・ポリシーとの関係が不明確である。また、博士後期課程は、「特別
演習」と「特別研究」の論文作成指導に係る科目が配置されているのみで、学修課題を複数
の科目等を通して体系的に履修するコースワークが設定されておらず、養成する人材やディ
プロマ・ポリシーで掲げた資質・能力を身に付けさせることができるのか疑義がある。この
ため、必要に応じて各ポリシーや教育課程を見直した上で、各ポリシーと教育課程の対応関
係を妥当なものに改めること。なお、博士前期課程の履修モデルは２種類示されているが、
「４つの専門領域」との対応関係が不明確であるとともに、「カリキュラムマップ」では、
「４つの専門領域」に対応する授業科目が示されていない領域があるため妥当性を明確にす
るか、修正すること。【２課程共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 
３．入学者選抜の内容が不明確 

「入学者選抜の概要」の説明において、博士前期課程及び後期課程では、１つの入試方法
が示されているが、学部新卒者、社会人、外国人留学生等の異なる経験や資質の者を適切に
選抜する方法として妥当なのか不明確であるため、妥当性を明確にするか修正すること。
【２課程共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４ 

 
４．学生確保の見通しが不明確 

本研究科の入学者として想定しているのは、学部新卒者、社会人、外国人留学生である旨
が説明されている。他方で、学生確保の見通しの説明としては、社会人を対象としたアンケ
ート調査結果により入学定員を超える入学希望者がいることで「充分な入学者が確保でき
る」としているが不十分である。このため、社会人以外の者からも入学希望者がいることを
客観的データをもとに説明し、中・長期的に学生確保の見通しがあることを明確にするこ
と。なお、社会人学生の確保の見通しについては、同分野の他大学の研究科等の実績を示し
て説明すること。【２課程共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・５３ 

 
５．社会人に配慮した方策となっているか不明確 

博士後期課程における社会人学生への配慮として、研究指導科目は「週末や社会人学生の
休暇期間などに行う」とことや、演習科目は「土曜日に開講する」と説明があるが、本設置
計画上、大学院設置基準第１４条の教育方法の特例を活用することが示されていない。この
ため、博士前期課程での取扱いも明確にした上で、適切に修正すること。【２課程共通】
（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７１ 

 
６．課程修了に必要な在学期間の短縮の運用方針が不明確 

博士前期課程及び博士後期課程の「修了要件」の説明において、「優れた業績を上げた
者」については、標準修業年限よりも在学期間を短縮できる旨の説明があるが、学位の質保
証の観点から実際にどのような運用を想定しているのか明確にすること。【２課程共通】
（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D)・・・・・・・・・・・・・７７ 

 
７．シラバスの内容が不十分 

「研究分野関係科目」の「特別演習」と「特別研究」の科目区分に配置されている各授業
科目について、各シラバスの授業内容は概論的に記載されており、各教員の専攻分野に応じ
た授業内容として記載されていないため、シラバスを適切に修正すること。【２課程共通】
（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８１ 
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８. 学位論文審査の手続等が不明確 
博士後期課程における「研究指導プロセス」の説明において、「博士論文の研究成果は、各

分野で国際的に定評のある学術誌に掲載されることを原則として指導し、学位の質を客観的
に担保するものとする」とあるが、曖昧な内容となっており、本専攻分野の博士の 学位の質
が担保されているのか疑義があるため、博士論文の外部評価の要件の妥当性を 明確にする
か、修正すること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８４ 

 
９. 図書等が不十分 

「電子ジャーナル」は整備しない計画となっており、また、「学術雑誌」の説明として「１
４誌」示されているが、その中には学術雑誌と言えないものも含まれており、工学を専攻とす
る研究科で必要となる図書が適切に整備される計画となっているのか疑義がある。このため、
整備する図書、学術雑誌（外国書、電子ジャーナルを含む）等について、当該専攻分野に必要
な内容となっているのか明確にするとともに、不十分なものについては、必要に応じて充実さ
せること。【２課程共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８７ 

 
（審査意見以外の対応）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９０ 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 

１. 基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係が不明確 

新たに設置しようとする工学部の専攻分野と、工学研究科の前期課程及び後期課程の専

攻分野の関係が「基礎となる学部との関係」において示されているが、対応関係が不明確

である。このため、本研究科を設置する必要性、教育課程の妥当性が判断できないため、

基礎となる学部との専攻分野の関係性を明確にした上で、設置の必要性等を明確するこ

と。【２課程共通】 

 

（１）「基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係」について 

「基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係が不明確」との指摘に対し、資料１図１を補

正し、補正した図１（ここでは便宜上、改訂図１と呼ぶことにする。）に学部・博士前期・

博士後期の履修ポイントを追記した。履修するポイントに関する具体的な記載内容は以下

の通りである。 

学部    ： 13 の専門分野の講義群から適宜選択して履修 

博士前期課程： 複数の専門分野にまたがる４つの領域を設定し、分野横断的に専門

性を深化 

博士後期課程： 高度な専門的知識も基づいて広い視野の学際的研究により社会的課

題を解決 

 

ここで、 

基礎となる学部の専攻分野：学部内専門領域 

博士前期課程で体系化した専門領域：前期課程専門領域 

と便宜的に呼ぶことにすると、上記および改訂図１のように、前期課程専門領域は「材料」

「エネルギー」「情報」「システム」の４領域であり、学部内専門領域との対応関係は以下の

表の通りとなる。前期課程専門領域の各領域は複数の学部内専門領域を跨るとともに、学部

内専門領域は複数の前期課程専門領域に関わっている。 
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改訂図１（資料１図１）。 学部、博士課程前期、博士課程後期の研究分野相関図。博士

課程前期の専門領域と学部（学士課程）の１３専門領域との間に実線あるいは点線で結ば

れている。線の種類は両者の関連性の大きさを表しており、実線および点線はそれぞれ

「関連性が極めて強い」および「関連性が強い」ことを意味する。 

 

表：４つの前期課程専門領域とそれぞれに対応する学部内専門領域。下線なしの学部内専門領

域は、該当する前期課程専門領域と「極めて強い関連性」をもつことを示し、点線の下線を引いた

学部内専門領域は、該当する前期課程専門領域と「強い関連性」をもつことを示している。 

前期課程専門領域 学部内専門領域 

材料 力学、材料、電磁気、イオニクス、エネルギー、アクチュエータ、

デバイス 

エネルギー 電磁気、イオニクス、エネルギー、アクチュエータ、デバイス、回

路、通信 

情報 デバイス、回路、通信、ロボティクス、計測、エネルギー、アクチ

ュエータ、制御 

システム 回路、通信、ロボティクス、計測、制御、設計生産、アクチュエー

タ、デバイス 
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また、前期課程専門領域「材料」「エネルギー」「情報」「システム」は修士課程および博

士課程が目指す機械電気システム工学分野の専門科目を分類するための名称であり、専門

科目の講義を体系化して学生の履修計画策定を容易にする。したがって、上記の通り、それ

ぞれが独立した教育プログラムではなく、全体で一つの”機械電気システム工学”分野の大

学院プログラムを構成している。“１－２－１－３ 学生が修得する能力“に記載したよう

に、学部において修得した「工業数学」「物理工学」「情報処理」などの専門基礎知識および

「設計生産」「ロボティクス」「計測」「制御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」「アク

チュエータ」「エネルギー」「デバイス」「回路」「通信」などの専門知識を横断的に活用する

ことで、機械工学、電気・電子工学、情報工学、電気化学工学などの既存の学問分野に囚わ

れることなく、機械電気システム工学分野の深い知識体系を他領域の知識と関連づけなが

ら修得させることを目指すものである。この意図は、改訂図１に変更したことにより明瞭に

なったと確信する。 

 

博士課程後期では、博士課程前期における「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の

専門科目の 4 領域をさらに横断的に捉えて、深い専門分野の知識を基に広い視野で俯瞰的

かつ横断的に社会的課題を解決できる人材の養成を目指す。博士課程後期におけるこの意

図も、改訂図１に変更したことにより、より明瞭になったものと確信する。 

 

 

（２）「本研究科の同時設置の必要性」について 

前項では、改訂図１への変更により、４つの前期課程専門領域とそれぞれに対応する学部

内専門領域の関係を明確にした。これを踏まえ、本研究科の同時設置の必要性について以下

の通り対応する。 

・「１－１工学研究科機械電気システム工学専攻設置の必要性」の節を、１－１－１～１－

１－３の３項構成とした。補正前の版で 1-1 に記載していた内容は「１－１－１ 機械

電気システム工学分野における大学院教育の位置づけ」に移した。 

・「１－１－２ 学部と大学院の同時設置の必要性」の項の追加 

・「１－１－３ 博士課程前期と博士課程後期の同時設置の必要性」の項の追加 

 

「１－１－２ 学部と大学院の同時設置の必要性」の項の追加 

 １－１－２では、４つの効果として、「学部と同時に設置設することによる学部学生と大

学院学生の双方の教育効果の相乗的な向上」「大学院教育に関する企業からの強いニーズ」

「大学院教育に対する強い留学生からのニーズ」「学部で行うプレキャップストーンプログ

ラムおよびキャップストーンプログラムとの相乗効果」を取り上げ、それぞれについての同

時設置の必要性について述べた。具体的な変更部分は以下の通りである。 
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１－１－２で追記する内容 

今般の工学研究科は、当該研究科の基礎となる工学部で進める分野横断的教育を、学部が

卒業生を輩出する 2024 年 3 月を待たずに、大学院教育でも同時並行的に、かつより高いレ

ベルで実践し深化発展させることを企図し、複雑化し課題が山積する現代において、持続可

能な社会の発展に寄与できる人材に必要な「専門性の確立」と「協働による創造」の両輪を

ともに具備する人材養成を大学院においても行うものである。その意図は以下の通りであ

る。 

第一に、学部と同時に設置することによる学部学生と大学院学生の双方の教育効果の相

乗的な向上があげられる。博士課程前期においては日本の他大学の学部を卒業して本学の

大学院に進学する学生、外国の大学を卒業して本学の大学院に進学する学生、日本人の社会

人学生、外国人の社会人学生、を想定している。また博士課程後期においては日本の他大学

の博士課程前期を修了して本学の大学院に進学する学生、外国の博士課程前期を修了して

本学の大学院に進学する学生、日本人の社会人学生、外国人の社会人学生、を想定している。

これらの多様な学生には、学部 1 年生の入学後のスタートアップゼミおよびデザイン基礎

にておいて TA として教育補助に参画させる。大学院生は TA として教えることにより自ら

の獲得した知識を再確認してより深い理解に到達することができ、また学部生は大学院生

の学習補助により知識の修得が容易になるだけでなく、日本人以外の人種がいるグローバ

ルな環境において、社会経験が多様な人との交流することにより知識以外の社会性やコミ

ュニケーション能力が涵養される。 

第二に大学院教育に関する企業からの強いニーズがあげられる。科学技術の高度化に伴

い、学部卒業で高度な研究開発業務を行うために必要な能力を獲得することは極めて困難

になりつつある。特に企業の研究開発部門においては、研究者として研究室での On the 

Research Training (ORT)を受けた学生に対する要望が高い。 

第三に大学院教育に対する強い留学生からのニーズがあげられる。海外では日本の科学

技術のレベルの高さと、日本企業の質の高いものづくりに対して、大きな畏怖の念があり、

根強い憧れがある。そのような思いを胸に日本に留学して日本で学び、日本企業に就職した

いと願う外国人の若者は多い。同時に、海外に進出した日系企業に就職し、日本の科学技術

のレベルの高さと、日本企業の質の高いものづくりに触れることで、学習意欲に目覚め、日

本に留学して日本の高等教育を受けたいと渇望する現地の若い技術者も多い。このような

若い技術者を外国人留学生として受け入れ、日本人学生と共に日本の大学で教育できる教

育プログラムには大きな期待が寄せられている。 

第四に、本学が学部で行うプレキャップストーンプログラムおよびキャップストーンプ

ログラムとの相乗効果である。プレキャップストーンプログラムおよびキャップストーン

プログラムは企業が直面する課題の解決に学生が 4 人程度のチームで取組む 3 回生と 4 回

生配当の総合演習科目である。この総合演習科目における課題設定のために、教員は企業の

技術者と議論を重ねて、企業が直面するさまざまな課題と関連する社会ニーズや技術ニー
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ズを把握し、企業が学生の総合演習として相応しいレベルや内容を設定できるようにする。

この課題設定のプロセスを教員と企業が共同で行うことで、本学教員が企業における課題

を認識すると共に、企業が本学教員の有する研究ポテンシャルを理解する。その結果として、

社会的・産業応用上の意義が明確で、大学院に在籍する学生が、高度な専門能力を駆使して

取組むに相応しい高度な課題を研究テーマとして設定できる可能性が極めて高い。プレキ

ャップストーンプログラムの実施は 2022 年度であるが、すでに教員は多くの企業と課題設

定のためのミーティングをスタートしており、大学院生の研究テーマとして相応しい候補

テーマが見つかっている。こうして見つかった研究課題の解決に取り組んで大学における

研究力を産業分野に応用展開するためには、学部開設と同時に大学院生を受け入れて、プレ

キャップストーンプログラムおよびキャップストーンプログラムの準備段階で見出した高

度な課題を研究テーマとして設定し、研究指導により課題解決に取組むことが必要不可欠

である。企業が直面する高度な課題を大学院生研究テーマとして設定しその解決に取組む

ことは、大学院生の研究力。課題解決力を涵養するためにも極めて重要であり、かつ企業に

とっても大学教員との密接な相互理解に下で行われる産学連携として極めて重要である。

従って、本学がなるべく早期に社会に貢献するためには大学院の早期開設が望まれる。 

 このように大学院の設置を本学 1 期生の修了まで待つことなく早期に開設する事には多

くの意義がある。専任教員の採用にあたり、大学院教育の早期開始を見据えて、極めて優れ

た研究実績を有する教員を採用すると共に最先端の研究設備・施設を整備し、開設準備を進

めてきた。それゆえ、企業を含む社会的要請に応えられる大学院教育を実施することが可能

である。 

 

「１－１－３ 博士課程前期と博士課程後期の同時設置の必要性」の項の追加 

１－１－３では、１－１－２で述べた企業や留学生からの強いニーズの中でも、学部卒業

レベルで必要な能力を獲得することが困難な高度な研究開発業務に従事できる高度な分野

横断的知識を備え、加えて研究室での On the Research Training (ORT)を受けた学生に対

する要望が高いことから、以下の節を追加することで博士課程前期と博士課程後期の同時

設置の必要性について述べた。具体的な変更部分は以下の通りである。 

 

１－１－３で追記する内容 

 大学院教育に関する企業からの強いニーズおよび留学生からの強いニーズが存在するこ

とを１－１－２で述べた。一方、科学技術の高度化に伴い、学部卒業レベルでは高度な研究

開発業務を行うために必要な能力を獲得することは極めて困難になりつつある。特に企業

の研究開発部門においては、研究者として研究室での On the Research Training (ORT)を

受けた学生に対する要望が高い。学部教育の上にさらに専門力を深めるために博士課程前

期を修了した学生に対する企業ニーズは高いが、さらに機械電気システム分野における分

野横断的な高度な専門知識を身に付け、さらに創造的な思考で課題を解決出来る博士課程
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後期の学生に対するニーズも一定数ある。特に企業が新たな技術シーズを構築するための

大学と企業とが連携して取り組む課題や、機械電気システム分野に新たなフレームワーク

を構築するような高度な研究を行う人材として、博士課程後期の学生を育成することは本

学の責務である。博士課程後期の学生の一定数は社会人学生になると予想しており、社会人

としての経験を積んだ博士課程後期学生が博士課程前期学生と機械電気システム専攻で共

に学び、互いに切磋琢磨する研究環境は、学習効果を高めるのみならず、博士課程前期学生

が社会人学生を自分のロールモデルとしてキャリアパスを早期に考える上で大事なきっか

けを与えるなど、大学院教育において極めて重要なファクターである。 

 

以上、改訂図１への補正および上述の「本研究科の同時設置の必要性」に関する１－１－

２節および１－１－３節の補正により、「本研究科の同時設置の必要性」の妥当性がより明

確になったと確信する。 

 

（３）「本研究科の教育課程の妥当性」について 

前期課程 

 上記では、改訂図１への変更により、４つの前期課程専門領域とそれぞれに対応する学部

内専門領域の関係を明確にした。後述の「是正事項２」での指摘に対して是正した事項を除

いて、「４ 教育課程の編成の考え方及び特色」内の「４－１工学研究科博士課程前期」節

で記載した内容については基本的な方向性に変更はない。 

 一方で、「４－１工学研究科博士課程前期」節において、４つの前期課程専門領域と教育

課程の関係の妥当性をより明確にするため、前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」

「情報」「システム」の４領域を設定した経緯について追記を行う。 

 

・「前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の４領域を設定した

経緯」に関する追記 

 １３の学部内専門領域を、大学院前期課程では前期課程専門領域として「材料」「エネル

ギー」「情報」「システム」の４領域に深化しまとめることが合理的である。これは、モータ

を製品として組み込みモジュール化するなどの統合的製品化を考慮する際に必要な知識・

技術は学部内専門分野を複数組み合わせた融合領域として扱うことが重要であるからであ

る。これを踏まえ、下記の文を１―１－１に追加し、大学院前期課程では前期課程専門領域

として「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の４領域を設定する妥当性を示した。 

 

１―１－１に追加する内容 

本学でモータに関連するメカトロクス分野で活躍する人材育成を目的として設置申請し

ている機械電気システム分野の専門領域は１３分野あり、「設計生産」「ロボティクス」「計

測」「制御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」「アクチュエータ」「エネルギー」「デバ
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イス」「回路」「通信」である。中心に据えている知識および技術の対象の一つであるモータ

にファン・ブロア・ポンプ・コンプレッサなどの機構を加えてモジュール製品を設計する場

合、従来は個別に設計した部品をテスト段階で結合させる手法で設計が行われてきた。しか

し、小型・高出力・高効率・高制御性・高品質・低コストなど、本来相反する仕様の実現が

要求される現状に応えるには、モータ＋メカニズム、さらにはセンサやコントローラを含め

たモジュール全体、ユニット全体で最適化をはかってシステム設計を進めていく手法が必

要になっている。こうしたパッケージングまで考慮した工学および産業分野でのニーズに

対応するために、ユニット全体を考慮する「システム」、効率的な設計・開発を進めるシミ

ュレーション技術や制御に関わる「情報」、それぞれの部材に関する「材料」、モジュール全

体を動作させる電力や電力変換に関する「エネルギー」の４分野に分類することが、専門分

野を深化させる大学院の教育課程において合理的であると言える。 

 

以上、改訂図１への補正および上述の「前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」

「情報」「システム」の４領域を設定した経緯」に関する１－１－１節の補正により、「本研

究科の教育課程の妥当性」がより明確になったと確信する。 

 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

 

新 旧 

（1ページ） 

１－１ 工学研究科機械電気システム工学専攻設

置の必要性 

１－１－１機械電気システム工学分野における大

学院教育の位置づけ 

日本の工学教育は過去 150 年にわたり成熟してき

た“工学”に基礎をおいている。機械工学、電気工

学、化学工学など・・・（略） 

 

（3 ページ） 

・・・（略）このような若い技術者を外国人留学生

として受け入れ、日本人学生と共に日本の大学で

教育できる教育プログラムには大きな期待が寄せ

られている。 

本学でモータに関連するメカトロクス分野で活

（1ページ） 

１－１ 工学研究科機械電気システム工学専攻設

置の必要性 

 

 

日本の工学教育は過去 150 年にわたり成熟してき

た“工学”に基礎をおいている。機械工学、電気工

学、化学工学など・・・（略） 

 

（3 ページ） 

・・・（略）このような若い技術者を外国人留学生

として受け入れ、日本人学生と共に日本の大学で

教育できる教育プログラムには大きな期待が寄せ

られている。 
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躍する人材育成を目的として設置申請している機

械電気システム分野の専門領域は１３分野あり、

「設計生産」「ロボティクス」「計測」「制御」「力学」

「材料」「イオニクス」「電磁気」「アクチュエータ」

「エネルギー」「デバイス」「回路」「通信」である。

中心に据えている知識および技術の対象の一つで

あるモータにファン・ブロア・ポンプ・コンプレッ

サなどの機構を加えてモジュール製品を設計する

場合、従来は個別に設計した部品をテスト段階で

結合させる手法で設計が行われてきた。しかし、小

型・高出力・高効率・高制御性・高品質・低コスト

など、本来相反する仕様の実現が要求される現状

に応えるには、モータ＋メカニズム、さらにはセン

サやコントローラを含めたモジュール全体、ユニ

ット全体で最適化をはかってシステム設計を進め

ていく手法が必要になっている。こうしたパッケ

ージングまで考慮した工学および産業分野でのニ

ーズに対応するために、ユニット全体を考慮する

「システム」、効率的な設計・開発を進めるシミュ

レーション技術や制御に関わる「情報」、それぞれ

の部材に関する「材料」、モジュール全体を動作さ

せる電力や電力変換に関する「エネルギー」の４分

野に分類することが、専門分野を深化させる大学

院の教育課程において合理的であると言える。 

 

１－１－２ 学部と大学院の同時設置の必要性 

今般の工学研究科は、当該研究科の基礎となる

工学部で進める分野横断的教育を、学部が卒業生

を輩出する 2024 年 3 月を待たずに、大学院教育で

も同時並行的に、かつより高いレベルで実践し深

化発展させることを企図し、複雑化し課題が山積

する現代において、持続可能な社会の発展に寄与

できる人材に必要な「専門性の確立」と「協働によ

る創造」の両輪をともに具備する人材養成を大学

院においても行うものである。その意図は以下の
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通りである。 

第一に、学部と同時に設置することによる学部

学生と大学院学生の双方の教育効果の相乗的な向

上があげられる。博士課程前期においては日本の

他大学の学部を卒業して本学の大学院に進学する

学生、外国の大学を卒業して本学の大学院に進学

する学生、日本人の社会人学生、外国人の社会人学

生、を想定している。また博士課程後期においては

日本の他大学の博士課程前期を修了して本学の大

学院に進学する学生、外国の博士課程前期を修了

して本学の大学院に進学する学生、日本人の社会

人学生、外国人の社会人学生、を想定している。こ

れらの多様な学生には、学部 1 年生の入学後のス

タートアップゼミおよびデザイン基礎にておいて

TA として教育補助に参画させる。大学院生は TA と

して教えることにより自らの獲得した知識を再確

認してより深い理解に到達することができ、また

学部生は大学院生の学習補助により知識の修得が

容易になるだけでなく、日本人以外の人種がいる

グローバルな環境において、社会経験が多様な人

との交流することにより知識以外の社会性やコミ

ュニケーション能力が涵養される。 

第二に大学院教育に関する企業からの強いニー

ズがあげられる。科学技術の高度化に伴い、学部卒

業で高度な研究開発業務を行うために必要な能力

を獲得することは極めて困難になりつつある。特

に企業の研究開発部門においては、研究者として

研究室での On the Research Training (ORT)を受

けた学生に対する要望が高い。 

第三に大学院教育に対する強い留学生からのニ

ーズがあげられる。海外では日本の科学技術のレ

ベルの高さと、日本企業の質の高いものづくりに

対して、大きな畏怖の念があり、根強い憧れがあ

る。そのような思いを胸に日本に留学して日本で

学び、日本企業に就職したいと願う外国人の若者
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は多い。同時に、海外に進出した日系企業に就職

し、日本の科学技術のレベルの高さと、日本企業の

質の高いものづくりに触れることで、学習意欲に

目覚め、日本に留学して日本の高等教育を受けた

いと渇望する現地の若い技術者も多い。このよう

な若い技術者を外国人留学生として受け入れ、日

本人学生と共に日本の大学で教育できる教育プロ

グラムには大きな期待が寄せられている。 

第四に、本学が学部で行うプレキャップストー

ンプログラムおよびキャップストーンプログラム

との相乗効果である。プレキャップストーンプロ

グラムおよびキャップストーンプログラムは企業

が直面する課題の解決に学生が 4 人程度のチーム

で取組む 3 回生と 4 回生配当の総合演習科目であ

る。この総合演習科目における課題設定のために、

教員は企業の技術者と議論を重ねて、企業が直面

するさまざまな課題と関連する社会ニーズや技術

ニーズを把握し、企業が学生の総合演習として相

応しいレベルや内容を設定できるようにする。こ

の課題設定のプロセスを教員と企業が共同で行う

ことで、本学教員が企業における課題を認識する

と共に、企業が本学教員の有する研究ポテンシャ

ルを理解する。その結果として、社会的・産業応用

上の意義が明確で大学院に在籍する学生が、高度

な専門能力を駆使して取組むに相応しい高度な課

題を研究テーマとして設定できる可能性が極めて

高い。プレキャップストーンプログラムの実施は

2022 年であるが、すでに教員は多くの企業と課題

設定のためのミーティングをスタートしており、

大学院生の研究テーマとして相応しい候補テーマ

が見つかっている。こうして見つかった研究課題

の解決に取り組んで大学における研究力を産業分

野に応用展開するためには、学部開設と同時に大

学院生を受け入れて、プレキャップストーンプロ

グラムおよびキャップストーンプログラムの準備
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段階で見出した高度な課題を研究テーマとして設

定し、研究指導により課題解決に取組むことが必

要不可欠である。企業が直面する高度な課題を大

学院生研究テーマとして設定しその解決に取組む

ことは、大学院生の研究力。課題解決力を涵養する

ためにも極めて重要であり、かつ企業にとっても

大学教員との密接な相互理解に下で行われる産学

連携として極めて重要である。従って、本学がなる

べく早期に社会に貢献するためには大学院の早期

開設が望まれる。 

 このように大学院の設置を本学 1 期生の修了ま

で待つことなく早期に開設する事には多くの意義

がある。専任教員の採用にあたり、大学院教育の早

期開始を見据えて、極めて優れた研究実績を有す

る教員を採用すると共に最先端の研究設備・施設

を整備し、開設準備を進めてきた。それゆえ、企業

を含む社会的要請に応えられる大学院教育を実施

することが可能である。 

 

１－１－３ 博士課程前期と博士課程後期の同時

設置の必要性 

大学院教育に関する企業からの強いニーズおよ

び留学生からの強いニーズが存在することを述べ

た。一方、科学技術の高度化に伴い、学部卒業で高

度な研究開発業務を行うために必要な能力を獲得

することは極めて困難になりつつある。特に企業

の研究開発部門においては、研究者として研究室

での On the Research Training (ORT)を受けた学

生に対する要望が高い。学部教育の上にさらに専

門力を深めるために博士課程前期を終了した学生

に対する企業ニーズは高いが、さらに機械電気シ

ステム分野における分野横断的な高度な専門知識

を身に付け、さらに創造的な思考で課題を会ける

出来る博士課程後期の学生に対するニーズも一定

数ある。特に企業が新たな技術シーズを構築する
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ための大学と企業とが連携して取り組む課題や、

機械電気システム分野に新たなフレームワークを

構築するような高度な研究を行う人材として、博

士課程後期の学生を育成することは本学の責務で

ある。博士課程後期の学生の一定数は社会人学生

になると予想しており、社会人としての経験を積

んだ博士課程後期学生が博士課程前期学生と機械

電気システム専攻で共に学び、互いに切磋琢磨す

る研究環境は、学習効果を高めるのみならず、博士

課程前期学生が社会人学生を自分のロールモデル

としてキャリアパスを早期に考える上で大事なき

っかけを与えるなど、大学院教育において極めて

重要なファクターである。 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 

２．ディプロマ・ポリシー等と教育課程の対応関係が不明確 

ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーが適切に対応しておらず、教育課程も各

ポリシーに対応しているとは認められない。博士前期課程については、示された「４つの

専門領域」とディプロマ・ポリシーとの関係が不明確である。また、博士後期課程は、「特

別演習」と「特別研究」の論文作成指導に係る科目が配置されているのみで、学修課題を

複数の科目等を通して体系的に履修するコースワークが設定されておらず、養成する人

材やディプロマ・ポリシーで掲げた資質・能力を身に付けさせることができるのか疑義が

ある。このため、必要に応じて各ポリシーや教育課程を見直した上で、各ポリシーと教育

課程の対応関係を妥当なものに改めること。なお、博士前期課程の履修モデルは２種類示

されているが、「４つの専門領域」との対応関係が不明確であるとともに、「カリキュラム

マップ」では、「４つの専門領域」に対応する授業科目が示されていない領域があるため

妥当性を明確にするか、修正すること。【２課程共通】 

 

■博士課程前期について 

（１）DP、CP 及び教育課程の対応関係について 

 「ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーが適切に対応しておらず、教育課程も

各ポリシーに対応しているとは認められない。」との指摘に対し、ディプロマ・ポリシー（DP）

とカリキュラム・ポリシー（CP）について詳細に検討を行った。補正前の DP と CP は以

下であった。 

DP（補正前） 

（１）当該分野の深い知識体系を他領域の知識と関連づけながら修得し、変容するグローバ

ル社会の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）当該分野の必要な情報を適切な方法を用いて収集し、他の工学領域の情報と関連づけ

ながら活用できる。 

（３）当該分野の深い知識や意見について、日本語と英語を用いて他者と議論を行うことが

できる。 

（４）当該分野に関して、修得した深い知識、技能ならびに経験を活かして、複眼的思考で

自らの考えを論理的に組み立て、表現することができる。 

（５）当該分野において、自ら設定した主題に対して、文献調査、実験等で収集した情報に

基づき、客観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断することができる。 

（６）当該分野に関する学びを通じ、変容するグローバル社会の諸問題に継続的に関心を示

し、その問題の解決のために多様な他者と協働しながら粘り強く自律的な社会人として行

動できる。 

CP（補正前） 

（１）機械工学と電気工学に跨る学際領域の高度な専門に関わる基幹科目と発展科目を修
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得させ、多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）高度な専門に関わる基幹科目と発展科目の修得と並行して、研究分野関係科目（特別

演習と特別研究）を通じて、専門的知見に基づく主体的な行動力および問題解決力を養成す

る。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専

門分野のコミュニケーション能力を養成する。 

（４）2年間の教育課程では、科学技術英語、基幹科目と発展科目の修得と並行して、研究

分野関係科目（特別演習と特別研究）を連動させながら実践的かつ能動的に学修する。 

（５）科学技術英語と研究分野関係科目（特別演習と特別研究）を連携させてコミュニケー

ション力、協働力、課題発見力やリーダーシップを育む学修を行う。 

 

上記 CP を具体化し、DP を達成するものとして教育課程を編成していたが、「DP と CP

が適切に対応していない」、「教育課程も各ポリシーに対応しているとは認められない」とい

う審査意見を踏まえて再検討したところ、DP および CP のいずれにおいても、各項目間に

重複した内容が含まれ、冗長かつ明瞭性を欠いた内容となっていた。このため DP と CP の

間の対応関係が認められないという審査結果になったという結論に至った。また CP および

DP の冗長性があるために、DP および CP と教育課程の対応関係が認められない、という

審査結果になったという結論に至った。 

そこで上記の検討を踏まえ、下記のように DP、CP を修正し、教育課程との対応関係が明

確になるように見直しを行った。 

 

補正後の DP を下記のとおりとした。 

（１）機械電気システム工学分野を構成する材料、エネルギー、情報、システムのいずれか

の領域において、深い知識を他領域の知識と関連づけながら修得し、グローバル社会の諸問

題を解決するために活用できる。 

（２）機械電気システム工学分野を構成する材料、エネルギー、情報、システムのいずれか

の領域において自ら設定した主題に対して、必要な情報を文献調査、実験等の適切な方法を

用いて収集し、他の領域の知識と関連づけながら活用し、客観的に分析しながら論理的、批

判的に考察し判断することができる。 

（３）機械電気システム工学分野の深い知識や意見について、英語を用いて他者と議論を行

うことができる。 

（４）機械電気システム工学分野のいずれかの領域において修得した深い知識、技能ならび

に経験を活かして、複眼的思考で自らの考えを論理的に組み立て、表現することができる。 

 

主な変更点のポイントは以下の通りである。旧 DP（２）と旧 DP（５）の内容に重複が

あったので、新 DP（２）で統合した。旧 DP（６）は旧 DP（１）～（５）を包括した内容
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であったので削除した。全体を通して、曖昧だった表現を明確にした。 

 

また、養成する人材像及び DP を達成するため、補正後の CP を下記のとおりとした。 

（１）機械工学と電気工学に跨る学際領域の高度な専門に関わる基幹科目と発展科目を修

得させ、多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）機械工学と電気工学に跨る学際領域の研究分野関係科目（特別演習と特別研究）を通

じて、専門的知見に基づく主体的な行動力および問題解決力を養成する。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専

門分野のコミュニケーション能力を養成する。 

（４）科学技術英語、基幹科目と発展科目の修得と並行して、研究分野関係科目（特別演習

と特別研究）を連携させてコミュニケーション力、協働力、課題発見力やリーダーシップを

育む学修を行う。 

 

主な変更点のポイントは以下の通りである。旧 CP（４）および旧 CP（５）は、いずれ

も研究分野関係科目（特別演習と特別研究）と科学技術英語あるいは専門科目の履修により

期待される総合的な教育効果について述べていたため、これを新 CP（４）に統合すると共

に、全体的に冗長、曖昧だった表現を明確にした。 

 

DP（１）については、機械工学と電気工学に跨る学際的な分野において過去には存在しな

かった新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に対応するために、深い

知識体系を他領域の知識と関連づけながら修得することが必要である。 

DP（１）は主に CP（１）に対応する。 

DP（２）については、新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に貢献す

るために、修得した専門知識をグローバル社会の諸問題を解決するために活用する能力を

修得することが必要である。DP（２）は主に CP（２）に対応する。 

DP（３）については、グローバル社会での諸問題の解決に貢献するために、専門分野にお

いて英語を駆使して自分の考えを口頭あるいは文章で伝え、議論ができる能力を修得する

こと必要である。DP（３）は主に CP（３）に対応する。 

DP（４）については、専門知識を駆使してグローバル社会で多様性のある人と連携・共同

して課題解決に取組むためには、一個人では解決することが困難な複雑化した課題に、指導

教員や研究室の他の学生と議論をしながら、チームで協働して取組み、そのチームを導くリ

ーダーシップを修得することが必要である。DP（４）は主に CP（４）に対応し、かつ CP

（１）～（３）にも対応する。 

 

CP（１）については、機械工学と電気工学に跨る学際領域の専門分野の基礎的な知識と、

基礎的な知識を発展させた知識の両方を修得させることで、専門分野を深く、かつ周辺分野
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を含めて総合的に理解する力を修得させる。 

CP（２）については、研究課題を設定し、その目的を達成するために必要な文献調査、実

験、解析、分析を主体的に実施しながら、課題解決に至るプロセスを修得させる。 

CP（３）については、グローバル社会で必要となる英語でのコミュニケーション能力、情

報収集力、情報発信力を修得させる。 

CP（４）については、指導教員や研究室の他の学生あるいは学会での専門家との議論を通

じて、専門の基礎知識と深い知識および英語力を駆使して課題解決を行うプロセスにおい

て、コミュニケーション力、協働力、課題発見力やリーダーシップを修得させる。 

 

上記 CP を具体化し、DP を達成するものとして下記のように教育課程を編成した。科目

構成に変更はないが、各科目の基幹科目、発展科目の分類と配当時期は一部補正し、先端機

械電気システム工学通論は必修とした。 

・専門科目 

「基幹科目」：機械分野と電気分野に跨る機械電気システム分野において、過去には存在し

なかった新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に対応するために必要

な当該分野の知識体系を材料、エネルギー、情報、システムに分類し、それぞれの領域にお

ける高度な課題を解決するために必要な基礎的な知識を修得するための科目群。 

「先端機械電気システム工学通論」（必修）では、機械電気システムを構成する材料、エ

ネルギー、情報、システムの各先端分野に関わる重要な研究課題を少なくとも１つ取り上げ、

その概要を説明できる素養を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物理工学分野および無機材料関連分野の知

識の融合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手法を材料の観点から学び、MEMS を自力で

設計するための技術・知識を修得する。 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、

理論、および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作をゲートレベルの原理から理解するの

に十分な知識と技術を修得する。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に関するスキルと知識を学修し、典型的な

風力タービン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプ

ティクス，深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用な技術について修得する。 

 

「発展科目」：機械分野と電気分野に跨る機械電気システム分野において、過去には存在し

なかった新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に対応するために必要

な当該分野の知識体系を材料、エネルギー、情報、システムに分類し、それぞれの領域にお

ける高度な課題を解決するために必要な発展・応用的な知識を修得するための科目群。 
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「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられる計算手法を取り上げ、関連分野の知識

を融合・深化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と応用に関する先進的な知識を修

得する。 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロニクスの開発と最先端技術の進歩を支え

る基盤技術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデリングを修得する。 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピュータ支援設計」では、静的および過渡的

シミュレーションを使用した半導体の設計および解析方法、マルチチップハウジングの電

気的・熱的モデリングを修得する。 

「システム設計論」では、人が利用するシステムを対象にする場合に適用することのでき

る設計理論について修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプト言語と仮想マシンの設計と実装につい

て修得し、これらの言語がどのように実装されているかを理解することで、プログラミング

全般に関する知識と技術水準を引き上げる。 

「リモートセンシング」では、リモートセンシングの基本概念と特性、原理について修得

し、リモートセンシングがさまざまな分野でどのように適用されているかについても理解

を深める。 

 

・科学技術英語：英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専門分野のコミュニ

ケーション能力を養成するための科目。 

「科学技術英語Ⅰ」では、効果的な口頭発表や意見を発するためのプレゼンテーションスキ

ルを修得する。 

「科学技術英語Ⅱ」では、論文作成に必要なライティングスキルを修得する。 

 

・研究分野関係科目 

「特別演習Ⅰ～Ⅳ」：研究テーマに関する論文講読や専門知識の修得などを通じて問題解決

法の修得を目的とする科目。 

「特別研究Ⅰ～Ⅳ」：修士論文作成にあたっての論文作成指導、各自の研究テーマに基づく

実験・実習指導などを通じて問題解決を実践する科目。 

 

（２）「４つの専門領域」と DPとの関係が不明確である点について 

 「４つの専門領域」と DP との関係が不明確との審査意見に対して、その原因を分析した

結果、「４つの専門領域」のそれぞれが一つの学位プログラムに相当すると判断され、それ

ぞれの学位プログラムに対応する DP が示されていないために、DP との関係が不明確と判断

されたとの結論に至った。 

 「４つの専門領域」の位置づけについて説明する。本申請プログラムは、学位授与にあた

って４つの専門領域のいずれかを修得するのではなく、機械電気システム工学分野の修得
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をめざす一つの学位プログラムとして申請するものである。機械電気システム工学分野を

構成する４つの領域として設定した材料、エネルギー、情報、システムはいずれも機械電気

システム工学分野において重要な役割を果たす切り口であり、学部では１３の学部内専門

領域を、大学院前期課程では前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」「情報」「シス

テム」の４領域に深化しまとめることが合理的である。教員はこの 4 つの専門領域のどれ

かに所属するが、研究分野は所属する専門領域に限定されるものではなく、ほとんどの教員

は複数の専門領域に跨って分野横断的に研究を行っている。学生は、将来の進路希望を踏ま

えて、指導教員を選び、指導教員の所属する専門領域の専門科目を中心に履修する。しかし、

機械電気システム工学分野の 4 領域は、教員の研究分野が領域横断型であることから明ら

かなように、密接に連携しており、自分の志望する専門領域の科目の履修に加えて、他の専

門領域の科目を履修することが必要である。このため、基幹科目から８単位（先端機械電気

システム工学通論は必修）、発展科目から６単位を履修することを修了要件とした。学生は

履修計画の策定時に、指導教員のアドバイスに基づいて、自分の志望する専門領域以外の科

目を修得できる教育課程とした。 

 これを踏まえ、DP を修正し、改訂図１へ変更して４つの前期課程専門領域とそれぞれに

対応する学部内専門領域の関係を明確にし、さらに下記の文を１―１－１に追加し、大学院

前期課程では前期課程専門領域として「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の４領域

に分類し、横断的に学修することで DP を実現する妥当性を示した。また、4ページの「１

－２－１－３ 学生が修得する能力」に記載した“「材料」「エネルギー」「情報」「システム」

の４分野から専門領域を選択し“の表現、あるいは 5ページの「１－２－２－３ 学生が修

得する能力」に記載した”「材料」「エネルギー」「情報」「システム」の専門知識をさらに深

化させ“の表現、あるいは 6ページの「４－１－１ 教育の目標」に記載した“「材料」「エ

ネルギー」「情報」「システム」の 4つの系で構成されており、学生はいずれかの系を選択し

て入学する“の表現などが、修士課程あるいは博士課程にそれぞれに対応する教育課程（独

立したプログラム）があるとの誤解を与えたと思われるため、この表現を削除した。 
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改訂図１（資料１図１）。 学部、博士課程前期、博士課程後期の研究分野相関図。博士課

程前期の専門領域と学部（学士課程）の１３専門領域との間に実線あるいは点線で結ばれて

いる。線の種類は両者の関連性の大きさを表しており、実線および点線はそれぞれ「関連性

が極めて強い」および「関連性が強い」ことを意味する。 

 

 

１―１－１に追加する内容 

本学でモータに関連するメカトロクス分野で活躍する人材育成を目的として設置申請し

ている機械電気システム分野の専門領域は１３分野あり、「設計生産」「ロボティクス」「計

測」「制御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」「アクチュエータ」「エネルギー」「デバ

イス」「回路」「通信」である。中心に据えている知識および技術の対象の一つであるモータ

にファン・ブロア・ポンプ・コンプレッサなどの機構を加えてモジュール製品を設計する場

合、従来は個別に設計した部品をテスト段階で結合させる手法で設計が行われてきた。しか

し、小型・高出力・高効率・高制御性・高品質・低コストなど、本来相反する仕様の実現が

要求される現状に応えるには、モータ＋メカニズム、さらにはセンサやコントローラを含め

たモジュール全体、ユニット全体で最適化をはかってシステム設計を進めていく手法が必

要になっている。こうしたパッケージングまで考慮した工学および産業分野でのニーズに

対応するために、ユニット全体を考慮する「システム」、効率的な設計・開発を進めるシミ

ュレーション技術や制御に関わる「情報」、それぞれの部材に関する「材料」、モジュール全
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体を動作させる電力や電力変換に関する「エネルギー」の４分野に分類することが、専門分

野を深化させる大学院の教育課程において合理的であると言える。 

 

（３）「４つの専門領域」と教育課程と履修モデルの対応および「カリキュラムマップ」の対応 

ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーを変更するとともに、「資料 1博士

課程前期のカリキュラムマップ」および「資料６博士課程前期の電気自動車志望者およびロ

ボット分野志望者の履修モデル」を改訂した。４つの専門領域ごとの基幹科目および発展科

目の配当をカリキュラムマップに示す。各科目の位置づけ（基幹科目、発展科目）と配当時

期は、DP と CP の変更と合わせて見直した。履修モデルは電気自動車分野を志望する学生

の場合とロボット分野を志望する学生の場合の 2 タイプを例示した。具体的に例示すると、

電気自動車分野を志望する学生が、指導教員として自動車用モータの駆動に必要なパワー

半導体工学を専門とする Alberto Castellazzi を選んだ場合、指導教員が所属するエネルギ

ー領域の科目を中心に、材料、システム、情報の各専門領域から科目を選択して履修する。

ロボット分野を志望する学生が、指導教員としてロボットに高度な動作を行わせるために

必要な制御工学を専門とする福島を選んだ場合、指導教員が所属するシステム領域の科目

を中心に、材料、エネルギー、情報の各専門領域から科目を選択して履修する。学生が所属

する専門領域は選んだ指導教員の所属する専門領域によって決まり、履修する科目は、指導

教員のアドバイスを基に学生が選択する。 

これを踏まえ、教育課程との関係について再検討したところ、改訂図１、カリキュラムマ

ップ（資料５）、博士課程前期の履修モデル（資料６）を用いて、「志望分野」と「分野横断

的な履修」についての下記の内容を６－１－１ 教育方法に追記することにした。この追記

内容は、改訂図１で明確となった「基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係」を踏まえ、

これと教育課程の妥当性をより明確にするものである。履修者が分野横断的に専門性を深

化させる際に、履修者が博士課程前期「特別演習 I～IV」「特別研究 I～IV」で履修する前期

課程専門領域を理解したうえで、専門科目を履修する必要がある。このため、運用において、 

（A）研究科設置の趣旨本文 14 頁「表１ 系の教員構成と専門分野」を学修要覧（仮称）

に掲載するとともに、 

（B）ガイダンスや個別の履修指導での周知を行う。 

これにより、下記の２点で、４つの前期課程専門領域の枠組みで分野横断的に専門性を深化

するための教育課程上の配慮を履修者に行う。 

●特別研究における複数の副指導教員の分野横断的な選定 

●博士課程前期の学生の分野横断的な履修 

 また、博士課程前期「特別演習 I～IV」「特別研究 I～IV」のシラバスにも各教員の具体的

な研究分野およびそれに応じた授業内容を記載することで、履修者の分野横断的な専門性

の深化に向けた教育課程上の配慮も行う。 
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２
単
位
）

シ
ス
テ
ム
設
計
論
（
２
単
位
）

リ
モ
ー
ト
セ
ン
シ
ン
グ
（
２
単
位
）

ス
ク
リ
プ
ト
言
語
と
仮
想
マ
シ
ン

（
２
単
位
）

特
別
演
習
Ⅰ
（
２
単
位
）

特
別
演
習
Ⅱ
（
２
単
位
）

特
別
演
習
Ⅲ
（
２
単
位
）

特
別
演
習
Ⅳ
（
２
単
位
）

特
別
研
究
Ⅰ
（
２
単
位
）

特
別
研
究
Ⅱ
（
２
単
位
）

特
別
研
究
Ⅲ
（
２
単
位
）

特
別
研
究
Ⅳ
（
２
単
位
）

１
２
単
位

８
単
位

６
単
位

８
単
位

２
０
単
位

２
６
単
位

３
４
単
位

小
計

累
計

自
動
車
、

電
気
、
機

械
メ
ー
カ

の
開
発
、

設
計
、
研

究
部
門
で

ロ
ボ
ッ
ト

関
連
の
シ

ス
テ
ム
、

コ
ン
ポ
ー

ネ
ン
ト
の

生
産
お
よ

び
研
究
開

発
を
行
う

高
度
専
門

技
術
者

工
学
研
究
科
　
博
士
課
程
前
期
　
履
修
モ
デ
ル

自
動
車
、

電
気
、
機

械
メ
ー
カ

の
開
発
、

設
計
、
研

究
部
門
で

電
気
自
動

車
関
連
の

シ
ス
テ

ム
、
コ
ン

ポ
ー
ネ
ン

ト
の
生
産

お
よ
び
研

究
開
発
を

行
う
高
度

専
門
技
術

者

研
究
分
野

関
係
科
目

電
気
自
動
車

分
野
志
望

履
修
モ
デ
ル

ロ
ボ
ッ
ト

分
野
志
望

履
修
モ
デ
ル

専
門
科
目

（
基
幹
）

専
門
科
目

（
基
幹
）

専
門
科
目

（
発
展
）

専
門
科
目

（
発
展
）

研
究
分
野

関
係
科
目

小
計

累
計

（資料 ６）
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６－１－１ 教育方法に追記する内容 

「資料５ 博士課程前期のカリキュラムマップ」および「改訂資料６ 博士課程前期の電

気自動車志望者およびロボット分野志望者の履修モデル」を示す。まず、「表１ 系の教

員構成と専門分野」に示したように、教員はこの 4 つの専門領域のどれかに所属するが、

研究分野は所属する専門領域に限定されるものではなく、ほとんどの教員は複数の専門領

域に跨って分野横断的に研究を行っていて、学部の授業担当についても分野横断的である

教員が多い。 

資料５は博士課程前期のカリキュラムマップであり、学生は、将来の進路希望を踏まえ

て、指導教員を選び、指導教員の所属する専門領域の専門科目を中心に履修する。しかし、

機械電気システム工学専攻内の 4 領域は、教員の研究分野が領域横断型であることから明

らかなように、密接に連携しており、自分の志望する専門領域の科目の履修に加えて、他

の専門領域の科目を履修することが必要である。このため、基幹科目から８単位、発展科

目から４単位を履修することを修了要件とした。学生は履修計画の策定時に、指導教員の

履修指導に基づき、自分の志望する専門領域以外の科目を修得できる教育課程とした。 

改訂資料６は、電気自動車分野およびロボット分野を志望する博士課程前期の学生が履

修するモデルである。電気自動車分野を志望する学生は、指導教員として「エネルギー」

系の教員を選択し、指導教員が所属する「エネルギー」系の専門科目を中心に履修しつつ、

分野横断的に「材料」、「システム」、「情報」の各専門領域の科目も選択し履修する。

ロボット分野を志望する学生が、指導教員として「システム」系の教員を選択し、指導教

員が所属する「システム」系の専門科目を中心に履修しつつ、分野横断的に「材料」、「エ

ネルギー」、「情報」の各専門領域の科目も選択し履修する。学生は、希望する専門領域

に応じて指導教員を選択し、指導教員の専門領域の専門科目を中心に履修するが、分野横

断的に履修する科目については、指導教員のアドバイスを基に学生が選択する。 

 

以上の補正、追記により「ディプロマ・ポリシー等と教育課程の対応関係」は明確になっ

たと確信する。 

 

 

■ 博士課程後期について 

（１）DP、CP 及び教育課程の対応関係について 

「ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーが適切に対応しておらず、教育課程も

各ポリシーに対応しているとは認められない。との指摘に対し、ディプロマ・ポリシー（DP）

とカリキュラム・ポリシー（CP）について詳細に検討を行った。補正前の DP と CP は以

下であった。 

DP(補正前) 

機械分野と電気分野に跨る学際的な工学分野において 
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（１）当該分野の深い知識体系を他領域の深い知識と関連づけながら修得し、変容するグロ

ーバル社会の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）当該分野の必要な情報を適切な方法を用いて収集し、工学のみならず人文社会領域の

情報と関連づけながら活用できる。 

（３）当該分野の深い知識や意見について、日本語と英語を用いて他者と議論し理解を深め

ることができる。 

（４）当該分野に関して、修得した深い知識、技能ならびに経験を活かして、複眼的思考で

自らの考えを論理的に組み立て、効果的に表現することができる。 

（５）当該分野において、自ら設定した主題に対して、文献調査、実験等で収集した情報に

基づき、客観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断した結果を主張することができ

る。 

（６）当該分野に関する学びを通じ、変容するグローバル社会の諸問題に継続的に関心を示

し、その問題の解決のために多様な他者と協働しながら、粘り強く自律的な社会人として行

動できる。 

CP(補正前) 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人材を養成するために、以下の方針に基づい

た教育プログラムを実施する。 

（１）機械工学と電気工学に跨る学際領域の高度な専門に関わる総合的な研究指導により

多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）特別演習と特別研究を通じて、高度な専門的知見に基づく主体的な行動力および問題

解決力を養成する。 

（３）3年間の教育課程では、特別演習と特別研究により実践的かつ能動的に学修する。 

（４）特別演習と特別研究や学会発表などを連携させてコミュニケーション力、協働力、課

題発見力やリーダーシップを育む学修を行う。 

 

上記 CP を具体化し、DP を達成するものとして教育課程を編成していたが、「DP と CP

が適切に対応していない」、「教育課程も各ポリシーに対応しているとは認められない」「コ

ースワークが設定されていない」という審査意見を踏まえて再検討したところ、DP および

CP のいずれにおいても、各項目間に重複した内容が含まれ、冗長かつ明瞭性を欠いた内容

となっていた。このため DP と CP の間の対応関係が認められないという審査結果になった

という結論に至った。また CP および DP の冗長性があるために、DP および CP と教育課

程の対応関係が認められない、という審査結果になったという結論に至った。 

そこで上記の検討を踏まえ、下記のように DP、CP を修正し、教育課程との対応関係が明

確になるように見直しを行った結果、養成する人材や DP で掲げた資質・能力を身に付ける

ためにコースワークを設けることが適切であるとの結論に至った。 
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補正後の DP を下記のとおりとした。 

（１）機械電気システム工学分野において、材料、エネルギー、情報、システムの 4つの領

域の深い知識を相互に関連づけながら修得し、グローバル社会の諸問題を解決するために

活用できる。 

（２）機械電気システム工学分野において、自ら設定した主題に対して、必要な情報を文献

調査、実験等の適切な方法を用いて収集し、材料、エネルギー、情報、システムの 4つの領

域の知識と関連づけながら活用し、客観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断する

ことができる。 

（３）機械電気システム工学分野の深い知識や意見について、英語を用いて自分の意見を述

べ、他者と議論を行うことができる。 

（４）修得した機械電気システム工学分野の深い知識、技能ならびに経験を活かして、複眼

的思考で自らの考えを論理的に組み立て、表現することができる。 

 

主な変更点のポイントは以下の通りである。旧 DP（２）と旧 DP（５）の内容に重複が

あったので、新 DP（２）で統合した。旧 DP（６）は旧 DP（１）～（５）を包括した内容

であったので削除した。全体を通して、曖昧だった表現を明確にした。 

 

また、養成する人材像及び DP を達成するため、補正後の CP を下記のとおりとした。 

（１）機械電気システム工学分野の材料、エネルギー、情報、システムの４つの領域の高度

な知識を修得させ、多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）機械電気システム工学分野における研究分野関係科目（特別演習と特別研究）を通じ

て、高度な専門的知見に基づく主体的な行動力および問題解決力、創造力を養成する。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専

門分野の高度なコミュニケーション能力を養成する。 

（４）科学技術英語、機械電気システム工学分野科目の修得と並行して、研究分野関係科目

（特別演習と特別研究）を連携させて高度なコミュニケーション力、協働力、課題発見力や

リーダーシップを育む学修を行う。 

 

主な変更点のポイントは以下の通りである。旧 CP（２）および旧 CP（３）は、いずれ

も研究分野関係科目（特別演習と特別研究）の履修により期待される教育効果について述べ

ていたため、これを新 CP（２）に統合すると共に、全体的に冗長、曖昧だった表現を明確

にした。新 DP（３）に対応するものとして CP（３）を追加した。 

 

DP（１）については、機械工学と電気工学に跨る学際的な分野において過去には存在しな

かった新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に対応するために、深い

知識体系を他領域の知識と関連づけながら修得することが必要である。 
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DP（１）は主に CP（１）に対応する。 

DP（２）については、新しい市場とそれを充足するための新しい産業分野の拡大に貢献す

るために、修得した専門知識をグローバル社会の諸問題を解決するために活用する能力を

修得することが必要である。DP（２）は主に CP（２）に対応する。 

DP（３）については、グローバル社会での諸問題の解決に貢献するために、専門分野にお

いて英語を駆使して自分の考えを口頭あるいは文章で伝え、議論ができる能力を修得する

こと必要である。DP（３）は主に CP（３）に対応する。 

DP（４）については、専門知識を駆使してグローバル社会で多様性のある人と連携・共同

して課題解決に取組むためには、一個人では解決することが困難な複雑化した課題に、指導

教員や研究室の他の学生と議論をしながら、チームで協働して取組み、そのチームを導くリ

ーダーシップを修得することが必要である。DP（４）は主に CP（４）に対応し、かつ CP

（１）～（３）にも対応する。 

 

CP（１）については、機械工学と電気工学に跨る学際領域の専門分野の基礎的な知識と、

基礎的な知識を発展させた知識の両方を修得させることで、専門分野を深く、かつ周辺分野

を含めて総合的に理解する力を修得させる。 

CP（２）については、研究課題を設定し、その目的を達成するために必要な文献調査、実

験、解析、分析を主体的に実施しながら、課題解決に至るプロセスを修得させる。 

CP（３）については、グローバル社会で必要となる英語でのコミュニケーション能力、情

報収集力、情報発信力を修得させる。 

CP（４）については、指導教員や研究室の他の学生あるいは学会での専門家との議論を通

じて、専門の基礎知識と深い知識および英語力を駆使して課題解決を行うプロセスにおい

て、コミュニケーション力、協働力、課題発見力やリーダーシップを修得させる。 

 

上記 CP を具体化し、DP を達成するものとして下記のように教育課程を見直して再編成

し、「４－２－３ カリキュラム・ポリシー」項に追記した。 

機械電気システム工学専攻では、機械電気システム工学分野を４つの専門領域（材料、エ

ネルギー、情報、システム）に分類する。博士課程後期では、専門科目として、これら４領

域の一つ一つに焦点をあてた 4 つの講義「機械電気システム工学特論（材料）」、「機械電気

システム工学特論（エネルギー）」、「機械電気システム工学特論（情報）」、「機械電気システ

ム工学特論（システム）」を開講し、必修とする。「機械電気システム工学特論（材料）」は

機械電気システム工学分野における材料工学領域、機械電気システム工学特論（エネルギ

ー）」は機械電気システム工学分野におけるエネルギー工学領域、「機械電気システム工学特

論（情報）」は機械電気システム工学分野における情報工学領域、「機械電気システム工学特

論（システム）」は機械電気システム工学分野におけるシステム工学領域、の先端科学およ

び先端技術に関する最先端のトピックスを題材にして深く掘り下げると共に、他の３領域
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との関連にも言及し、４領域を相互に関連付けて問題解決に取組む素養を修得する講義を

行う。修了に必要な単位は８単位であり、自分が所属する領域を含め、機械電気システム工

学分野を構成する全ての領域について専門的で最先端の知識を修得する。 

 

博士課程後期では、その他に下記の講義を開講する。 

 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、

理論、および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作をゲートレベルの原理から理解するの

に十分な知識と技術を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物理工学分野および無機材料関連分野の知

識の融合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手法を材料の観点から学び、MEMS を自力で

設計するための技術・知識を修得する。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に関するスキルと知識を学修し、典型的な

風力タービン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプ

ティクス，深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用な技術について修得する。 

「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられる計算手法を取り上げ、関連分野の知識

を融合・深化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と応用に関する先進的な知識を修

得する。 

「リモートセンシング」では、リモートセンシングの基本概念と特性、原理について修得

し、リモートセンシングがさまざまな分野でどのように適用されているかについても理解

を深める。 

「システム設計論」では、人が利用するシステムを対象にする場合に適用することのでき

る設計理論について修得する。 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロニクスの開発と最先端技術の進歩を支え

る基盤技術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデリングを修得する。 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピュータ支援設計」では、静的および過渡的

シミュレーションを使用した半導体の設計および解析方法、マルチチップハウジングの電

気的・熱的モデリングを修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプト言語と仮想マシンの設計と実装につい

て修得し、これらの言語がどのように実装されているかを理解することで、プログラミング

全般に関する知識と技術水準を引き上げる。 

 

語学科目として英語での口頭発表、論文講読、論文作成、評論など専門分野のコミュニケ

ーション能力を養成するための科目として「科学技術英語Ⅲ、Ⅳ」を開講し、必修とする。 
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「科学技術英語Ⅲ」では、国際学会で効果的な口頭発表や意見を発するためのプレゼンテー

ションスキルを修得する。 

「科学技術英語Ⅳ」では、論文作成に必要なライティングスキルを修得する。 

 

研究分野関係科目として、自ら設定した主題の解決に取組む「特別演習Ⅰ～Ⅵ」、「特別研

究Ⅰ～Ⅵ」を開講し、必修とする。 

「特別演習Ⅰ～Ⅵ」：研究テーマに関する論文講読や専門知識の修得などを通じて問題解決

法の修得を目的とする科目。 

「特別研究Ⅰ～Ⅵ」：修士論文作成にあたっての論文作成指導、各自の研究テーマに基づく

実験・実習指導などを通じて問題解決を実践する科目。 

 

（２）コースワークについて 

申請時の修了要件を下記のとおりとしていた。 

専門関係科目 
必要 

単位数 
学位の授与 

1 博士課程後期特別演習Ⅰ～Ⅵ １２単位 
２４単位（必修科目）を取得し、博士論文
の審査に合格した者に博士（工学）の学位
を授与する。 

2 博士課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ １２単位 

合 計 ２４単位 

 

前述の CP を具体化し、DP を達成するものとして教育課程を編成していたが、「DP と

CP が適切に対応していない」、「教育課程も各ポリシーに対応しているとは認められない」

「コースワークが設定されていない」という審査意見を踏まえて再検討し、DP、CP を修正

し、教育課程との対応関係が明確になるように見直しを行った結果、養成する人材や DPで

掲げた資質・能力を身に付けるためにコースワークを設けることが適切であるとの結論に

至った。これを踏まえて、修了要件にコースワークを加え、以下とした。 

専門関係科目 
必要 

単位数 
学位の授与 

1 

専門科目 
「機械電気システム工学特論（材
料）」、「機械電気システム工学特
論（エネルギー）」、「機械電気シ
ステム工学特論（情報）」、「機械
電気システム工学特論（システ
ム）」は必修 

８単位 

先の科目区分に従い、合計３６単位（必修
科目の単位を含む）を取得し、博士論文の
審査に合格した者に博士（工学）の学位を
授与する。 2 科学技術英語 ４単位 

3 博士課程後期特別演習Ⅰ～Ⅵ １２単位 

4 博士課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ １２単位 

合 計 ３６単位 

 

変更点は、博士課程後期のコースワークとして専門科目と科学技術英語Ⅲ、Ⅳを開講し、

さらに「機械電気システム工学特論（材料）」、「機械電気システム工学特論（エネルギー）」、

「機械電気システム工学特論（情報）」、「機械電気システム工学特論（システム）」の専門科
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目（８単位）と科学技術英語Ⅲ、Ⅳ（4 単位）を必修することを修了要件に加えた点である。

専門科目は CP（１）に基づいて DP（１）と DP（３）と DP（４）の達成を実現するため、

科学技術英語は CP（３）に基づいて DP（１）と（３）の達成を実現するために設けた。 

 

博士課程後期配当の専門科目４科目、専門科目１１科目、および科学技術英語Ⅲ、Ⅳの概

要は前述の通りである。専門科目１１科目は、指導教員のアドバイスに基づいて学生が選択

する。 

 

以上を踏まえて“６－２－５ 入学から修了までの指導プロセス”の以下の記述 

「博士課程後期の大学院学生は、３年間を通じて博士論文を作成するための調査・研究に専

念する。」を以下に修正する。 

 

「博士課程後期の大学院学生は、３年間を通じて専門科目４科目「機械電気システム工学特

論（材料）」、「機械電気システム工学特論（エネルギー）」、「機械電気システム工学特論（情

報）」、「機械電気システム工学特論（システム）」（いずれも必修）、博士課程前期と共通で提

供されている専門科目１１科目、および科学技術英語Ⅲ（必修）、科学技術英語Ⅳ（必修）

を履修し、かつ博士論文を作成するための調査・研究を実施する。」 

 

（３）「基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係およびカリキュラムマップの対応」につ

いて 

基礎となる学部と大学院の専攻分野の関係を説明するために資料１図１を補正した。補

正した図１（ここでは便宜上、改訂図１と呼ぶことにする。）に、学部・博士前期・博士後

期の履修ポイントを追記した。履修するポイントに関する具体的な記載内容は以下の通り

である。 

学部    ：13 の専門分野の講義群から適宜選択して履修 

博士前期課程：複数の専門分野にまたがる４つの領域を設定し、分野横断的に専門性を

深化 

博士後期課程：高度な専門的知識も基づいて広い視野の学際的研究により社会的課題を

解決 

改訂図１への変更により、博士課程後期では、４つの前期課程専門領域をさらに横断的な

一つの学際領域と捉えて、深い専門分野の知識を基に広い視野で俯瞰的かつ横断的に社会

的課題を解決できる人材を涵養する、という意図をより明確にした。DP、CP の変更、博士

課程後期でのコースワークの設定を除いて、「４ 教育課程の編成の考え方及び特色」内の

「４－２ 工学研究科博士課程後期」節で記載した内容については基本的な方向性に変更

はない。 

一方で、履修者が分野横断的に専門性を深化させる際に、履修者が博士課程後期「特別演
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習 I～VI」「特別研究 I～VI」で履修する後期課程専門領域を理解したうえで、専門科目を履

修する必要がある。このため、後期課程専門領域を周知するための実際の運用として、 

（A）研究科設置の趣旨本文 14頁「表１ 系の教員構成と専門分野」を学修要覧（仮称）

に掲載するとともに、 

（B）ガイダンスや個別の履修指導での周知 

を行う。これにより、 

●特別研究における複数の副指導教員の分野横断的な選定 

●博士課程後期の学生の分野横断的な履修 

を行うにあたって、４つの専門領域の枠組みで分野横断的に専門性を深化するための教

育課程上の配慮をする。 

また、博士課程後期「特別演習 I～VI」「特別研究 I～VI」のシラバスにも各教員の具体的

な研究分野およびそれに応じた授業内容を記載することで、履修者の分野横断的な専門性

の深化に向けた教育課程上の配慮も行う。 

 

これを踏まえ、教育課程との関係について再検討したところ、改訂図１、カリキュラムマ

ップ（資料２）用いて、「志望分野」と「分野横断的な履修」についての下記の内容を６－

２－１ 教育方法に追記することにした。この追記内容は、改訂図１で明確となった「基礎

となる学部と大学院の専攻分野の関係」を踏まえ、教育課程の妥当性をより明確にするもの

である。 

 

６－２－１ 教育方法に追記する内容 

博士課程後期の学生は、１年次から修了まで１つの研究室に所属し、主研究指導教員の指

導のもと、各自の研究テーマを設定し、博士論文を作成する。「表１ 系の教員構成と専門

分野」に示したように、教員はこの 4つの専門領域のどれかに所属するが、研究分野は所属

する専門領域に限定されるものではなく、ほとんどの教員は複数の専門領域に跨って分野

横断的に研究を行っていて、学部の授業担当についても分野横断的である教員が多い。 

資料２は博士課程後期のカリキュラムマップであり、学生は、将来の進路希望を踏まえて、

指導教員を選び、指導教員の所属する専門領域の専門科目を中心に履修する。しかし、機械

電気システム工学専攻内の 4 領域は、教員の研究分野が領域横断型であることから明らか

なように、密接に連携しており、自分の志望する専門領域の科目の履修に加えて、他の専門

領域の科目を履修することが必要である。このため、４つの領域ごとに設けた専門４科目

「機械電気システム工学特論（材料）」、「機械電気システム工学特論（エネルギー）」、「機械

電気システム工学特論（情報）」、「機械電気システム工学特論（システム）」８単位を履修し

修得することを修了要件とした。自分の専門とする領域のみでなく、「材料」「エネルギー」

「情報」「システム」の全ての領域の知識を深めると共に、関連する系の専門知識を理解し、

自らの研究課題の遂行に応用させる。「科学技術英語」は、２科目必修とする。学生は履修
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計画の策定時に、指導教員の履修指導に基づき、自分の志望する専門領域以外の専門科目も

修得できる教育課程とした。 

 

以上、改訂図１への補正および上述の補正により、「本研究科の教育課程」の妥当性がより

明確になったと確信する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（5 ページ） 

１－２－１－２ ディプロマ・ポリシー 

工学研究科博士課程前期のディプロマ・ポリシ

ーは、次のとおりである。 

所定の期間在学し、工学研究科のカリキュラム・

ポリシーに沿って設定した博士前期課程プログラ

ムが定める授業科目を履修し、所定の単位（３４単

位）を取得すると共に、修士論文の審査及び試験に

合格することが修士(工学)の学位授与の必要要件

である。修士論文の審査及び試験は、下記の能力を

身につけているかどうかを基に行われる。 

（１）機械電気システム工学分野を構成する材

料、エネルギー、情報、システムのいずれかの領域

において、深い知識を他領域の知識と関連づけな

がら修得し、グローバル社会の諸問題を解決する

ために活用できる。 

（２）機械電気システム工学分野を構成する材

料、エネルギー、情報、システムのいずれかの領域

において自ら設定した主題に対して、必要な情報

を文献調査、実験等の適切な方法を用いて収集し、

他の領域の知識と関連づけながら活用し、客観的

に分析しながら論理的、批判的に考察し判断する

ことができる。 

（３）機械電気システム工学分野の深い知識や

意見について、英語を用いて他者と議論を行うこ

とができる。 

（４）機械電気システム工学分野のいずれかの

（3 ページ） 

１－２－１－２ ディプロマ・ポリシー 

工学研究科博士課程前期のディプロマ・ポリシ

ーは、次のとおりである。 

所定の期間在学し、工学研究科のカリキュラム・

ポリシーに沿って設定した博士前期課程プログラ

ムが定める授業科目を履修し、所定の単位（３４単

位）を取得すると共に、修士論文の審査及び試験に

合格することが修士(工学)の学位授与の必要要件

である。修士論文の審査及び試験は、下記の能力を

身につけているかどうかを基に行われる。 

械械分野と電気分野に跨る学際的な工学分野に

おいて、 

（１）当該分野の深い知識体系を他領域の知識と

関連づけながら修得し、変容するグローバル社会

の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）当該分野の必要な情報を適切な方法を用い

て収集し、他の工学領域の情報と関連づけながら

活用できる。 

（３）当該分野の深い知識や意見について、日本語

と英語を用いて他者と議論を行うことができる。 

（４）当該分野に関して、修得した深い知識、技能

ならびに経験を活かして、複眼的思考で自らの考

えを論理的に組み立て、表現することができる。 

（５）当該分野において、自ら設定した主題に対し

て、文献調査、実験等で収集した情報に基づき、客

観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断
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領域において修得した深い知識、技能ならびに経

験を活かして、複眼的思考で自らの考えを論理的

に組み立て、表現することができる。 

 

 

 

１－２－１－３ 学生が修得する能力 

学生は、（削除）「工業数学」「物理工学」「情報

処理」などの専門基礎知識および「設計生産」

「ロボティクス」「計測」「制御」「力学」「材料」

「イオニクス」「電磁気」「アクチュエータ」「エ

ネルギー」「デバイス」「回路」「通信」などの専

門知識をさらに深化させ、横断的に活用すること

で機械工学、電気・電子工学、情報工学、電気化

学工学などの既存の学問分野に囚われず、グロー

バルな視点で社会的ニーズに基づく課題を発見

し、論理的思考に従ってその本質を把握し、自ら

の専門能力を総合的に駆使して、関連する専門分

野の知識も総合して適切に解決し、その成果を社

会に発信し還元できる能力を修得する。 

 

 

 

（略） 

 

１－２－２－２ ディプロマ・ポリシー 

工学研究科博士課程後期のディプロマ・ポリシ

ーは、次のとおりである。 

所定の期間在学し、工学研究科のカリキュラム・

ポリシーに沿って設定した博士後期課程プログラ

ムが定める授業科目を履修し、所定の単位（２４単

位）を取得すると共に、博士論文の審査及び試験に

合格することが博士(工学)の学位授与の必要要件

である。博士論文の審査及び試験は、下記の能力を

身につけているかどうかを基に行われる。 

することができる。 

（６）当該分野に関する学びを通じ、変容するグロ

ーバル社会の諸問題に継続的に関心を示し、その

問題の解決のために多様な他者と協働しながら粘

り強く自律的な社会人として行動できる。 

 

１－２－１－３ 学生が修得する能力 

学生は、「材料」「エネルギー」「情報」「システ

ム」の４分野から専門領域を選択し、「工業数

学」「物理工学」「情報処理」などの専門基礎知識

および「設計生産」「ロボティクス」「計測」「制

御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」「ア

クチュエータ」「エネルギー」「デバイス」「回

路」「通信」などの専門知識をさらに深化させ、

横断的に活用することで機械工学、電気・電子工

学、情報工学、電気化学工学などの既存の学問分

野に囚われず、グローバルな視点で社会的ニーズ

に基づく課題を発見し、論理的思考に従ってその

本質を把握し、自らの専門能力を総合的に駆使し

て、関連する専門分野の知識も総合して適切に解

決し、その成果を社会に発信し還元できる能力を

修得する。 

 

（略） 

 

１－２－２－２ ディプロマ・ポリシー 

工学研究科博士課程後期のディプロマ・ポリシ

ーは、次のとおりである。 

所定の期間在学し、工学研究科のカリキュラム・

ポリシーに沿って設定した博士後期課程プログラ

ムが定める授業科目を履修し、所定の単位（２４単

位）を取得すると共に、博士論文の審査及び試験に

合格することが博士(工学)の学位授与の必要要件

である。博士論文の審査及び試験は、下記の能力を

身につけているかどうかを基に行われる。 
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（１）機械電気システム工学分野において、材料、

エネルギー、情報、システムの 4つの領域の深い知

識を相互に関連づけながら修得し、グローバル社

会の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）機械電気システム工学分野において、自ら設

定した主題に対して、必要な情報を文献調査、実験

等の適切な方法を用いて収集し、材料、エネルギ

ー、情報、システムの 4つの領域の知識と関連づけ

ながら活用し、客観的に分析しながら論理的、批判

的に考察し判断することができる。 

（３）機械電気システム工学分野の深い知識や意

見について、英語を用いて自分の意見を述べ、他者

と議論を行うことができる。 

（４）修得した機械電気システム工学分野の深い

知識、技能ならびに経験を活かして、複眼的思考で

自らの考えを論理的に組み立て、表現することが

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

１－２－２－３ 学生が修得する能力 

学生は、（削除）横断的に活用することで機械

工学、電気・電子工学、電気化学工学などの既存

の学問分野に囚われず、グローバルな視点で社会

的ニーズに基づく課題を発見し、論理的思考に従

ってその本質を把握し、自らの専門能力を総合的

に駆使して、関連する専門分野の知識も総合して

創造的かつ適切に解決し、さらにその成果を社会

に発信し当該分野をリードできる能力を修得す

る。 

 

機械分野と電気分野に跨る学際的な工学分野に

おいて 

（１）当該分野の深い知識体系を他領域の深い知

識と関連づけながら修得し、変容するグローバル

社会の諸問題を解決するために活用できる。 

（２）当該分野の必要な情報を適切な方法を用い

て収集し、工学のみならず人文社会領域の情報と

関連づけながら活用できる。 

（３）当該分野の深い知識や意見について、日本語

と英語を用いて他者と議論し理解を深めることが

できる。 

（４）当該分野に関して、修得した深い知識、技能

ならびに経験を活かして、複眼的思考で自らの考

えを論理的に組み立て、効果的に表現することが

できる。 

（５）当該分野において、自ら設定した主題に対し

て、文献調査、実験等で収集した情報に基づき、客

観的に分析しながら論理的、批判的に考察し判断

した結果を主張することができる。 

（６）当該分野に関する学びを通じ、変容するグロ

ーバル社会の諸問題に継続的に関心を示し、その

問題の解決のために多様な他者と協働しながら、

粘り強く自律的な社会人として行動できる。 

 

１－２－２－３ 学生が修得する能力 

学生は、「材料」「エネルギー」「情報」「システ

ム」の専門知識をさらに深化させ、横断的に活用

することで機械工学、電気・電子工学、電気化学

工学などの既存の学問分野に囚われず、グローバ

ルな視点で社会的ニーズに基づく課題を発見し、

論理的思考に従ってその本質を把握し、自らの専

門能力を総合的に駆使して、関連する専門分野の

知識も総合して創造的かつ適切に解決し、さらに

その成果を社会に発信し当該分野をリードできる

能力を修得する。 
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（略） 

 

４－１－１ 教育の目標 

「京都学園大学大学院学則」は、第 1 条の 2 に

おいて本大学院の目的を「学園の建学の精神を踏

まえて、教育基本法及び学校教育法に基づき、専門

分野における学術の理論及び応用を教授研究し、

その深奥を究めて、社会の進展に寄与することを

目的とする。」とし、第 1 条の 3において各研究科

の目的を定めている。 

学則における本研究科の目的は「専門分野にお

ける学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥

を究めて、社会の進展に寄与する」ことを目指し、

今般の工学研究科の設置においては、「次世代の機

械電気システムに必須の専門領域の高度な知識に

加え、多様な学問分野の動向と社会ニーズを踏ま

えた社会的ニーズの高い問題発見能力を有し、新

しい概念を“創造”することによって次世代の産業

の創出と新たな価値の創出に貢献できる技術者・

研究者を養成することを目的とする」とし、教育研

究の指導体制を構築する。 

 大学院前期課程は、「材料」「エネルギー」「情報」

「システム」の4つの系で構成されている。一方、

本学工学部において（削除）は「設計生産」「ロボ

ティクス」「計測」「制御」「力学」「材料」「イオニ

クス」「電磁気」「アクチュエータ」「エネルギー」

「デバイス」「回路」「通信」の13の専門分野から構

成されている。大学院前期課程における４つの系

と学部における13の分野との関係を（資料 １ 

図１）に示す。学部において選択した専門分野に関

わらず、博士課程前期では、より専門性を深めるこ

とを希望する系に属することができる。他大学の

一般的な学部との関係を（資料 １ 図２）に示

す。 

本学の博士課程前期への進学希望者としては主に

（略） 

 

４－１－１ 教育の目標 

「京都学園大学大学院学則」は、第 1 条の 2 に

おいて本大学院の目的を「学園の建学の精神を踏

まえて、教育基本法及び学校教育法に基づき、専門

分野における学術の理論及び応用を教授研究し、

その深奥を究めて、社会の進展に寄与することを

目的とする。」とし、第 1 条の 3において各研究科

の目的を定めている。 

学則における本研究科の目的は「専門分野にお

ける学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥

を究めて、社会の進展に寄与する」ことを目指し、

今般の工学研究科の設置においては、「次世代の機

械電気システムに必須の専門領域の高度な知識に

加え、多様な学問分野の動向と社会ニーズを踏ま

えた社会的ニーズの高い問題発見能力を有し、新

しい概念を“創造”することによって次世代の産業

の創出と新たな価値の創出に貢献できる技術者・

研究者を養成することを目的とする」とし、教育研

究の指導体制を構築する。 

 大学院前期課程は、「材料」「エネルギー」「情報」

「システム」の4つの系で構成されており、学生は

いずれかの系を選択して入学する。一方、本学工学

部において学生は「設計生産」「ロボティクス」「計

測」「制御」「力学」「材料」「イオニクス」「電磁気」

「アクチュエータ」「エネルギー」「デバイス」「回

路」「通信」の13の専門分野から適宜選択して履修

するプログラムとなっている。大学院前期課程に

おける４つの系と学部における13の分野との関係

を（資料 １ 図１）に示す。学部において選択し

た専門分野に関わらず、博士課程前期では、より専

門性を深めることを希望する系に属することがで

きる。他大学の一般的な学部との関係を（資料 １ 

図２）に示す。 



34 

機械工学科、電気・電子工学科、情報工学科の卒業

生を想定しているが、物理工学、工業数学、情報処

理技術などの工学分野の基礎科目を修得し、かつ

入学試験において入学を認められれば、化学系あ

るいは生物系の学科の卒業生も入学を認める。 

 

 

４－１－２ カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人

材を養成するために、以下の方針に基づいた教育

プログラムを実施する。 

（１）機械工学と電気工学に跨る学際領域の高度

な専門に関わる基幹科目と発展科目を修得させ、

多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）機械工学と電気工学に跨る学際領域の研究

分野関係科目（特別演習と特別研究）を通じて、専

門的知見に基づく主体的な行動力および問題解決

力を養成する。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭

発表、論文講読、論文作成、評論など専門分野のコ

ミュニケーション能力を養成する。 

（４）科学技術英語、基幹科目と発展科目の修得と

並行して、研究分野関係科目（特別演習と特別研

究）を連携させてコミュニケーション力、協働力、

課題発見力やリーダーシップを育む学修を行う。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

本学の博士課程前期への進学希望者としては主に

機械工学科、電気・電子工学科、情報工学科の卒業

生を想定しているが、物理工学、工業数学、情報処

理技術などの工学分野の基礎科目を修得し、かつ

入学試験において入学を認められれば、化学系あ

るいは生物系の学科の卒業生も入学を認める。 

 

４－１－２ カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人

材を養成するために、以下の方針に基づいた教育

プログラムを実施する。 

（１） 機械工学と電気工学に跨る学際領域の高

度な専門に関わる基幹科目と発展科目を

修得させ、多角的に真理を探究する力を

養成する。 

（２） 高度な専門に関わる基幹科目と発展科目

の修得と並行して、研究分野関係科目（特

別演習と特別研究）を通じて、専門的知見

に基づく主体的な行動力および問題解決

力を養成する。 

（３） 科学技術英語科目を修得させ、英語での

口頭発表、論文講読、論文作成、評論など

専門分野のコミュニケーション能力を養

成する。 

（４） 2 年間の教育課程では、科学技術英語、基

幹科目と発展科目の修得と並行して、研

究分野関係科目（特別演習と特別研究）を

連動させながら実践的かつ能動的に学修

する。 

（５） 科学技術英語と研究分野関係科目（特別

演習と特別研究）を連携させてコミュニ

ケーション力、協働力、課題発見力やリー

ダーシップを育む学修を行う。 

 

（略） 
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（9 ページ） 

基幹科目 

「先端機械電気システム工学通論」（必修）では、

材料、エネルギー、情報、システムの各先端分野に

おける機械電気システムに関わる重要な研究課題

を少なくとも１つ取り上げ、その概要を説明でき

る素養を修得する。 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数

学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、理論、

および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作を

ゲートレベルの原理から理解するのに十分な知識

と技術を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物

理工学分野および無機材料関連分野の知識の融

合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子

論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手

法を材料の観点から学び、MEMS を自力で設計する

ための技術・知識を修得する。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に

関するスキルと知識を学修し、典型的な風力ター

ビン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of 

Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプティクス，

深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用

な技術について修得する。 

 

発展科目 

「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられ

る計算手法を取り上げ、関連分野の知識を融合・深

化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と

応用に関する先進的な知識を修得する。 

「リモートセンシング」では、リモートセンシン

グの基本概念と特性、原理について修得し、リモー

トセンシングがさまざまな分野でどのように適用

（7 ページ） 

基幹科目 

「先端機械電気システム工学通論」では、材料、

エネルギー、情報、システムの各先端分野における

機械電気システムに関わる重要な研究課題を少な

くとも１つ取り上げ、その概要を説明できる素養

を修得する。 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数

学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、理論、

および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作を

ゲートレベルの原理から理解するのに十分な知識

と技術を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物

理工学分野および無機材料関連分野の知識の融

合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子

論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手

法を材料の観点から学び、MEMS を自力で設計する

ための技術・知識を修得する。 

「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられ

る計算手法を取り上げ、関連分野の知識を融合・深

化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と

応用に関する先進的な知識を修得する。 

 

 

 

 

発展科目 

 

 

 

 

「リモートセンシング」では、リモートセンシン

グの基本概念と特性、原理について修得し、リモー

トセンシングがさまざまな分野でどのように適用
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されているかについても理解を深める。 

「システム設計論」では、人が利用するシステム

を対象にする場合に適用することのできる設計理

論について修得する。 

（削除） 

 

 

 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロ

ニクスの開発と最先端技術の進歩を支える基盤技

術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデ

リングを修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプ

ト言語と仮想マシンの設計と実装について修得

し、これらの言語がどのように実装されているか

を理解することで、プログラミング全般に関する

知識と技術水準を引き上げる。 

（削除） 

 

 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピ

ュータ支援設計」では、静的および過渡的シミュレ

ーションを使用した半導体の設計および解析方

法、マルチチップハウジングの電気的・熱的モデリ

ングを修得する。 

（略） 

 

４－２－３ カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人

材を養成するために、以下の方針に基づいた教育

プログラムを実施する。 

（１）機械電気システム工学分野の材料、エネルギ

ー、情報、システムの４つの領域の高度な知識を修

得させ、多角的に真理を探究する力を養成する。 

（２）機械電気システム工学分野における研究分

されているかについても理解を深める。 

「システム設計論」では、人が利用するシステム

を対象にする場合に適用することのできる設計理

論について修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of 

Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプティクス，

深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用

な技術について修得する。 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロ

ニクスの開発と最先端技術の進歩を支える基盤技

術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデ

リングを修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプ

ト言語と仮想マシンの設計と実装について修得

し、これらの言語がどのように実装されているか

を理解することで、プログラミング全般に関する

知識と技術水準を引き上げる。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に

関するスキルと知識を学修し、典型的な風力ター

ビン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピ

ュータ支援設計」では、静的および過渡的シミュレ

ーションを使用した半導体の設計および解析方

法、マルチチップハウジングの電気的・熱的モデリ

ングを修得する。 

（略） 

 

４－２－３ カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーに掲げた能力を有する人

材を養成するために、以下の方針に基づいた教育

プログラムを実施する。 

（１） 機械工学と電気工学に跨る学際領域の高

度な専門に関わる総合的な研究指導によ

り多角的に真理を探究する力を養成す

る。 
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野関係科目（特別演習と特別研究）を通じて、高度

な専門的知見に基づく主体的な行動力および問題

解決力、創造力を養成する。 

（３）科学技術英語科目を修得させ、英語での口頭

発表、論文講読、論文作成、評論など専門分野の高

度なコミュニケーション能力を養成する。 

（４）科学技術英語、機械電気システム工学分野科

目の修得と並行して、研究分野関係科目（特別演習

と特別研究）を連携させて高度なコミュニケーシ

ョン力、協働力、課題発見力やリーダーシップを育

む学修を行う。 

博士課程後期での学修は、博士課程前期の教育

での学修成果を踏まえて、高度な学術情報、先端技

術の動向をいち早く分析し、独創的な観点に立っ

た研究課題を設定して積極的な研究の遂行を目指

すものである。 

機械電気システム工学専攻では、機械電気シス

テム工学分野を４つの専門領域（材料、エネルギ

ー、情報、システム）に分類する。博士課程後期で

は、専門科目として、これら４領域の一つ一つに焦

点をあてた 4 つの講義「機械電気システム特論（材

料）」、「機械電気システム特論（エネルギー）」、「機

械電気システム特論（情報）」、「機械電気システム

特論（システム）」を開講し、必修とする。「機械電

気システム特論（材料）」は機械電気システム工学

分野における材料工学領域、機械電気システム特

論（エネルギー）」は機械電気システム工学分野に

おけるエネルギー工学領域、「機械電気システム特

論（情報）」は機械電気システム工学分野における

情報工学領域、「機械電気システム特論（システ

ム）」は機械電気システム工学分野におけるシステ

ム工学領域、の先端科学および先端技術に関する

最先端のトピックスを題材にして深く掘り下げる

と共に、他の３領域との関連にも言及し、４領域を

相互に関連付けて問題解決に取組む素養を修得す

（２） 特別演習と特別研究を通じて、高度な専

門的知見に基づく主体的な行動力および

問題解決力を養成する。 

（３） 3 年間の教育課程では、特別演習と特別研

究により実践的かつ能動的に学修する。 

（４） 特別演習と特別研究や学会発表などを連

携させてコミュニケーション力、協働力、

課題発見力やリーダーシップを育む学修

を行う。 

 

 

博士課程後期での学修は、博士課程前期の教育

での学修成果を踏まえて、高度な学術情報、先端技

術の動向をいち早く分析し、独創的な観点に立っ

た研究課題を設定して積極的な研究の遂行を目指

すものである。開講する科目は「博士課程後期特別

演習Ⅰ～Ⅵ」「博士課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ」の２

つに区分され、全ての科目を必修とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



38 

る講義を行う。修了に必要な単位は８単位であり、

自分が所属する領域を含め、機械電気システム工

学分野を構成する全ての領域について専門的で最

先端の知識を修得する。 

 

博士課程後期では、その他に下記の講義を開講

する。 

 

「大学院エンジニアのためのコンピュータ数

学」では、コンピュータ科学の基本的な概念、理論、

および数学的手法を理解し、単純な CPU の動作を

ゲートレベルの原理から理解するのに十分な知識

と技術を修得する。 

「エレクトロニクス材料の物理と化学」では、物

理工学分野および無機材料関連分野の知識の融

合・深化を通じて、エレクトロニクス材料の電子

論、構造および機能性を修得する。 

「MEMS 技術と材料」では、MEMS の設計・製作手

法を材料の観点から学び、MEMS を自力で設計する

ための技術・知識を修得する。 

「風力発電テクノロジー」では、風力発電技術に

関するスキルと知識を学修し、典型的な風力ター

ビン構造とそれらの分析・制御方法を修得する。 

「ロボティクス特論」では、Remote Center of 

Motion （RCM）機構の設計・解析，ハプティクス，

深層学習などロボティクスにおいて先端的で有用

な技術について修得する。 

「計算材料科学特論」では、材料科学で用いられ

る計算手法を取り上げ、関連分野の知識を融合・深

化し、これらの代表的な計算手法の理論的背景と

応用に関する先進的な知識を修得する。 

「リモートセンシング」では、リモートセンシン

グの基本概念と特性、原理について修得し、リモー

トセンシングがさまざまな分野でどのように適用

されているかについても理解を深める。 
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「システム設計論」では、人が利用するシステム

を対象にする場合に適用することのできる設計理

論について修得する。 

「半導体電力変換技術」では、パワーエレクトロ

ニクスの開発と最先端技術の進歩を支える基盤技

術、パワー半導体デバイスの概要、熱管理と熱モデ

リングを修得する。 

「半導体パワーデバイスとモジュールのコンピ

ュータ支援設計」では、静的および過渡的シミュレ

ーションを使用した半導体の設計および解析方

法、マルチチップハウジングの電気的・熱的モデリ

ングを修得する。 

「スクリプト言語と仮想マシン」では、スクリプ

ト言語と仮想マシンの設計と実装について修得

し、これらの言語がどのように実装されているか

を理解することで、プログラミング全般に関する

知識と技術水準を引き上げる。 

 

語学科目として英語での口頭発表、論文講読、論

文作成、評論など専門分野のコミュニケーション

能力を養成するための科目として「科学技術英語

Ⅲ、Ⅳ」を開講し、必修とする。 

「科学技術英語Ⅲ」では、国際学会で効果的な口頭

発表や意見を発するためのプレゼンテーションス

キルを修得する。 

「科学技術英語Ⅳ」では、論文作成に必要なライテ

ィングスキルを修得する。 

 

研究分野関係科目として、自ら設定した主題の

解決に取組む「特別演習Ⅰ～Ⅵ」、「特別研究Ⅰ～

Ⅵ」を開講し、必修とする。 

「特別演習Ⅰ～Ⅵ」：研究テーマに関する論文講読

や専門知識の修得などを通じて問題解決法の修得

を目的とする科目 

「特別研究Ⅰ～Ⅵ」：修士論文作成にあたっての論
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文作成指導、各自の研究テーマに基づく実験・実習

指導などを通じて問題解決を実践する科目。 

 

これらの科目の単位修得によりディプロマ・ポ

リシーの達成を目指す。 

 

（略） 

（16 ページ） 

「博士課程前期特別演習」・「博士課程前期特別研

究」は全科目必修科目であり、「博士課程前期特別

研究」と「博士課程前期特別演習」を通じて、研究

科生が所属する研究室の指導教員が保有する高度

な見識と研究手法を修得するためのもので、「専門

科目」の講義の学修と並行して各自の学問基盤を

持たせる。 

 所属する研究室の「博士課程前期特別演習」は研

究テーマに関する論文講読や専門知識の修得など

を通じて問題解決法の修得を目的とする科目で、

「博士課程前期特別研究」は修士論文作成にあた

っての論文作成指導、各自の研究テーマに基づく

実験・実習指導などを通じて問題解決を実践する

ものである。「修士論文」の指導にあたっては、主

研究指導教員と副研究指導教員（複数）による研究

指導体制をとり、２年間を通じて行う。 

「資料５ 博士課程前期のカリキュラムマップ」

および「資料６ 博士課程前期の電気自動車志望者

およびロボット分野志望者の履修モデル」を示す。

まず、「表１ 系の教員構成と専門分野」に示した

ように、教員はこの 4 つの専門領域のどれかに所

属するが、研究分野は所属する専門領域に限定さ

れるものではなく、ほとんどの教員は複数の専門

領域に跨って分野横断的に研究を行っていて、学

部の授業担当についても分野横断的である教員が

多い。 

資料５は博士課程前期のカリキュラムマップで

 

 

 

これらの科目の単位修得によりディプロマ・ポ

リシーの達成を目指す。 

 

（略） 

（12 ページ） 

「博士課程前期特別演習」・「博士課程前期特別研

究」は全科目必修科目であり、「博士課程前期特別

研究」と「博士課程前期特別演習」を通じて、研究

科生が所属する研究室の指導教員が保有する高度

な見識と研究手法を修得するためのもので、「専門

科目」の講義の学修と並行して各自の学問基盤を

持たせる。 

 所属する研究室の「博士課程前期特別演習」は研

究テーマに関する論文講読や専門知識の修得など

を通じて問題解決法の修得を目的とする科目で、

「博士課程前期特別研究」は修士論文作成にあた

っての論文作成指導、各自の研究テーマに基づく

実験・実習指導などを通じて問題解決を実践する

ものである。「修士論文」の指導にあたっては、主

研究指導教員と副研究指導教員（複数）による研究

指導体制をとり、２年間を通じて行う。 
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あり、学生は、将来の進路希望を踏まえて、指導教

員を選び、指導教員の所属する専門領域の専門科

目を中心に履修する。しかし、機械電気システム工

学専攻内の 4 領域は、教員の研究分野が領域横断

型であることから明らかなように、密接に連携し

ており、自分の志望する専門領域の科目の履修に

加えて、他の専門領域の科目を履修することが必

要である。このため、基幹科目から８単位、発展科

目から４単位を履修することを修了要件とした。

学生は履修計画の策定時に、指導教員の履修指導

に基づき、自分の志望する専門領域以外の科目を

修得できる教育課程とした。 

資料６は、電気自動車分野およびロボット分野

を志望する博士課程前期の学生が履修するモデル

である。電気自動車分野を志望する学生は、指導教

員として「エネルギー」系の教員を選択し、指導教

員が所属する「エネルギー」系の専門科目を中心に

履修しつつ、分野横断的に「材料」、「システム」、

「情報」の各専門領域の科目も選択し履修する。ロ

ボット分野を志望する学生が、指導教員として「シ

ステム」系の教員を選択し、指導教員が所属する

「システム」系の専門科目を中心に履修しつつ、分

野横断的に「材料」、「エネルギー」、「情報」の

各専門領域の科目も選択し履修する。学生は、希望

する専門領域に応じて指導教員を選択し、指導教

員の専門領域の専門科目を中心に履修するが、分

野横断的に履修する科目については、指導教員の

アドバイスを基に学生が選択する。 

 

（略） 

（20 ページ） 

６－２－１ 教育方法 

博士課程後期の学生は、１年次から修了まで１

つの研究室に所属し、主研究指導教員の指導のも

と、各自の研究テーマを設定し、博士論文を作成す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（16 ページ） 

６－２－１ 教育方法 

専攻内に「博士課程後期特別演習Ⅰ～Ⅵ」「博士

課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ」を配置し、全ての科目を

必修とする。 
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る。「表１ 系の教員構成と専門分野」に示したよ

うに、教員はこの 4 つの専門領域のどれかに所属

するが、研究分野は所属する専門領域に限定され

るものではなく、ほとんどの教員は複数の専門領

域に跨って分野横断的に研究を行っていて、学部

の授業担当についても分野横断的である教員が多

い。 

改訂資料５博は博士課程後期のカリキュラムマ

ップであり、学生は、将来の進路希望を踏まえて、

指導教員を選び、指導教員の所属する専門領域の

専門科目を中心に履修する。しかし、機械電気シス

テム工学専攻内の 4 領域は、教員の研究分野が領

域横断型であることから明らかなように、密接に

連携しており、自分の志望する専門領域の科目の

履修に加えて、他の専門領域の科目を履修するこ

とが必要である。このため、４つの領域ごとに設け

た専門４科目「機械電気システム工学特論（材

料）」、「機械電気システム工学特論（エネルギー）」、

「機械電気システム工学特論（情報）」、「機械電気

システム工学特論（システム）」８単位を履修し修

得することを修了要件とした。自分の専門とする

領域のみでなく、「材料」「エネルギー」「情報」「シ

ステム」の全ての領域の知識を深めると共に、関連

する系の専門知識を理解し、自らの研究課題の遂

行に応用させる。「科学技術英語」は、２科目必修

とする。学生は履修計画の策定時に、指導教員の履

修指導に基づき、自分の志望する専門領域以外の

専門科目も修得できる教育課程とした。 

専攻内に「博士課程後期特別演習Ⅰ～Ⅵ」「博士

課程後期特別研究Ⅰ～Ⅵ」を配置し、全ての科目を

必修とする。 
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（新旧対照表）教育課程の概要 

新 旧 

 

科目区分 授業科目の名称 

基
幹
科
目 

先端機械電気システム工学通論 

大学院エンジニアのためのコンピュータ数学 

エレクトロニクス材料の物理と化学 

MEMS 技術と材料 

ロボティクス特論 

風力発電テクノロジー 

発
展
科
目 

リモートセンシング 

システム設計論 

計算材料科学特論 

半導体電力変換技術 

スクリプト言語と仮想マシン 

半導体パワーデバイスとモジュールのコンピュー

タ支援設計 

  

科
学
技
術

英
語 

科学技術英語Ⅲ 

科学技術英語Ⅳ 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 

３．入学者選抜の内容が不明確 

「入学者選抜の概要」の説明において、博士前期課程及び後期課程では、１つの入試方法

が示されているが、学部新卒者、社会人、外国人留学生等の異なる経験や資質の者を適切

に選抜する方法として妥当なのか不明確であるため、妥当性を明確にするか修正するこ

と。【２課程共通】 

 

（対応） 

博士課程前期および博士課程後期への入学・進学希望者は、出願前に指導を希望する教

員を選び、自分の研究分野と指導を希望する教員の専門分野とのマッチングを確認した上

で、出願手続（出願資格審査含む）および入学試験を経て入学する。なお、大学院課程前

期および博士課程後期への入学は入学試験として「面接諮問」「書類審査」により合否判

定を行う。 

博士課程前期への入学希望者として、工学部機械電気システム工学科からの内部進学学

生の他に、国内の学部新卒者・既卒者、海外からの学部新卒者・既卒者、国内在住の社会

人を想定する。また、博士課程後期への入学希望者として、大学院工学研究科機械電気シ

ステム工学専攻博士課程前期からの内部進学学生の他に、国内の修士課程の新卒者・既卒

者、海外からの修士課程の新卒者・既卒者、国内在住の社会人を想定する。 

博士課程前期および博士課程後期のいずれにおいても、ご指摘の通り多様な入学・進学

希望者に対応した入学試験を課す必要がある。事前のマッチングでは、提出する CVを参

考にしつつ、入学希望者の研究分野と指導を希望する教員の専門分野との整合性を確認す

る。次に、出願時に提出された成績表や志望理由書、研究計画などを踏まえて、それぞれ

の学生に適した内容の面接諮問を複数教員により行う。面接諮問では、画一的な質問をす

るのではなく、志願者のバックグラウンドの違いを考慮して複数の教員が多面的な視点か

ら志願者の資質と学習意欲を評価する質問を行う。審査意見として、「博士前期課程及び

後期課程では、１つの入試方法が示されているが、学部新卒者、社会人、外国人留学生等

の異なる経験や資質の者を適切に選抜する方法として妥当なのか不明確である」との指摘

に対する対応として、以下、多様な入学・進学希望者に応じた入学試験（面接試問・書類

審査）の具体的な方法について記載するとともに、工学研究科の入学試験方法の妥当性に

ついて述べる。 

書類審査については、出願資格の一般的な事務的確認ののち、専攻長および複数の教員

で、志望理由書および研究計画書を厳正に審査する。続いて、指導希望教員との専門分野

の事前マッチングの妥当性についても審査するとともに、成績証明書から履修状況（履修

科目や GPA）の審査（博士課程前期：学部の成績、博士課程後期：学部および博士課程前

期の成績）を行う。外国人留学生の場合、TOEFL などの外部英語試験の成績証明から英語

力の審査を行う。なお、必要な英語力として出願水準（TOEFL iBT:80, ELTS: 6.0, PTE: 
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50）を設定する。入試要項には明記しないが、日本人学生についての外部英語試験の成績

は、面接時の英語能力を判断するための諮問内容に英語を含めるか判断する目安とする。

なお、日本人学生については、日本国内で浸透している外部英語試験である TOEIC の成績

証明（出願水準：７３０点）も有効とする。 

（2020 年 4 月入学の日本人向け大学院入学試験については、認可後でないと募集要項を

発表できず周知にも一定期間の時間的猶予を要することに加えて、出願期間までに希望す

る指導教員と事前マッチングを終えておく必要があり、入学希望者にとって外部英語試験

を受験する時間的猶予がほとんど存在しない恐れがある。このため、2020 年 4 月入学の日

本人向け大学院入学試験については、外部英語試験の成績証明提出を免除する。この一方

で、成績証明書から英語の履修状況や成績で英語の能力を審査し、面接諮問の諮問項目と

して英語能力を判断する諮問を含めるか判断する。） 

 

志望理由書や研究計画書、推薦状、追加必要書類の要件をまとめたのが下記の表であ

る。外国人留学生については、出身大学の教員などのからの推薦状の提出も求める。ま

た、博士課程後期では、業績調書（日本人）や修論研究の概要（外国人）についても必要

書類として提出を求める。このように、前期・後期の違いや志願者のバックグラウンドの

違いによって、出願書類も異なる。 

なお、この一連の過程で基礎学力や専門能力に疑義が生じた場合は、志願者が志望する

専門分野に関する学力試験を課すこともある。入試要項には明示しないが、学力試験を課

す条件として、2.0 以下の GPA を目安とする。博士課程前期の入学希望者については、学

部の GPA が 2.0 以下を学力試験を課す目安とし、博士課程後期の入学希望者については、

学部および博士課程前期の GPA がいずれか一方が 2.0 以下であることを学力試験を課す目

安とする。学力試験の科目は「数学」「専門科目」とし、このうち「専門科目」試験につ

いては工業力学、電磁気から１科目を選択する。 

 

 志望理由書 研究計画書 推薦状 追加必要書類 
博士課程前期（日

本人） 
１ページ ３ページ 不要 英語成績証明 

博士課程前期（外
国人） 

400～500 ワード ３ページ 必要 英語成績証明 

博士課程後期（日
本人） 

１ページ ５ページ 不要 英語成績証明 
業績調書 

博士課程後期（外
国人） 

１ページ ５ページ 必要 英語成績証明 
修論研究の概要 

     

注：A4 サイズあるいはレターサイズでのページ数。書類作成の言語については、博士課

程前期（日本人）および博士課程後期（日本人）は日本語、博士課程前期（外国人）およ

び博士課程後期（外国人）は英語である。なお、事前マッチングにて CVは提出されてい

る。 
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面接諮問についても同様に志願者のバックグラウンドの違いによって、複数の教員が以

下の点について厳正に試問を行う。 

・博士課程前期 面接諮問 

内部進学学生： 

履修科目「研究室プロジェクト」（いわゆる卒業研究）の進捗状況および前期課程進学

後の研究計画、修了後の進路 

国内他大学の学部新卒者・既卒者： 

志望動機（京都先端科学大学を志望する理由も含む）、卒業研究の内容、進捗状況（あ

るいは見通し）、指導予定教員の希望および入学後の研究計画の紹介、英語能力、修了

後の進路、経済的状況（奨学金の要否） 

外国人留学生： 

志望動機（日本国および京都先端科学大学を志望する理由も含む）、英会話力および物

理学の素養の確認を含めて、卒業研究の内容あるいは実験（研究）経験の確認、指導予

定教員の希望および入学後の研究計画の紹介、修了後の進路、経済的状況（奨学金の要

否） 

社会人： 

志望動機、過去の卒業研究の内容、職務経歴および研究開発経験の確認、指導予定教員

の希望および入学後の研究計画の紹介、研究内容と業務内容の関係、長期履修制度利用

の希望、修了後の進路 

 

・博士課程後期 面接諮問 

内部進学学生： 

履修科目「特別研究」（いわゆる修士論文研究）の進捗状況および後期課程進学後の研

究計画、修了後の進路 

他大学からの入学希望者： 

志望動機（京都先端科学大学を志望する理由も含む）、修士論文の研究内容および研究

業績の確認、受入予定教員の希望の確認および入学後の研究計画の紹介、修了後の進路、

経済的状況（奨学金の要否） 

外国人留学生： 

志望動機（日本国および京都先端科学大学を志望する理由も含む）、英会話力および専

門領域の素養の確認を含めて、修士論文の研究内容および研究業績の確認、指導予定教

員の希望および入学後の研究計画の紹介、修了後の進路、経済的状況（奨学金の要否） 

社会人： 

志望動機、過去の修士論文の研究内容、職務経歴および研究開発経験の確認、指導予定

教員の希望および入学後の研究計画の紹介、長期履修制度利用の有無の確認、博士論文

予備審査レベルの論文草稿の有無の確認、研究内容と業務内容の関係、大学に来て指導
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を受けられる日数（週に何日あるいは月に何日）、修了後の進路 

 

上記の書類審査および面接諮問を経たのち、最終的な合否判定は複数教員による合議に

より行われる。博士課程前期および博士課程後期のいずれの入学試験においても、入学希

望者のバックグラウンドを考慮し入学希望者一人一人に向き合いながら、丁寧かつ厳格に

審査する体制となっている。この方法はきわめて多大な労力を必要とするが、最も確実に

入学希望者の資質と学習意欲を判断する方法である。 

 

大学院審査意見のご指摘にしたがい、入学希望者の多様なバックグラウンドに対応した

入学試験方法の詳細を示した。また、９－３節にこの詳細を追記した。この詳細の明示に

より、工学研究科博士課程前期およびの工学研究科博士課程後期の入学試験方法の妥当性

が明瞭になったと確信する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（27 ページ） 

９－３ 入学者選抜の概要 

上記アドミッション・ポリシー及び求める人物像

に基づき、学生募集を実施する。 

入学試験（第１回・第２回） 

博士課程前期は「面接諮問」「書類審査」により

合否判定を行う（必要により筆記試験を行う場合も

ある）。出願に先立ち、必ず専攻（領域）の指導教

員に対し事前相談を行い、研究分野に齟齬がないか

確認する機会を設けることとする。 

博士課程後期は「面接諮問」「書類審査」により

合否判定を行う（必要により筆記試験を行う場合も

ある）。出願に先立ち、必ず専攻（領域）の指導教

員に対し事前相談を行い、研究分野に齟齬がないか

確認する機会を設けている。 

 

募集要項の概要については、本学入学センターで

原案を策定し、研究科委員会の議を経て学長が決定

する。試験問題の作成及び採点については、試験科

目ごとに行う。試験の実施については実施責任者で

（21 ページ） 

９－３ 入学者選抜の概要 

上記アドミッション・ポリシー及び求める人物

像に基づき、学生募集を実施する。 

入学試験（第１回・第２回） 

博士課程前期は「面接諮問」「書類審査」により

合否判定を行う（必要により筆記試験を行う場合

もある）。出願に先立ち、必ず専攻（領域）の指導

教員に対し事前相談を行い、研究分野に齟齬がな

いか確認する機会を設けることとする。 

博士課程後期は「面接諮問」「書類審査」により

合否判定を行う（必要により筆記試験を行う場合

もある）。出願に先立ち、必ず専攻（領域）の指導

教員に対し事前相談を行い、研究分野に齟齬がな

いか確認する機会を設けている。 

 

募集要項の概要については、本学入学センター

で原案を策定し、研究科委員会の議を経て学長が

決定する。試験問題の作成及び採点については、

試験科目ごとに行う。試験の実施については実施
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ある学長の下で入学センターが総括する。合否判定

については、研究科で合否案を提出し、学長が最終

決定する。 

 

入学選抜方法の詳細については、以下のとおりと

する。 

博士課程前期および博士課程後期への入学・進学

希望者は、出願前に指導を希望する教員を選び、自

分の研究分野と指導を希望する教員の専門分野と

のマッチングを確認した上で、出願手続（出願資格

審査含む）および入学試験を経て入学する。なお、

大学院課程前期および博士課程後期への入学は入

学試験として「面接諮問」「書類審査」により合否

判定を行う。 

博士課程前期への入学希望者として、工学部機械

電気システム工学科からの内部進学学生の他に、国

内の学部新卒者・既卒者、海外からの学部新卒者・

既卒者、国内在住の社会人を想定する。また、博士

課程後期への入学希望者として、大学院工学研究科

機械電気システム工学専攻博士課程前期からの内

部進学学生の他に、国内の修士課程の新卒者・既卒

者、海外からの修士課程の新卒者・既卒者、国内在

住の社会人を想定する。 

博士課程前期および博士課程後期のいずれにお

いても、多様な入学・進学希望者に対応した入学試

験を課す必要がある。事前のマッチングでは、提出

する CV を参考にしつつ、入学希望者の研究分野と

指導を希望する教員の専門分野との整合性を確認

する。次に、出願時に提出された成績表や志望理由

書、研究計画などを踏まえて、それぞれの学生に適

した内容の面接諮問を複数教員により行う。面接諮

問では、画一的な質問をするのではなく、志願者の

バックグラウンドの違いを考慮して複数の教員が

多面的な視点から志願者の資質と学習意欲を評価

する質問を行う。 

責任者である学長の下で入学センターが総括す

る。合否判定については、研究科で合否案を提出

し、学長が最終決定する。 
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書類審査については、出願資格の一般的な事務的

確認ののち、専攻長および複数の教員で、志望理由

書および研究計画書を厳正に審査する。続いて、指

導希望教員との専門分野の事前マッチングの妥当

性についても審査するとともに、成績証明書から履

修状況（履修科目や GPA）の審査（博士課程前期：

学部の成績、博士課程後期：学部および博士課程前

期の成績）を行う。外国人留学生の場合、TOEFL な

どの外部英語試験の成績証明から英語力の審査を

行う。なお、必要な英語力として出願水準（TOEFL 

iBT:80, ELTS: 6.0, PTE: 50）を設定する。入試要

項には明記しないが、日本人学生についての外部英

語試験の成績は、面接時の英語能力を判断するため

の諮問内容に英語を含めるか判断する目安とする。

なお、日本人学生については、日本国内で浸透して

いる外部英語試験である TOEIC の成績証明（出願水

準：７３０点）も有効とする。 

（なお、2020 年 4 月入学の日本人向け大学院入学

試験については、認可後でないと募集要項を発表で

きず周知にも一定期間の時間的猶予を要すること

に加えて、出願期間までに希望する指導教員と事前

マッチングを終えておく必要があり、入学希望者に

とって外部英語試験を受験する時間的猶予がほと

んど存在しない恐れがある。このため、2020 年 4 月

入学の日本人向け大学院入学試験については、外部

英語試験の成績証明提出を免除する。この一方で、

成績証明書から英語の履修状況や成績で英語の能

力を審査し、面接諮問の諮問項目として英語能力を

判断する諮問を含めるか判断する。） 

志望理由書や研究計画書、推薦状、追加必要書類

の要件をまとめたのが下記の表である。外国人留学

生については、出身大学の教員などのからの推薦状

の提出も求める。また、博士課程後期では、業績調

書（日本人）や修論研究の概要（外国人）について

も必要書類として提出を求める。このように、前期・
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後期の違いや志願者のバックグラウンドの違いに

よって、出願書類も異なる。 

なお、この一連の過程で基礎学力や専門能力に疑

義が生じた場合は、志願者が志望する専門分野に関

する学力試験を課すこともある。入試要項には明示

しないが、学力試験を課す条件として、2.0 以下の

GPA を目安とする。博士課程前期の入学希望者につ

いては、学部の GPA が 2.0 以下を学力試験を課す目

安とし、博士課程後期の入学希望者については、学

部および博士課程前期の GPAがいずれか一方が 2.0

以下であることを学力試験を課す目安とする。学力

試験の科目は「数学」「専門科目」とし、このうち

「専門科目」試験については工業力学、電磁気から

１科目を選択する。 

 
 志

望 理
由書 

研
究計
画書 

推
薦状 

追 加 必
要書類 

博士課程前期
（日本人） 

１ペ
ージ 

３ペ
ージ 

不
要 

英語成績
証明 

博士課程前期
（外国人） 

400～
500 
ワー
ド 

３ペ
ージ 

必
要 

英語成績
証明 

博士課程後期
（日本人） 

１ペ
ージ 

５ペ
ージ 

不
要 

英語成績
証明 

業績調書 
博士課程後期
（外国人） 

１ペ
ージ 

５ペ
ージ 

必
要 

英語成績
証明 

修論研究
の概要 

注：A4 サイズあるいはレターサイズでのページ

数。書類作成の言語については、博士課程前期（日

本人）および博士課程後期（日本人）は日本語、博

士課程前期（外国人）および博士課程後期（外国人）

は英語である。なお、事前マッチングにて CV は提

出されている。 

 

面接諮問についても同様に志願者のバックグラ

ウンドの違いによって、複数の教員が以下の点につ

いて厳正に試問を行う。 

・博士課程前期 面接諮問 

内部進学学生： 

履修科目「研究室プロジェクト」（いわゆ
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る卒業研究）の進捗状況および前期課程進

学後の研究計画、修了後の進路 

国内他大学の学部新卒者・既卒者： 

志望動機（京都先端科学大学を志望する理

由も含む）、卒業研究の内容、進捗状況（あ

るいは見通し）、指導予定教員の希望およ

び入学後の研究計画の紹介、英語能力、修

了後の進路、経済的状況（奨学金の要否） 

外国人留学生： 

志望動機（日本国および京都先端科学大学

を志望する理由も含む）、英会話力および

物理学の素養の確認を含めて、卒業研究の

内容あるいは実験（研究）経験の確認、指

導予定教員の希望および入学後の研究計

画の紹介、修了後の進路、経済的状況（奨

学金の要否） 

社会人： 

志望動機、過去の卒業研究の内容、職務経

歴および研究開発経験の確認、指導予定教

員の希望および入学後の研究計画の紹介、

研究内容と業務内容の関係、長期履修制度

利用の希望、修了後の進路 

 

・博士課程後期 面接諮問 

内部進学学生： 

履修科目「特別研究」（いわゆる修士論文研

究）の進捗状況および後期課程進学後の研

究計画、修了後の進路 

他大学からの入学希望者： 

志望動機（京都先端科学大学を志望する理

由も含む）、修士論文の研究内容および研究

業績の確認、受入予定教員の希望の確認お

よび入学後の研究計画の紹介、修了後の進

路、経済的状況（奨学金の要否） 

外国人留学生： 
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志望動機（日本国および京都先端科学大学

を志望する理由も含む）、英会話力および専

門領域の素養の確認を含めて、修士論文の

研究内容および研究業績の確認、指導予定

教員の希望および入学後の研究計画の紹

介、修了後の進路、経済的状況（奨学金の要

否） 

社会人： 

志望動機、過去の修士論文の研究内容、職務

経歴および研究開発経験の確認、指導予定

教員の希望および入学後の研究計画の紹

介、長期履修制度利用の有無の確認、博士論

文予備審査レベルの論文草稿の有無の確

認、研究内容と業務内容の関係、大学に来て

指導を受けられる日数（週に何日あるいは

月に何日）、修了後の進路 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 

４．学生確保の見通しが不明確 

本研究科の入学者として想定しているのは、学部新卒者、社会人、外国人留学生である旨

が説明されている。他方で、学生確保の見通しの説明としては、社会人を対象としたアン

ケート調査結果により入学定員を超える入学希望者がいることで「充分な入学者が確保

できる」としているが不十分である。このため、社会人以外の者からも入学希望者がいる

ことを客観的データをもとに説明し、中・長期的に学生確保の見通しがあることを明確に

すること。なお、社会人学生の確保の見通しについては、同分野の他大学の研究科等の実

績を示して説明すること。【２課程共通】 

 

（対応） 

ご指摘の通り、本稿では入学者の想定として学部新卒者、社会人、外国人留学生の 3点

に触れていながら、学部新卒者と外国人留学生に係る学生確保の見通しの説明が欠けてい

た。また、社会人学生の確保の見通しについて、同分野他大学院の実績について説明が不

足していた。 

そこで、学部新卒者の学生確保の見通しについては、他大学理工系学部・研究科在籍者

等に対するアンケート調査を用いて、博士課程前期、博士課程後期のそれぞれについて説

明する。 

また、社会人学生の確保の見通しについては、アンケート調査、学校基本調査、同分野

の他大学院における進学状況、の 2点を用いて、博士課程前期、博士課程後期のそれぞれ

について説明する。 

なお、外国人留学生の学生確保の見通しについては、学校基本調査、海外での説明会の

状況の 2点を用いて説明する。 

その概略は以下の通りである。 

 

1．学部新卒者の学生確保の見通し 

1．1．他大学理工系学部在籍者に対するアンケート調査 

学部新卒者の学生確保の見通しについては、他大学理工系学部・研究科在籍者等に対す

るアンケート調査を用いて、博士課程前期、博士課程後期のそれぞれについて説明する。 

 

＜京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気システム工学専攻に係る Web アンケート調

査結果概要＞ 

新研究科設置計画の実行にあたっては、実際の学生募集の対象としている学部新卒者や

博士課程前期・修士課程新修了者の新研究科新専攻に対するニーズについて、客観的データ

に基づいて認識しておく必要がある。そこで本学では、理工系分野を専攻する他大学在籍学

生等を対象とした Web アンケート調査を実施した。調査の概要と結果は以下の通りである。 
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1．調査目的 

令和 2年 4月に開設を計画している京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気シス

テム工学専攻に関して、他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院理工系研究科博士課

程前期在籍学生、理工系高等専門学校在籍学生が期待する教育内容、進学希望等を本学

側が的確に把握し、今後の計画推進のための参考資料とすることを目的とする。 

 

2．調査対象と実施方法 

他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院理工系研究科博士課程前期在籍学生、理工

系高等専門学校在籍学生を対象に、web アンケート調査を実施した。 

調査実施に際しては、本研究科専任教員候補者と親交のある他大学理工系学部・理工

系研究科教員、理工系高等専門学校教員に対して、教え子の学生に Web アンケート調査

への回答してもらうよう、協力の依頼を行った。学生にコンタクト可能な教員からアン

ケート回答フォームの Web サイトに至る URL を学生にメール配信をしてもらい、学生か

ら回答を得ることができた。調査実施時には、回答者に対して新研究科新専攻に関する

内容の周知を図る目的から、調査項目（資料 3）以外にリーフレット URL 等も参照可能

な形態を取った。 

 

3．実施時期 

令和元年 6月 27 日(木)から令和元年 7月 2日(火)にかけて調査を実施した。 

 

4．回収状況 

他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院理工系研究科博士課程前期在籍学生、理工

系高等専門学校在籍学生を対象に、web アンケート調査を実施した結果、日本人学生 66

人、外国人留学生 7人の合計 73 人の学生から有効回答を得ることができた。 

 

5．調査結果（資料 3 Web アンケート調査 主要回答集計表 参照） 

 

5．1．回答者の性別〔問 1〕 

回答者に「性別」について伺ったところ、「男性」が 66 人、「女性」が 7 人、となっ

た。回答者の約 9 割以上が「男性」であることがわかった。 

 

5．2．在学学校の種類  

回答者の「問 4 在学大学名」「問 5 在学学部学科名」「問 6 在学大学院の専攻名」の

記載状況から、現在在学の学校種を判別すると、「学士課程（学部）在籍者」が 39 人、

「大学院博士課程前期・修士課程」が 32 人、「高等専門学校」が 2人となった。 
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5．3．京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気システム工学専攻への入学希望〔問 9〕 

学士課程（学部）と高等専門学校に在学する回答者 41 人に「京都先端科学大学大学院

工学研究科機械電気システム工学専攻への入学希望」について伺ったところ、「ぜひ入

学して学びたい」が日本人学生 7 人、外国人留学生 1 人の合計 8 人、「入学して学びた

い」が日本人学生のみで 17 人、「あまり入学して学びたいと思わない」が日本人学生の

みで 10 人、「まったく入学して学びたいと思わない」が日本人学生のみで 5 人、「自分

の専門分野と異なる為、学部に編入して学びたい」が日本人学生のみで 1人、となった。 

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」の合計は日本人学生 24 人、外国

人留学生 1 人の合計 25 人であり、同専攻の入学定員 15 人に照らせば、学士課程（学

部）と高等専門学校の在学者のみで約 1.7 倍の実数が得られた。 

 

5．4．京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気システム工学専攻博士課程後期への入

学希望〔問 11〕 

大学院博士課程前期・修士課程に在学する回答者 32 人に「京都先端科学大学大学院

工学研究科機械電気システム工学専攻博士課程後期への入学希望」について伺ったとこ

ろ、「ぜひ入学して学びたい」が日本人学生のみで 2人、「入学して学びたい」が日本人

学生 6 人、外国人留学生 2 人の合計 8 人、「あまり入学して学びたいと思わない」が日

本人学生 9 人、外国人留学生 2 人の合計 11 人、「まったく入学して学びたいと思わな

い」が日本人学生 7人、外国人留学生 2人の合計 9人、無回答が日本人学生のみで 2人、

となった。 

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」の合計は日本人学生 8人、外国人

留学生 2 人の合計 10 人であり、同専攻の入学定員 2 人に照らせば、大学院博士課程前

期・修士課程の在学者のみで 5.0 倍の実数が得られ、定員を満たす数値となった。 

 

以上のように、他大学の学部卒業生等について、本学の工学研究科博士課程前期、博士

課程後期に関して充分な数の入学希望者がいることが示された。これにより本学の工学研

究科博士課程前期・博士課程後期に関して、中長期的に学生確保の見通しがあることが示

された。 

 

2．社会人の学生確保の見通し 

社会人学生の学生確保については、他大学の学部卒業生、外国人留学生と並んで学生募集

の対象である。社会人学生の学生確保の見通しについては、本学が第 3者機関である株式会

社アンド・ディに委託して実施した社会人 750 人に対して、本学大学院工学研究科博士課

程前期に対する入学意向を質問したところ、「ぜひ入学して学びたい」4 人、「入学して学

びたい」46 人となった。（資料 2 の 10 ページ参照）「ぜひ入学して学びたい」と「入学し
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て学びたい」とした入学希望者は 50 人（回答者全体の 34%）となり、博士課程前期の入学

定員 15 人を上回っており、博士課程前期の入学定員 15 人の学生を確保することが可能で

あると判断することができる。 

また同時に、750 人の社会人に対して本学大学院工学研究科博士課程後期に対する入学意

向を質問したところ、「ぜひ入学して学びたい」1 人、「入学して学びたい」15 人となっ

た。（資料 2 の 11 ページ参照）「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」とした

入学希望者は 16 人（回答者全体の 11%）となり、博士課程後期の入学定員 2 人を上回って

おり、博士課程後期の入学定員 2 人の学生を確保することが可能であると判断することが

できる。 

なお、本学の工学研究科の場合、海外に進出した日系企業に就職し、日本に留学して日本

の高等教育を受けることを渇望する海外の技術者の受け入れも想定しており、実際に国外

に事業所を有する企業の中堅技術者が入学の意思を表明しており、この点でも入学者を確

保できる見通しである。 

 

2．1．学校基本調査 

過去 5 年間の学校基本調査報告書を見ると、大学院工学分野の社会人の在籍状況は、次

の２つの表の通りであり、修士課程の社会人の割合は約 1.5％程度、博士課程の社会人の割

合は約 30％程度である。 

 

大学院工学分野修士課程の社会人（国公私計） 

 大学院修士課程 

学生数 内社会人 

H26 年度 (100.0) 66,541 (1.2) 842 

H27 年度 (100.0) 66,465 (1.4) 961 

H28 年度 (100.0) 65,890 (1.6) 1,060 

H29 年度 (100.0) 65,530 (1.7) 1,151 

H30 年度 (100.0) 66,857 (1.5) 1,038 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

大学院工学分野博士課程の社会人（国公私計） 

 

 

大学院博士課程 

学生数 内社会人 

H26 年度 (100.0) 13,297 (29.5) 3,926 

H27 年度 (100.0) 13,189 (29.1) 3,847 

H28 年度 (100.0) 12,966 (29.9) 3,881 
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H29 年度 (100.0) 12,690 (29.5) 3,755 

H30 年度 (100.0) 12,729 (30.3) 3,866 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

2．2．同分野の他大学院における進学状況 

本学と同じ近畿に所在する 2 つの大学の工学分野の博士課程前期と博士課程後期の過去

5 年間の社会人学生数を確認すると次の表の通りであり、両大学とも一定数の社会人学生を

受け入れている。 

 

同分野の他大学院における社会人学生数（各大学のホームページから） 

大阪工業大学 工学研究科 社会人学生数（人）    

 博士課程前期 博士課程後期 

H26 28 9 

H27 30 6 

H28 4 5 

H29 5 4 

H30 6 5 

     

同志社大学 理工学研究科 社会人学生数（人）   

 博士課程前期 博士課程後期 

H26 0 16 

H27 0 19 

H28 0 18 

H29 0 14 

H30 0 11 

 

今回設置を計画している工学研究科は、京都市内の地下鉄駅から徒歩 3分の交通至便な

場所に立地し、企業等に勤務しながら通学する社会人学生にとって、他大学の同分野の研

究科と比較して競争力を発揮できるものであり、学生確保が順調に進むものと判断してい

る。 

 

社会人学生の学生確保については、他大学の学部卒業生、外国人留学生と並んで学生募

集の対象である。本学が第 3者機関である株式会社アンド・ディに委託して実施した社会

人に対する本学大学院工学研究科への入学意向を調査するアンケートによって、本学が開

設を予定している工学研究科機械電気システム工学専攻（博士課程前期・博士課程後期）
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には、入学定員（博士課程前期 15人、博士課程後期 2人）を超える入学希望者があり、

充分な入学者が確保できる見通しである。 

また、本学の工学研究科の場合、海外に進出した日系企業に就職し、日本に留学して日本

の高等教育を受けることを渇望する海外の技術者の受け入れも想定しており、実際に国外

に事業所を有する企業の中堅技術者が入学の意思を表明しており、この点でも入学者を確

保できる見通しである。 

 

 

3．外国人留学生の学生確保の見通し 

3．1．学校基本調査 

過去 5年間の学校基本調査の大学院入学状況（専攻分野別、出身大学の設置者別）によ

れば、「外国の学校卒」の入学志願者が修士課程では入学志願者全体の約４％、博士課程

では入学志願者全体の約 14%を占めており、外国人留学生が一定の割合を占めている。 

大学院工学分野修士課程の入学出身者の構成（国公私計）（入学志願者） 

  計  当該 
大学 

 他大学  外国の
学校卒 

 その他 

H26 (100.0) 42,091 (81.5) 34,338 (12.4) 5,261 (4.1) 1,758 (1.7) 734 
H27 (100.0) 41,218 (81.0) 33,411 (12.6) 5,232 (4.4) 1,845 (1.7) 730 

H28 (100.0) 40,087 (82.7) 33,184 (10.5) 4,245 (4.9) 1,995 (1.6) 663 
H29 (100.0) 40,611 (81.8) 33,259 (10.6) 4,309 (5.8) 2,370 (1.6) 673 

H30 (100.0) 40,901 (80.8) 33,051 (9.8) 4,047 (7.6) 3,146 (1.6) 657 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

大学院工学分野博士課程の入学出身者の構成（（国公私計））（入学志願者） 

  計  当該 
大学 

 他大学  外国の
学校卒 

 その他 

H26 (100.0) 2,985 (64.5) 1,927 (17.5) 524 (14.3) 428 (3.5) 106 
H27 (100.0) 3,032 (61.4) 1,862 (18.4) 558 (17.4) 529 (2.7) 83 
H28 (100.0) 2,834 (61.9) 1,757 (19.3) 549 (16.0) 454 (2.6) 74 
H29 (100.0) 2,669 (59.4) 1,588 (19.4) 520 (17.8) 476 (3.1) 85 
H30 (100.0) 2,867 (61.2) 1,755 (18.6) 536 (17.0) 489 (3.0) 87 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

3．2．海外での説明会の状況 

外国人留学生について言えば、良質な留学生の確保に向けて、国際的に認められた留学エ

ージェントと提携して、既に海外での広報展開を進めており、海外の留学フェアで本学工学

部・工学研究科に興味を抱き、本学のブースに立ち寄り、本学の説明を聞きに来た学生の数

は 2019 年 2 月から 2019 年 5 月までの 4 か月間だけでも約 470 名（スリランカ 150 名、

タイ 10 名、ブラジル 200 名、フィリピン 110 名）に上っており、実際に多数の入学希望の

留学生が存在している。 
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海外での説明会の状況 

訪問年月 訪問国 訪問都市 フェア名 
あるいは学校名 

学生・生徒直接説明 
あるいはパンフ配布数 

2019 年 2 月 スリランカ コロンボ EDEX2019 学生 150 名 
2019 年 3 月 タイ バンコク BMI Agent Workshop エージェント：20 社 

学校訪問（インター）：3校 
学生：10 名 

2019 年 3 月 ブラジル サンパウロ BMI Agent Workshop 
BMI Intl School Forum 
BMI Expopo's 

エージェント：20 社 
カウンセラー：９校 
学生：200 名 

2019 年 5 月 フィリピン セブ 
マニラ 

Cebu International School 
Singapore school Cebu 
Bright Academy  
British School Manila 
AUG,study International 

エージェント：2社 
カウンセラー：2校 
学生 110 名 

2019 年 5 月 台湾 台北 Lincoln Consultants 
Franklin International 
Education 
Oh! Study 

エージェント：3名 
学生：なし 

 

以上の通り、他大学理工系学部・研究科、高等専門学校在籍者に対する web アンケート

結果が示す通り新卒者等からの充分な志願者があった。社会人に関しても本学が第 3者機

関に委託して実施した入学意向調査の結果が示す通り、充分な入学希望者が存在してい

る。外国人留学生に関しても海外での説明会で多数の学生が関心を示している。 

 

本学の工学部が完成年度を経て卒業生を輩出するようになりはじめれば、本学工学部か

ら工学研究科博士課程前期に内部進学する者が現れる。 

学校基本調査のデータによれば、大学の卒業者数（関係学科別状況別）に対する工学分

野の学士課程修了者の進学率は約 36%である。仮に、この進学率を本学の工学部に当ては

めれば、入学者定員の 200 人がそのまま卒業した場合、72 人の進学者が現れ、そのうち

の多くの者が本学工学研究科博士課程前期に内部進学することが見込める。 

 

工学分野の学部卒業生数と進学者数 

年度 卒業者数 卒業者のうち進学者数 進学者割合 

H26 86,684 人 31,375 人 （36.2） 

H27 85,976 人 31,176 人 （36.3） 

H28 85,958 人 31,273 人 （36.4） 

H29 87,542 人 32,051 人 （36.6） 

H30 87,835 人 31,878 人 （36.3） 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書 関係学科別 状況別 卒業者数」 

 

これらのことから本学の設置を目指す工学研究科機械電気システム工学専攻（博士課程

前期、博士課程後期）には中長期的な学生確保の見通しがあるということができる。 
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（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類 

新 旧 

（2ページ） 

さて、本学が平成 32 年 4月に設置を計画してい

る工学研究科機械電気システム工学専攻（博士課

程前期・博士課程後期）の学生確保について考える

場合、学生確保の最も直接的な根拠となるデータ

は、本学工学研究科が開設される平成 32 年 4月に

学部を卒業して大学院に進学する予定の学部生、

社会人、留学生の入学意向に関する調査データで

ある。本学工学研究科の場合には内部進学の学部

卒業生が存在しないため、企業に勤務する一般の

社会人を対象として入学意向に関するアンケート

調査を実施することにした。 

＜京都先端科学大学大学院工学研究科機械電気シ

ステム工学専攻に係る Web アンケート調査結果概

要＞ 

新研究科設置計画の実行にあたっては、実際の

学生募集の対象としている学部新卒者や博士課程

前期・修士課程新修了者の新研究科新専攻に対す

るニーズについて、客観的データに基づいて認識

しておく必要がある。そこで本学では、理工系分野

を専攻する他大学在籍学生等を対象とした Web ア

ンケート調査を実施した。調査の概要と結果は以

下の通りである。 

 

1．調査目的 

令和 2 年 4 月に開設を計画している京都先

端科学大学大学院工学研究科機械電気システ

ム工学専攻に関して、他大学理工系学部在籍

学生、他大学大学院理工系研究科博士課程前

期在籍学生、理工系高等専門学校在籍学生が

期待する教育内容、進学希望等を本学側が的

確に把握し、今後の計画推進のための参考資

料とすることを目的とする。 

（2 ページ） 

さて、本学が平成 32 年 4 月に設置を計画している

工学研究科機械電気システム工学専攻（博士課程

前期・博士課程後期）の学生確保について考える場

合、学生確保の最も直接的な根拠となるデータは、

本学工学研究科が開設される平成 32年 4月に学部

を卒業して大学院に進学する予定の学部生、社会

人、留学生の入学意向に関する調査データである。

本学工学研究科の場合には内部進学の学部卒業生

が存在しないため、企業に勤務する一般の社会人

を対象として入学意向に関するアンケート調査を

実施することにした。 
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2．調査対象と実施方法 

他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院理

工系研究科博士課程前期在籍学生、理工系高

等専門学校在籍学生を対象に、web アンケート

調査を実施した。 

調査実施に際しては、本研究科専任教員候補

者と親交のある他大学理工系学部・理工系研

究科教員、理工系高等専門学校教員に対して、

教え子の学生に Web アンケート調査への回答

をしてもらうよう、協力の依頼を行った。学生

にコンタクト可能な教員からアンケート回答

フォームの Web サイトに至る URL を学生にメ

ール配信をしてもらい、学生から直接回答を

得ることができた。調査実施時には、回答者に

対して新研究科新専攻に関する内容の周知を

図る目的から、調査項目（資料 8）以外にリー

フレット等を閲覧できる URL も参照可能な形

態を取った。 

 

3．実施時期 

令和元年 6 月 27 日(木)から令和元年 7 月 2

日(火)にかけて調査を実施した。 

 

4．回収状況 

他大学理工系学部在籍学生、他大学大学院

理工系研究科博士課程前期在籍学生、理工系

高等専門学校在籍学生を対象に、web アンケー

ト調査を実施した結果、日本人学生 66 人、外

国人留学生 7人の合計 73人の学生から有効回

答を得ることができた。 

 

5．調査結果（資料 8 Web アンケート調査結果 参

照） 
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5．1．回答者の性別〔問 1〕 

回答者に「性別」について伺ったところ、「男

性」が 66 人、「女性」が 7人、となった。回答

者の約 9割以上が「男性」であることがわかっ

た。 

 

5．2．在学学校の種類  

回答者の「問 4 在学大学名」「問 5 在学学部

学科名」「問 6 在学大学院の専攻名」の記載状

況から、現在在学の学校種を判別すると、「学

士課程（学部）在籍者」が 39 人、「大学院博士

課程前期・修士課程」が 32 人、「高等専門学

校」が 2人となった。 

 

5．3．京都先端科学大学大学院工学研究科機械電

気システム工学専攻への入学希望〔問 9〕 

学士課程（学部）と高等専門学校に在学する

回答者 41 人に「京都先端科学大学大学院工学

研究科機械電気システム工学専攻への入学希

望」について伺ったところ、「ぜひ入学して学

びたい」が日本人学生 7人、外国人留学生 1人

の合計 8人、「入学して学びたい」が日本人学

生のみで 17 人、「あまり入学して学びたいと

思わない」が日本人学生のみで 10 人、「まった

く入学して学びたいと思わない」が日本人学

生のみで 5人、「自分の専門分野と異なる為、

学部に編入して学びたい」が日本人学生のみ

で 1人、となった。 

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学び

たい」の合計は日本人学生 24 人、外国人留学

生 1人の合計 25 人であり、同専攻の入学定員

15 人に照らせば、学士課程（学部）と高等専

門学校の在学者のみで約 1.7 倍の実数が得ら

れた。 
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5．4．京都先端科学大学大学院工学研究科機械電

気システム工学専攻博士課程後期への入学希望

〔問 11〕 

大学院博士課程前期・修士課程に在学する回

答者 32 人に「京都先端科学大学大学院工学研

究科機械電気システム工学専攻博士課程後期

への入学希望」について伺ったところ、「ぜひ

入学して学びたい」が日本人学生のみで 2人、

「入学して学びたい」が日本人学生 6人、外国

人留学生 2人の合計 8人、「あまり入学して学

びたいと思わない」が日本人学生 9人、外国人

留学生 2 人の合計 11 人、「まったく入学して

学びたいと思わない」が日本人学生 7人、外国

人留学生 2 人の合計 9 人、無回答が日本人学

生のみで 2人、となった。 

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学び

たい」の合計は日本人学生 8 人、外国人留学

生 2人の合計 10 人であり、同専攻の入学定員

2 人に照らせば、大学院博士課程前期・修士課

程の在学者のみで 5.0 倍の実数が得られ、定

員を満たす数値となった。 

 

以上のように、他大学の学部卒業生等につい

て、本学の工学研究科博士課程前期、博士課程後

期に関して充分な数の入学希望者がいることが示

された。これにより本学の工学研究科博士課程前

期・博士課程後期に関して、中長期的に学生確保

の見通しがあることが示された。 

 

１－１－３ 社会人に対する入学意向アンケート 

 

本学工学研究科 博士課程前期・博士課程後期 

機械電気システム工学専攻への入学意向を探るた

め、第 3者機関である株式会社アンド・ディに委託

し、企業に所属する社会人に対して本学大学院工

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会人に対するアンケート調査の結果、本学が開

設を予定している工学研究科機械電気システム工

学専攻（博士課程前期・博士課程後期）には、入学

定員（博士課程前期 15 人、博士課程後期 2 人）を

超える入学希望者があり、充分な入学者が確保で

きる見通しを得ることができた。 

 

１－１－２ 定員充足の根拠となる客観的なデー

タの概要 

本 学工学研究科 博士課程前期・博士課程後期 

機械電気システム工学専攻への入学意向を探るた

め、第 3 者機関である株式会社アンド・ディに委

託し、企業に所属する社会人に対して本学大学院
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学研究科への入学意向を調査するアンケート（資

料 2）を実施した。以下にその概要と結果を述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工学研究科への入学意向を調査するアンケート

（資料 2）を実施した。以下にその概要と結果を述

べる。 

 

１－１－２－２ 博士課程後期への入学意向 

 750 人の社会人に対して本学大学院工学研究科

博士課程後期に対する入学意向を質問したとこ

ろ、「ぜひ入学して学びたい」1 人、「入学して学

びたい」15 人となった。（資料 2 の 11 ページ参

照）「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びた

い」とした入学希望者は 16 人（回答者全体の 11%）

となり、博士課程後期の入学定員 2 人を上回って

おり、博士課程後期の入学定員 2 人の学生を確保

することが可能であると判断することができる。 

 アンケート用紙の入学意向の理由記述欄には、

「専門的な知識が身につくから」「博士号によるキ

ャリアアップを狙えるから」「これからの産業分野

を牽引していくような研究内容が多いため」等の

理由が挙げられ、入学意向の確かさが裏付けられ

た。 

  

  



65 

（５ページ） 

１－１－３－２ 博士課程後期への入学意向 

 750 人の社会人に対して本学大学院工学研究

科博士課程後期に対する入学意向を質問したとこ

ろ、「ぜひ入学して学びたい」1人、「入学して学び

たい」15 人となった。（資料 2 の 11 ページ参照）

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」

とした入学希望者は 16 人（回答者全体の 11%）と

なり、博士課程後期の入学定員 2 人を上回ってお

り、博士課程後期の入学定員 2 人の学生を確保す

ることが可能であると判断することができる。 

 アンケート用紙の入学意向の理由記述欄に

は、「専門的な知識が身につくから」「博士号による

キャリアアップを狙えるから」「これからの産業分

野を牽引していくような研究内容が多いため」等

の理由が挙げられ、入学意向の確かさが裏付けら

れた。 

１－１－３－３ 社会人の学生確保の見通し 

過去 5 年間の学校基本調査報告書を見ると、大

学院工学分野の社会人の在籍状況は、次の２つの

表の通りであり、修士課程の社会人の割合は約

1.5％程度、博士課程の社会人の割合は約 30％程度

である。 

 

大学院工学分野修士課程の社会人（国公私計） 

 大学院修士課程 

学生数 内社会人 

H26 年度 (100.0) 66,541 (1.2) 842 

H27 年度 (100.0) 66,465 (1.4) 961 

H28 年度 (100.0) 65,890 (1.6) 1,060 

H29 年度 (100.0) 65,530 (1.7) 1,151 

H30 年度 (100.0) 66,857 (1.5) 1,038 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

大学院工学分野博士課程の社会人（国公私計） 

 大学院博士課程 

（３-ページ） 

１－１－２－２ 博士課程後期への入学意向 

 750 人の社会人に対して本学大学院工学研究科

博士課程後期に対する入学意向を質問したとこ

ろ、「ぜひ入学して学びたい」1 人、「入学して学び

たい」15 人となった。（資料 2 の 11 ページ参照）

「ぜひ入学して学びたい」と「入学して学びたい」

とした入学希望者は 16 人（回答者全体の 11%）と

なり、博士課程後期の入学定員 2 人を上回ってお

り、博士課程後期の入学定員 2 人の学生を確保す

ることが可能であると判断することができる。 

 アンケート用紙の入学意向の理由記述欄には、

「専門的な知識が身につくから」「博士号によるキ

ャリアアップを狙えるから」「これからの産業分野

を牽引していくような研究内容が多いため」等の

理由が挙げられ、入学意向の確かさが裏付けられ

た。 
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 学生数 内社会人 

H26 年度 (100.0) 13,297 (29.5) 3,926 

H27 年度 (100.0) 13,189 (29.1) 3,847 

H28 年度 (100.0) 12,966 (29.9) 3,881 

H29 年度 (100.0) 12,690 (29.5) 3,755 

H30 年度 (100.0) 12,729 (30.3) 3,866 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

１－１－３－４ 同分野の他大学院における進

学状況 

本学と同じ近畿に所在する 2 つの大学の工学分

野の博士課程前期と博士課程後期の過去 5 年間の

社会人学生数を確認すると次の表の通りであり、

両大学とも一定数の社会人学生を受け入れてい

る。 

 

同分野の他大学院における社会人学生数（各大

学のホームページから） 

大阪工業大学 工学研究科 社会人学生数（人） 

 博士課程前期 博士課程後期 

H26 28 9 

H27 30 6 

H28 4 5 

H29 5 4 

H30 6 5 

 

同志社大学 理工学研究科 社会人学生数（人） 

 博士課程前期 博士課程後期 

H26 0 16 

H27 0 19 

H28 0 18 

H29 0 14 

H30 0 11 

 

今回設置を計画している工学研究科は、京都市
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内の地下鉄駅から徒歩 3 分の交通至便な場所に立

地し、企業等に勤務しながら通学する社会人学生

にとって、他大学の同分野の研究科と比較して競

争力を発揮できるものであり、学生確保が順調に

進むものと判断している。 

 

社会人学生の学生確保については、他大学の学

部卒業生、外国人留学生と並んで学生募集の対象

である。本学が第 3者機関である株式会社アンド・

ディに委託して実施した社会人に対する本学大学

院工学研究科への入学意向を調査するアンケート

によって、本学が開設を予定している工学研究科

機械電気システム工学専攻（博士課程前期・博士課

程後期）には、入学定員（博士課程前期 15 人、博

士課程後期 2人）を超える入学希望者があり、充分

な入学者が確保できる見通しである。 

また、本学の工学研究科の場合、海外に進出した

日系企業に就職し、日本に留学して日本の高等教

育を受けることを渇望する海外の技術者の受け入

れも想定しており、実際に国外に事業所を有する

企業の中堅技術者が入学の意思を表明しており、

この点でも入学者を確保できる見通しである。 

 

１－１－４ 外国人留学生の学生確保の見通し 

 

１－１－４－１ 学校基本調査 

過去5年間の学校基本調査の大学院入学状況（専

攻分野別、出身大学の設置者別）によれば、「外国

の学校卒」の入学志願者が修士課程では入学志願

者全体の約４％、博士課程では入学志願者全体の

約 14%を占めており、外国人留学生が一定の割合を

占めている。 

学院工学分野修士課程の入学出身者の構成（国

公私計）（入学志願者） 

  計  当該  他大学  外国の学  その他 
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大学 校卒 

H26 (100.0) 42,091 (81.5) 34,338 (12.4) 5,261 (4.1) 1,758 (1.7) 734 

H27 (100.0) 41,218 (81.0) 33,411 (12.6) 5,232 (4.4) 1,845 (1.7) 730 

H28 (100.0) 40,087 (82.7) 33,184 (10.5) 4,245 (4.9) 1,995 (1.6) 663 

H29 (100.0) 40,611 (81.8) 33,259 (10.6) 4,309 (5.8) 2,370 (1.6) 673 

H30 (100.0) 40,901 (80.8) 33,051 (9.8) 4,047 (7.6) 3,146 (1.6) 657 

 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

大学院工学分野博士課程の入学出身者の構成

（（国公私計））（入学志願者） 
  計  当該 

大学 

 他大学  外国の学 

校卒 

 その他 

H26 (100.0) 2,985 (64.5) 1,927 (17.5) 524 (14.3) 428 (3.5) 106 

H27 (100.0) 3,032 (61.4) 1,862 (18.4) 558 (17.4) 529 (2.7) 83 

H28 (100.0) 2,834 (61.9) 1,757 (19.3) 549 (16.0) 454 (2.6) 74 

H29 (100.0) 2,669 (59.4) 1,588 (19.4) 520 (17.8) 476 (3.1) 85 

H30 (100.0) 2,867 (61.2) 1,755 (18.6) 536 (17.0) 489 (3.0) 87 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書」 

 

１－１－４－２ 海外での説明会の状況 

外国人留学生について言えば、良質な留学生の

確保に向けて、国際的に認められた留学エージェ

ントと提携して、既に海外での広報展開を進めて

おり、海外の留学フェアで本学工学部・工学研究科

に興味を抱き、本学のブースに立ち寄り、本学の説

明を聞きに来た学生の数は 2019 年 2 月から 2019

年 5 月までの 4 か月間だけでも約 470 名（スリラ

ンカ 150 名、タイ 10 名、ブラジル 200 名、フィリ

ピン 110 名）に上っており、実際に多数の入学希望

の留学生が存在している。 

 

海外での説明会の状況 
訪問年月 訪問国 訪問都市 フェア名 

あるいは学校名 

学生・生徒直接説明 

あるいはパンフ配布数 

2019 年 2月 スリランカ コロンボ EDEX2019 学生 150 名 

2019 年 3月 タイ バンコク BMI Agent Workshop エージェント：20社 

学校訪問（インター）：3校 

学生：10名 
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2019 年 3月 ブラジル サンパウロ BMI Agent Workshop 

BMI Intl School Forum 

BMI Expopo's 

エージェント：20社 

カウンセラー：９校 

学生：200 名 

2019 年 5月 フィリピン セブ 

マニラ 

Cebu International School 

Singapore school Cebu 

Bright Academy  

British School Manila 

AUG,study International 

エージェント：2 社 

カウンセラー：2 校 

学生 110 名 

2019 年 5月 台湾 台北 Lincoln Consultants 

Franklin International 

Education 

Oh! Study 

エージェント：3 名 

学生：なし 

 

１－１－５ 学生確保の見通し（まとめ） 

以上の通り、他大学理工系学部・研究科、高等専

門学校在籍者に対する web アンケート結果が示す

通り新卒者等からの充分な志願者があった。社会

人に関しても本学が第 3 者機関に委託して実施し

た入学意向調査の結果が示す通り、充分な入学希

望者が存在している。外国人留学生に関しても海

外での説明会で多数の学生が関心を示している。 

 

本学の工学部が完成年度を経て卒業生を輩出す

るようになりはじめれば、本学工学部から工学研

究科博士課程前期に内部進学する者が現れる。 

学校基本調査のデータによれば、大学の卒業者

数（関係学科別状況別）に対する工学分野の学士課

程修了者の進学率は約 36%である。仮に、この進学

率を本学の工学部に当てはめれば、入学者定員の

200 人がそのまま卒業した場合、72 人の進学者が

現れ、そのうちの多くの者が本学工学研究科博士

課程前期に内部進学することが見込める。 

 

工学分野の学部卒業生数と進学者数 

年度 卒業者数 卒業者のうち進学者数 進学者割合 

H26 86,684 人 31,375 人 （36.2） 

H27 85,976 人 31,176 人 （36.3） 

H28 85,958 人 31,273 人 （36.4） 

H29 87,542 人 32,051 人 （36.6） 

H30 87,835 人 31,878 人 （36.3） 

出典：文部科学省「学校基本調査報告書 関係学

科別 状況別 卒業者数」 
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これらのことから本学の設置を目指す工学研究

科機械電気システム工学専攻（博士課程前期、博士

課程後期）には中長期的な学生確保の見通しがあ

るということができる。 

 

１－１－３ 学生納付金の設定と考え方 

 学生納付金の設定にあたっては、本学が私学

であることから、完成年度での収支の均衡を基本

として、競合すると考えられる近隣の私立大学大

学院工学研究科の平成 30 年度の学生納付金（資料

5）を参考に、博士課程前期の入学初年度の学生納

付金を 1,200,000 円（入学金 200,000 円（初年度

のみ）、授業料 650,000 円、施設設備費 150,000 円、

実験実習費 200,000 円）と設定した。 

 

 

 

 

 

１－１－３ 学生納付金の設定と考え方 

 学生納付金の設定にあたっては、本学が私学で

あることから、完成年度での収支の均衡を基本と

して、競合すると考えられる近隣の私立大学大学

院工学研究科の平成 30 年度の学生納付金（資料 5）

を参考に、博士課程前期の入学初年度の学生納付

金を 1,200,000 円（入学金 200,000 円（初年度の

み）、授業料 650,000 円、施設設備費 150,000 円、

実験実習費 200,000 円）と設定した。 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 

５．社会人に配慮した方策となっているか不明確 

博士後期課程における社会人学生への配慮として、研究指導科目は「週末や社会人学生の

休暇期間などに行う」とことや、演習科目は「土曜日に開講する」と説明があるが、本設

置計画上、大学院設置基準第１４条の教育方法の特例を活用することが示されていない。

このため、博士前期課程での取扱いも明確にした上で、適切に修正すること。【２課程共

通】 

 

（対応） 

１．大学院設置基準第１４条の教育方法の特例を活用することを示す。 

本学では、社会の人材需要と個人の教育需要に応えるべく、大学院での履修を希望する

社会人等に対し大学院設置基準第 14 条に定める教育方法の特例による教育を実施し、

社会人の大学院修学に便宜を図るものとする。本研究科の標準履修年限は、博士前期課程

2 年以上、博士後期課程 3 年以上としているが、職業を有している等の事情にある者で

希望者には、大学院長期履修学生内規を適用し、博士前期課程最大 4 年、博士後期課程

最大 6 年まで延長することが出来る。また、在学期間の短縮の適用を希望する者は、指

導教授の指導の下、学位論文審査の過程において短縮申請を行い、通常の審査の過程を経

た後、合格した者が在学期間の短縮が行われる。履修指導・研究指導は、原則として標準

修業年限内に修了できるよう行うが、大学院長期履修学生内規の適用を希望する者は、在

学生においては 1 年次の 2 月末日までに、入学生においては入学日の原則 20 日前までに

必要な手続きを指導する。授業は、土曜日・春季・夏季・冬季休業日など特定期間や休日

の集中講義等の開講を実施し、在職中の社会人入学者の履修については相談の上、対応が

可能な限り柔軟な授業体制としたい。 

教育課程は、教授 10 名を中心に一部の講師を除きほぼすべての専任教員が学部・研究

科の授業を担当できる体制を整えている。特に学部の授業科目の多くは、複数の教員を担

当者として有しており、一部の教員に負担が偏らないよう、学部・研究科全体で勤務時間

に関して調整を行うとともに、授業時間の編成を工夫する。本学の基本的な勤務時間は、

週 5 コマであり、これを超える場合には増担手当を支給している。また、本研究科は、基

礎となる工学部と同時に設置認可を申請し、建設中の南館棟内に教員研究室、院生室、講

義室、演習室、実験・実習室、図書室、倉庫等を全て設け、学部と研究科の教育・研究が

全て賄える設計としている。この為、教員の移動は、全て建屋内となり、大きな負担とは

ならない。  

工学部・工学研究科が入る建設中の南館 4 階 5 階には、工学系の図書のための図書室

を設ける設計としている。学生証がそのまま図書館利用証となっており、いつでも利用で

きる環境を整える計画である。図書室を設置する同 4 階には院生研究室も設置し、良好な

教育研究環境として配慮している。情報環境では、工学部・工学研究科の学生は基本的に
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ノート PC を所有することとしており、教育研究に必要なソフトウェアをインストールし

て使用することとなる。そのためのソフトウェアライセンスについては、大学にて所有す

るため、社会人学生の教育及び研究を行う上で特に支障はない。また、南館は全館無線

LAN 環境とし、コンピュータ教室及び図書室等にクライアントコンピュータを配置して

いる。 

学生食堂は、平日 11：00～15：00、土曜日 11：30～13：30 に営業し、ブックセンター

は、株式会社丸善により、平日 10：00～18：00、土曜日 10：00～18：00 に営業している。

購買部は、コンビニエンスストア「セブンイレブン」により、２４時間３６５日の営業と

している。工学部・工学研究科を設置する京都太秦キャンパスは、京都市営地下鉄太秦天

神川駅より徒歩３分の交通至便な環境に位置し、通学環境としては問題ない。 

工学部・工学研究科を設置する京都太秦キャンパスには、既存学部の運営の為に各種事

務室が設置されている。本学事務室は、平日 8：30～16：30、土曜日 8：30～11：30 を基

本勤務時間とし、授業時間や開講形態に併せて勤務体制を柔軟に対応している。工学部・

工学研究科が入る建設中の南館１階にも事務室を設け、工学部生・研究科生・教員の窓口

とする計画である。 

入学者選抜では、大学院設置基準第 14 条特例を適用する学生だけのための選抜は実

施せず、入学してきた学生にニーズがある場合には、柔軟に 14 条特例を適用することと

する。  

 

 以上より、「５．社会人に配慮した方策となっているか不明確」というご指摘に対して対

応し、博士後期課程における社会人学生への配慮の内容はより明確になったと確信する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（30 ページ） 

１０  大学院設置基準第 14 条に定める教育方

法の実施 

本学では、社会の人材需要と個人の教育需要に

応えるべく、大学院での履修を希望する社会人等

に対し大学院設置基準第 14 条に定める教育方法

の特例による教育を実施し、社会人の大学院修学

に便宜を図るものとする。 

 

１０－１ 修業年限 

本研究科の標準履修年限は、博士前期課程 2 年

（22 ページ） 
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以上、博士後期課程 3 年以上としている。職業を

有している等の事情にある者については、大学院

長期履修学生内規の適用が可能で、博士前期課程

最大 4 年、博士後期課程最大 6 年まで延長するこ

とが出来る。また、在学期間の短縮の適用を希望す

る者は、学位論文審査の過程において短縮申請を

行い、口述もしくは筆記による最終試験を課し、審

査委員会の審査の結果を研究科委員会に諮り、そ

の三分の二以上の合意を持って合・否を決定する。 

 

１０－２ 履修指導および研究指導の方法  

原則として標準修業年限内に修了できるよう、

履修指導・研究指導を行うが、 職業を有している

等の事情にある者で、大学院長期履修学生内規の

適用を希望する者は、在学生においては 1 年次の 2

月末日までに、入学生においては入学日の原則 20

日前までに必要な手続きを指導する。 

 

１０－３ 授業の実施方法  

本学既存学部は、土曜日に授業を開講しており、

新設する工学研究科においても、希望者に併せて

土曜日に授業を開講できる体制となっている。ま

た、教育上必要と認められる場合は、春季・夏季・

冬季休業日など特定期間や休日の集中講義での開

講を実施し、在職中の社会人入学者が履修可能な

カリキュラムとする。 

 

１０－４ 教員の負担の程度  

本研究科は、基礎となる工学部と同時に設置認

可を申請し、建設中の南館棟内に教員研究室、院生

室、講義室、演習室、実験・実習室、図書室、倉庫

等を全て設け、学部と研究科の教育・研究が全て賄

える設計としている。この為、教員の移動は、全て

建屋内となり、大きな負担とはならない。 

教育課程は、教授陣１０名を中心に一部の講師
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を除きほぼすべての専任教員が学部・研究科の授

業を担当できる体制を整えている。特に学部の授

業科目の多くは、複数の教員を担当者として有し

ており、一部の教員に負担が偏らないよう、学部・

研究科全体で勤務時間に関して調整を行うととも

に、授業時間の編成を工夫する。 

 

１０－５ 図書室・情報処理施設等の利用方法や

学生の厚生に対する配慮、必要な職員の配置  

工学部・工学研究科が入る建設中の南館 4 階 5 階

には、工学系の図書のための図書室を設ける設計

としている。学生証がそのまま図書館利用証とな

っており、いつでも利用できる環境を整える計画

である。同４階には院生研究室も設置し、教育研究

環境として配慮している。また、学術情報センター

では、南館内にコンピュータ教室及び図書室等に

クライアントコンピュータを配置している。ただ

し、工学部・工学研究科の学生は基本的にノート

PC を所有することとしており、教育研究に必要な

ソフトウェアをインストールして使用することと

なる。そのためのソフトウェアライセンスについ

ては、大学にて所有するため、社会人学生の教育及

び研究を行う上で特に支障はない。なお、南館は全

館無線 LAN 環境としている。 

学生食堂は、平日 11：00～15：00、土曜日 11：

30～13：30 に営業し、ブックセンターは、株式会

社丸善により、平日 10：00～18：00、土曜日 10：

00～18：00 に営業している。購買部は、コンビニ

エンスストア「セブンイレブン」により、２４時間

３６５日の営業としている。工学部・工学研究科を

設置する京都太秦キャンパスは、京都市営地下鉄

太秦天神川駅より徒歩３分の交通至便な環境に位

置し、通学環境としては問題ない。 

工学部・工学研究科を設置する京都太秦キャン

パスには、既存学部の運営の為に各種事務室が設
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置されている。本学事務室は、平日 8：30～16：30、

土曜日 8：30～11：30 を基本勤務時間とし、授業

時間や開講形態に併せて勤務体制を柔軟に対応し

ている。工学部・工学研究科が入る建設中の南館１

階にも事務室を設け、工学部生・研究科生・教員の

窓口とする計画である。 

 

１０－６ 入学者選抜の概要  

大学院設置基準第 14 条特例を適用する学生だ

けのための入学者選抜は実施せず、入学してきた

学生にニーズがある場合には、柔軟に 14 条特例

を適用することとする。  

 

１０－７ 必要とされる分野であること。 

21 世紀を迎えて社会・産業の構造改革が急速に

進行しロボット、ドローン、電気自動車などの過去

には存在しなかった新しい市場とそれを充足する

ための新しい産業分野の拡大が急速に進んでい

る。しかしながら、大学における高等教育が新たな

分野への対応が遅れ、加速する社会・産業の構造改

革にタイムリーに対応できていない。結果として、

産業界が重視する専門基礎および専門教育と大学

が重視するそれとの間に乖離が生じている。その

ため、新たな工学の構築と企業の人材養成ニーズ

を踏まえるために産業界と大学が連携して工学系

人材を養成する産学協働人材養成体制を構築する

ことが求められている。 

 

１０－８ 大学院を専ら担当する専任教員を配置

するなどの教員組織の整備状況 

大学院を専ら担当する専任教員は配置していな

い。研究科担当教員は全員が基礎となる学部（工

学部）に所属している。年齢構成、学位の取得状

況は以下の通り。 

 

職位/学位/年齢 学部 博士課程前期 博士課程後期 
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教授/博士/40～59 歳 １人 １人 １人 

教授/博士/50～59 歳 ８人 ８人 ８人 

教授/博士/65～69 歳 １人 １人 １人 

教授/博士/合計 10 人 10 人 10 人 

准教授/博士/40～49 歳 ４人 ４人 ４人 

准教授/博士/合計 ４人 ４人 ４人 

講師/博士/30～39 歳 ３人 ３人 ３人 

講師/博士/40～49 歳 ２人 ２人 ２人 

講師/博士/合計 ５人 ５人 2 人 

合計/博士 19 人 19 人 17 人 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 

６．課程修了に必要な在学期間の短縮の運用方針が不明確 

博士前期課程及び博士後期課程の「修了要件」の説明において、「優れた業績を上げた者」

については、標準修業年限よりも在学期間を短縮できる旨の説明があるが、学位の質保証

の観点から実際にどのような運用を想定しているのか明確にすること。【２課程共通】 

 

１．学位の質保証の観点から「優れた業績」に関する判断基準を想定しているのか？ 

 博士学位論文を構成する研究業績が、トムソンロイター社によって運営されている書誌

データベース Web of Science の Journal Citation Report において Journal Impact Factor

で当該分野の上位 20 位にランキングされている論文誌に少なくとも 1報は掲載もしくは掲

載決定されていることを基準とする。 

例えば 2018 年度のロボティクス分野であれば、以下の 20 誌に掲載もしくは掲載決定し

ていることが必要要件である。 

Rank Full Journal Title 
Total 

Cites 

Journal 

Impact 

Factor 

1 Science Robotics 898 19.400 

2 IEEE Transactions on Robotics 15,859 6.483 

3 Soft Robotics 1,179 6.403 

4 INTERNATIONAL JOURNAL OF ROBOTICS RESEARCH 10,619 6.134 

5 

ROBOTICS AND COMPUTER-INTEGRATED 

MANUFACTURING 4,071 4.392 

6 Journal of Field Robotics 2,797 4.345 

7 IEEE ROBOTICS & AUTOMATION MAGAZINE 3,455 4.250 

8 AUTONOMOUS ROBOTS 3,460 3.634 

9 Bioinspiration & Biomimetics 2,648 3.130 

10 Frontiers in Neurorobotics 609 3.000 

11 ROBOTICS AND AUTONOMOUS SYSTEMS 6,182 2.928 

12 IEEE Transactions on Cognitive and Developmental Systems 221 2.755 

13 Journal of Bionic Engineering 1,391 2.463 

14 Journal of Mechanisms and Robotics-Transactions of the ASME 1,814 2.377 

15 International Journal of Social Robotics 1,138 2.296 

16 Swarm Intelligence 595 2.208 

17 JOURNAL OF INTELLIGENT & ROBOTIC SYSTEMS 3,443 2.020 

18 Applied Bionics and Biomechanics 523 1.525 
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19 Intelligent Service Robotics 248 1.346 

20 Revista Iberoamericana de Automatica e Informatica Industrial 292 1.313 

21 International Journal of Humanoid Robotics 591 1.286 

22 International Journal of Advanced Robotic Systems 2,341 1.223 

23 

Industrial Robot-The International Journal of Robotics Research 

and Application 1,241 1.190 

24 ROBOTICA 2,343 1.184 

25 ADVANCED ROBOTICS 1,875 1.104 

26 INTERNATIONAL JOURNAL OF ROBOTICS & AUTOMATION 502 0.754 

 

以上を踏まえて博士課程前期の“６－１－４ 修了要件“に以下の記述を追記する。 

「「優れた業績」の判断基準としては、修士学位論文を構成する研究業績が、トムソンロ

イター社によって運営されている書誌データベース Web of Science の Journal Citation 

Report において Journal Impact Factor で当該分野の上位 20位にランキングされている論

文誌に少なくとも 1報は掲載もしくは掲載決定されていること、を想定している。」 

 

また博士課程後期“６－２－４ 修了要件“に以下の記述を追記する。 

「「優れた業績」の判断基準としては、博士学位論文を構成する研究業績が、トムソンロ

イター社によって運営されている書誌データベース Web of Science の Journal Citation 

Report において Journal Impact Factor で当該分野の上位 20位にランキングされている論

文誌に少なくとも 1報は掲載もしくは掲載決定されていること、を想定している。」 

 

以上より、「６．課程修了に必要な在学期間の短縮の運用方針が不明確」というご指摘に

対して対応し、「優れた業績」の判断基準はより明確になったと確信する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（18 ページ） 

６－１－４ 修了要件 

博士課程前期については、2年以上在学し、研究

科所定の単位を修得し、かつ必要な研究指導を受

けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格した

者をもってその課程を修了したものとする。但し、

在学期間に関しては、優れた業績を上げた者につ

いては、修士課程あるいは博士課程前期に 1 年以

（14 ページ） 

６－１－４ 修了要件 

博士課程前期については、2年以上在学し、研究

科所定の単位を修得し、かつ必要な研究指導を受

けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格した

者をもってその課程を修了したものとする。但し、

在学期間に関しては、優れた業績を上げた者につ

いては、修士課程あるいは博士課程前期に 1 年以
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上在学すれば足りるものとする。 

「優れた業績」の判断基準としては、修士学位論文

を構成する研究業績が、トムソンロイター社によ

って運営されている書誌データベース Web of 

Science の Journal Citation Report において

Journal Impact Factor で当該分野の上位 20 位に

ランキングされている論文誌に少なくとも 1 報は

掲載もしくは掲載決定されていること、を想定し

ている。 

 

 

６－２－４ 修了要件 

博士課程後期については、3 年以上在学し、研究科

所定の単位を修得し、かつ必要な研究指導を受け

た上、博士論文の審査及び最終試験に合格した者

をもってその課程を修了したものとする。但し、在

学期間に関しては、優れた業績を上げた者につい

ては、大学院に 3 年(博士課程前期に 2 年以上在学

し当該課程を修了した者は当該在学期間の 2 年を

含む)以上在学すれば足りるものとする。 

  

専門関係科目 

必要 

単位数 

学位の授

与 

1 専門科目 ８単位 先の科目

科目区分 必要 

単位数 

学位の授与 

1 専 門

科目 

基幹科目 ８単位 先の科目区分に従い、合計３

４単位（必修科目の単位を含

む）を取得し、修士論文の審

査に合格した者に修士（工

学）の学位を授与する。 

発展科目 ６単位 

2 科学技術英語 ４単位 

3 研究分野関係科目 

（特別演習Ⅰ～Ⅳ、

特別研究Ⅰ～Ⅳ） 

１６単位 

合 計 ３４単位  

上在学すれば足りるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－２－４ 修了要件 

博士課程後期については、3 年以上在学し、研究科

所定の単位を修得し、かつ必要な研究指導を受け

た上、博士論文の審査及び最終試験に合格した者

をもってその課程を修了したものとする。但し、在

学期間に関しては、優れた業績を上げた者につい

ては、大学院に 3 年(博士課程前期に 2 年以上在学

し当該課程を修了した者は当該在学期間の 2 年を

含む)以上在学すれば足りるものとする。 

  

専門関係科目 

必要 

単位数 

学位の授与 

1 

博士課程後期特

別演習Ⅰ～Ⅵ 

１２単位 

２４単位（必修科

目）を取得し、博士

科目区分 必要 

単位数 

学位の授与 

1 専 門

科目 

基幹科目 ８単位 先の科目区分に従い、合計３

４単位（必修科目の単位を含

む）を取得し、修士論文の審

査に合格した者に修士（工

学）の学位を授与する。 

発展科目 ６単位 

2 科学技術英語 ４単位 

3 研究分野関係科目 

（特別演習Ⅰ～Ⅳ、

特別研究Ⅰ～Ⅳ） 

１６単位 

合 計 ３４単位  



80 

「機械電気システム工

学特論（材料）」、「機械

電気システム工学特論

（エネルギー）」、「機械

電気システム工学特論

（情報）」、「機械電気シ

ステム工学特論（シス

テム）」は必修 

区分に従

い、合計

３６単位

（必修科

目の単位

を含む）

を取得

し、博士

論文の審

査に合格

した者に

博士（工

学）の学

位を授与

する。 

2 科学技術英語 ４単位 

3 

博士課程後期特別演習

Ⅰ～Ⅵ 

１２単

位 

4 

博士課程後期特別研究

Ⅰ～Ⅵ 

１２単

位 

合 計 

３６単

位 

 

 

2 

博士課程後期特

別研究Ⅰ～Ⅵ 

１２単位 

論文の審査に合格し

た者に博士（工学）

の学位を授与する。 合 計 ２４単位 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 

７．シラバスの内容が不十分 

「研究分野関係科目」の「特別演習」と「特別研究」の科目区分に配置されている各授業

科目について、各シラバスの授業内容は概論的に記載されており、各教員の専攻分野に応

じた授業内容として記載されていないため、シラバスを適切に修正すること。【２課程共

通】 

 

（対応） 

「研究分野関係科目」「特別演習」と「特別研究」の科目区分に配当する該当科目は以

下の通りである。 

・博士課程前期：「特別演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」、「特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」 

・博士課程後期：「特別演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ」、「特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅵ」 

  

上記該当科目のシラバス（従来）において、「授業内容は概論的」であり、「各教員の専

攻分野に応じた授業内容として記載されていない」というご指摘があった。このご指摘を

受けて、上記該当科目すべてのシラバスについて、各教員の専攻分野を明記した授業内容

を記載することとし、補正する。 

 具体的な補正内容は以下のとおりである。 

１．「講義概要」欄には、講義概要に続けて、教員の研究分野を追記した。 

２．「講義の順序とポイント」欄に、各教員の授業内容を記載した。 

 

補正内容１について、講義概要に続く教員の研究分野の記載例を示す。なお、下記は、

博士課程後期のシラバスへの記載内容である。 

（1 田畑修）マイクロシステム工学についての研究指導を行う。 

（2 川上浩司）システムデザイン学についての研究指導を行う。 

（3 Ian PIUMARTA）ソフトウェア工学についての研究指導を行う。 

（4 今井 欽之）オプトエレクトロニクス工学についての研究指導を行う。 

（5 沖 一雄）リモートセンシング工学についての研究指導を行う。 

（6 中村 康一）材料物性工学についての研究指導を行う。 

（7 堀井 滋）電子機能材料工学についての研究指導を行う。 

（8 福島 宏明）制御工学についての研究指導を行う。 

（9 Alberto Castellazzi）パワー半導体工学についての研究指導を行う。 

（10 生津 資大）マイクロ材料工学についての研究指導を行う。 

（11 西 正之）機能材料化学についての研究指導を行う。 

（12 松本 龍介）固体力学についての研究指導を行う。 

（13 岸田 逸平）計算材料科学についての研究指導を行う。 
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（14 高橋 亮）電力・エネルギー工学についての研究指導を行う。 

（15 佐藤 啓宏）ロボット工学についての研究指導を行う。 

（16 Fuat Kucuk）モータ工学についての研究指導を行う。 

（18 Martin Luther Sera）数理科学についての研究指導を行う。 

 

 補正内容２についても、下記の通り記載例を示した。なお、下記は、博士課程後期「特

別演習 I」の記載内容である。各教員につき、それぞれ授業実施内容を記載している。 

 

講義の順序とポイント
Couse Topics

（１田畑修）
第１回マイクロシステム工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（２川上浩司）
第１回システムデザイン学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（3　Ian PIUMARTA）
第１回ソフトウェア工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（4　今井　欽之）
第１回オプトエレクトロニクス工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（5　沖　一雄）
第１回リモートセンシング工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（6　中村　康一）
第１回材料物性工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（7　堀井　滋）
第１回電子機能材料工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（8　福島　宏明）
第１回制御工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（9　Alberto Castellazzi）
第１回パワー半導体工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（10　生津　資大）
第１回マイクロ材料工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（11　西 正之）
第１回機能材料化学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（12　松本 龍介）
第１回固体力学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（13　岸田　逸平）
第１回計算材料科学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（14　高橋　亮）
第１回電力・エネルギー工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（15　佐藤　啓宏）
第１回ロボット工学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（16　Fuat Kucuk）
第１回モーター工学の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
（18　Martin Luther Sera）
第１回数理科学分野の学術論文の高度な検索方法と読解方法
第２回～第14回受講生による学術論文の読解、発表、討議
第15回総合的な講評
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 以上より、「７．シラバスの内容が不十分」というご指摘に対して対応し、当該科目の

シラバスの内容はより明確になったと確信する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

 

別紙 資料５ 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 

 

 

（対応） 

１．博士論文の外部評価の要件の妥当性について 

「６－２－５入学から修了までの研究指導プロセス」項の説明において、「国際的に

定評のある学術誌に掲載されることを原則として指導し、学位の質を客観的に担保する

ものとする」とある点について、以下の通り修正する。 

「各博士論文は、修士論文の場合と同様に、中間発表会、公聴会、論文調査委員によ

る論文審査などの過程を経ることによって論文作成の進捗段階から完成段階まで常に客

観的な評価を心掛け、博士学位論文を構成する研究業績が Web of Science などの学術デ

ータベースに掲載される国際学会の抄録として少なくとも 1 報は発表もしくは発表予定

であり、かつ Journal Impact Factor で当該分野の上位 50位にランキングされている

論文誌に少なくとも 1報は掲載もしくは掲載決定されていることを原則として指導し、

論文の学術的評価は勿論のこと、学術論文作成方法についても高いレベルで修得させる

ことを目的としている。」 

 

 以上より、「8. 学位論文審査の手続等が不明確」というご指摘に対して対応し、博士論文

の外部評価の要件はより明確になったと確信する。 

 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を 7.3 記載した書類 

新 旧 

（22 ページ） 

６－２－５ 入学から修了までの指導プロセス 

以上の科目配置や研究指導体制を整えた上で、

次のとおり総合的に教育を行い、学位の質を担保

する。 

 博士課程後期の大学院学生は、３年間を通じて

（17 ページ） 

６－２－５ 入学から修了までの指導プロセス 

以上の科目配置や研究指導体制を整えた上で、

次のとおり総合的に教育を行い、学位の質を担保

する。 

  

8. 学位論文審査の手続等が不明確 

博士後期課程における「研究指導プロセス」の説明において、「博士論文の研究成果は、

各分野で国際的に定評のある学術誌に掲載されることを原則として指導し、学位の質を

客観的に担保するものとする」とあるが、曖昧な内容となっており、本専攻分野の博士の

学位の質が担保されているのか疑義があるため、博士論文の外部評価の要件の妥当性を

明確にするか、修正すること。 
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専門科目４科目「機械電気システム工学特論（材

料）」、「機械電気システム工学特論（エネルギー）」、

「機械電気システム工学特論（情報）」、「機械電気

システム工学特論（システム）」（いずれも必修）、

博士課程前期と共通で提供されている専門科目１

１科目、および科学技術英語Ⅲ（必修）、科学技術

英語Ⅳ（必修）を履修し、かつ博士論文を作成する

ための調査・研究を実施する。博士課程後期におけ

る「特別研究Ⅰ～Ⅵ」の指導は、主研究指導教員と

副研究指導教員があたる。主研究指導教員は、特別

研究を通して博士論文作成の指導責任を負う。博

士課程前期と同様に、副研究指導教員は主研究指

導教員と専門性を異にする教員が当たり、各大学

院学生が柔軟な思考力とそれを実行するためのよ

り汎用性が高い研究技術を修得するように、助言・

指導する。 

 博士論文を作成するための方向付けのため、「特

別演習Ⅰ〜Ⅵ」を必修科目として履修させる。この

演習科目では、各専門分野について最新の研究成

果の詳細を示すことによって研究の為の方法論を

修得させる。一方、将来的問題を課題として与える

などして、科学的論拠に従った問題の解決法を演

習方式で修得させる。また成績評価については、そ

の演習内容並びに課題として与えるレポートによ

り主研究指導教員の責任で行う。 

 各博士論文は、修士論文の場合と同様に、中間発

表会、公聴会、論文調査委員による論文審査などの

過程を経ることによって論文作成の進捗段階から

完成段階まで常に客観的な評価を心掛け、博士学

位論文を構成する研究業績が Web of Science など

の学術データベースに掲載される国際学会の抄録

として少なくとも 1 報は発表もしくは発表予定で

あり、かつ Journal Impact Factor で当該分野の

上位50位にランキングされている論文誌に少なく

とも 1 報は掲載もしくは掲載決定されていること

 

 

 

 

 

 

 

 

博士課程後期における「特別研究Ⅰ～Ⅵ」の指導

は、主研究指導教員と副研究指導教員があたる。主

研究指導教員は、特別研究を通して博士論文作成

の指導責任を負う。博士課程前期と同様に、副研究

指導教員は主研究指導教員と専門性を異にする教

員が当たり、各大学院学生が柔軟な思考力とそれ

を実行するためのより汎用性が高い研究技術を修

得するように、助言・指導する。 

 博士論文を作成するための方向付けのため、「特

別演習Ⅰ〜Ⅵ」を必修科目として履修させる。この

演習科目では、各専門分野について最新の研究成

果の詳細を示すことによって研究の為の方法論を

修得させる。一方、将来的問題を課題として与える

などして、科学的論拠に従った問題の解決法を演

習方式で修得させる。また成績評価については、そ

の演習内容並びに課題として与えるレポートによ

り主研究指導教員の責任で行う。 

 各博士論文は、修士論文の場合と同様に、中間発

表会、公聴会、論文調査委員による論文審査などの

過程を経ることによって論文作成の進捗段階から

完成段階まで常に客観的な評価を心掛け 
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を原則として指導し、論文の学術的評価は勿論の

こと、学術論文作成方法についても高いレベルで

修得させることを目的としている。 

博士課程後期には社会人を受け入れる。社会人

学生の履修・研究については、社会人としての専業

と両立できるよう配慮する。具体的には、「特別研

究」（研究指導）は、週末や社会人学生の休暇期間

などに行うものとするが、日常的には、e-メールな

どの電子媒体を活用する。演習科目は、土曜日に開

講し、社会人学生も履修できるようにする。なお、

社会人学生には、出願段階から以上のことについ

て周知する。 

博士課程後期においては、前述のとおり、単位と

して認定する科目は、「特別演習Ⅰ～Ⅵ」並びに「特

別研究Ⅰ～Ⅵ」であり、すべて必修となるため、科

目の履修に関する指導（履修モデル）は不要であ

る。 

 

、論文の学術的評価は勿論のこと、学術論文作成方

法についても高いレベルで修得させることを目的

としている。 

博士課程後期には社会人を受け入れる。社会人

学生の履修・研究については、社会人としての専業

と両立できるよう配慮する。具体的には、「特別研

究」（研究指導）は、週末や社会人学生の休暇期間

などに行うものとするが、日常的には、e-メールな

どの電子媒体を活用する。演習科目は、土曜日に開

講し、社会人学生も履修できるようにする。なお、

社会人学生には、出願段階から以上のことについ

て周知する。 

博士課程後期においては、前述のとおり、単位と

して認定する科目は、「特別演習Ⅰ～Ⅵ」並びに「特

別研究Ⅰ～Ⅵ」であり、すべて必修となるため、科

目の履修に関する指導（履修モデル）は不要であ

る。 
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（是正事項）工学研究科 機械電気システム工学専攻（D) 

 

 

（対応） 

１．整備する図書、学術雑誌（外国書、電子ジャーナルを含む）等について 

今回の指摘を受け、追加購入する、電子ジャーナル、論文データベースは以下の通

りである。 

（１）Academic OneFile （電子ジャーナル） 

約 1300 の工学系タイトルを含めて自然科学から人文・社会科学まで、雑誌約 15,000

誌、新聞、報告書、事典、ビデオ等約 3,300 タイトル、総計約 18,000 誌を提供するア

グリゲーター系ジャーナルデータベースで約 18,300 誌を収録している。 

（２）JDreamⅢ （データベース） 

国内および海外の学術文献や論文情報を検索できる、日本最大級の科学技術文献

データベース。科学技術や医学・薬学関係の文献や論文情報を 7,000 万件以上収録し、

海外文献に関しては、日本語による抄録（要約文）も掲載している。 

（３）Web of Science （データベース） 

科学技術分野(1900 年～)、社会科学分野(1900 年～)及び人文科学分野(1975 年～)の

主要な学術雑誌およそ 8､500 誌に掲載された文献の標題・抄録、著者名・書誌事項・

引用文献に関する情報および 1990 年以降の世界の重要会議・シンポジウム・セミナ

ー・専門家会議・ワークショップ・学会及び総会・大会等で発行された文献の情報を

収録。 

 

上記の追加に伴い、「７－２図書館の整備状況及び他の大学図書館との協力体制」

節を修正し、該当部分を「また、工学系タイトル約 1300 タイトル収録の電子ジャー

ナル１本、論文データベース２本により、海外の学術雑誌や論文検索の利用者ニーズ

に対応する。」と変更した。 

  新たな目録は、資料 4 とした。 

  また整備する図書等の領域ごとの冊数は以下の通りとなる。 

 

9. 図書等が不十分 

「電子ジャーナル」は整備しない計画となっており、また、「学術雑誌」の説明として「１

４誌」示されているが、その中には学術雑誌と言えないものも含まれており、工学を専攻

とする研究科で必要となる図書が適切に整備される計画となっているのか疑義がある。

このため、整備する図書、学術雑誌（外国書、電子ジャーナルを含む）等について、当該

専攻分野に必要な内容となっているのか明確にするとともに、不十分なものについては、

必要に応じて充実させること。【２課程共通】 
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  洋書 和書 合計 

数学 923 1,855 2,778 

物理 425 519 944 

情報・情報処理 720 948 1,668 

設計生産 394 588 982 

ロボティクス 180 579 759 

計測 70 185 255 

制御 160 403 563 

アクチュエータ 56 155 211 

力学 341 314 655 

材料 250 418 668 

回路 232 841 1,073 

通信 284 1,497 1,781 

電磁気 35 942 977 

イオニクス 46 50 96 

エネルギー 131 281 412 

デバイス 27 145 172 

統計学 416 92 508 

工学一般 279 719 998 

機械工学一般 354 265 619 

電気電子工学一般 428 811 1,239 

人工知能 412 333 745 

研究法 7 60 67 

資格 0 430 430 

合計 6,170 12,430 18,600 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（25 ページ） 

７－２ 図書館の整備状況及び他の大学図書館と

の協力体制 

図書館資料については、学部設置に伴って整備

する内国書 12,430 冊、外国書 6,170 冊の中に専門

図書を有しており、十分な教育・研究に対応できる

と考えている。それらのうち研究科向けを想定し

ているのは外国書を中心に 4,919 冊で、中には 50

人が同時に閲覧できる海外学術出版社の電子書籍

を 915 冊以上整備するなど、場所や時間を選ばず

に研究できる環境を構築する。  

学術雑誌については、学部設置と同時に整備す

る国内雑誌の中に、「電気学会誌」「日本機械学会

誌」「日本ロボット学会誌」など、研究科での教育

研究に必要な学会誌が含まれている。また、工学系

タイトル約1300タイトル収録の電子ジャーナル１

本、論文データベース２本により、海外の学術雑誌

や論文検索の利用者ニーズに対応する。整備する

雑誌等は（資料 12）の通り。 

本学が契約しているコンテンツは、国立報学研

究所（NII）学術コンテンツ・ポータル GeNii、朝

日新聞記事データベース（聞蔵Ⅱテキスト）、日経

テレコン 21、MAGAZINEPLUS、大宅壮一文庫雑誌記

事索引等、一般的な新聞・雑誌記事検索のほか、eol

（社会科学）、LEX/DB internet（判例）、PsycINFO

（心理学）、SciFinder Scholar（自然科学）等専門

的な外国データベースも契約、利用提供している。

これらのデータベースはすべてサイトライセンス

契約なので、研究科においても利用可能である。  

 

（19 ページ） 

７－２ 図書館の整備状況及び他の大学図書館と

の協力体制 

図書館資料については、学部設置に伴って整備す

る内国書 12,430 冊、外国書 6,170 冊の中に専門図

書を有しており、十分な教育・研究に対応できると

考えている。それらのうち研究科向けを想定してい

るのは外国書を中心に 4,919 冊で、中には 50 人が

同時に閲覧できる海外学術出版社の電子書籍を

915 冊以上整備するなど、場所や時間を選ばずに研

究できる環境を構築する。  

学術雑誌については、学部設置と同時に整備する

国内雑誌の中に、「電気学会誌」「日本機械学会誌」

「日本ロボット学会誌」など、研究科での教育研究

に必要な学会誌が含まれている。海外の学術雑誌や

論文検索については、下記データベースの活用と近

隣の研究機関との連携により利用者ニーズに対応

する。整備する雑誌等は（資料 12）の通り。 

 

本学が契約しているコンテンツは、国立報学研究

所（NII）学術コンテンツ・ポータル GeNii、朝日新

聞記事データベース（聞蔵Ⅱテキスト）、日経テレ

コン 21、MAGAZINEPLUS、大宅壮一文庫雑誌記事索

引等、一般的な新聞・雑誌記事検索のほか、eol（社

会科学）、LEX/DB internet（判例）、PsycINFO（心

理学）、SciFinder Scholar（自然科学）等専門的な

外国データベースも契約、利用提供している。これ

らのデータベースはすべてサイトライセンス契約

なので、研究科においても利用可能である。  

 

 

 

 





CP2：機械工学と電気工

学に跨る学際領域の研
究分野関係科目（特別
演習と特別研究）を通
じて、専門的知見に基
づく主体的な行動力お
よび問題解決力を養成
する。

CP3：科学技術英語科

目を修得させ、英語で
の口頭発表、論文講読、
論文作成、評論など専
門分野のコミュニケー
ション能力を養成する。

科学技術英語

（
基
幹
）

専
門
科
目

1 2 3 4 5

工学研究科機械電気システム工学専攻博士課程前期 カリキュラムマップ
【設置の趣旨・必要性】 → 複数の学問分野の真理を構成要素として新たなシステムや概念を構築する

○社会・産業の構造改革が急速に進行し、ロボット・ドローン・電気自動車などの新しい市場とそれを充足するための新しい産業
分野の拡大が進んでいる。
○これらの市場と産業の発展の基礎となるAI・ビッグデータ解析・IoT・イオニクスなどの新しい学問分野が次々と誕生している。
○社会・産業の構造改革と必要とされる学問の高等教育に迅速に対応し、21世紀が必要とする科学技術分野において日本が
世界をリードするために、従来型の学問体系を尊重・重視した高等教育から、従来の学問分野を再編統合整理し新しい専門知
識を修得できる新しい工学系教育に基づいて 産業界が求める高度な工学人材を養成することが求められている。
○複雑化し課題を解決し持続可能な社会の発展に寄与できる「専門性」と「協働による創造」をともに具備する人材養成を大学院
においても行う。

【研究科の特色】
→ 新しい産業応用分野に対応する広義のメカトロニクス分野を教育・研究の対象とする

○従来のメカトロニクス分野に包含される機械工学・電気工学・電子工学を
中心に、化学工学・材料工学・情報工学も包含した分野横断型教育の実践。
○日本人学生と留学生を区別せずに英語を基本とした混合クラスによるグ
ローバル教育の実践。

【養成する人材像】
→ 未来につながる課題を自ら設定し、それを解決できる先端人材を輩出

〇機械分野と電気分野に跨る学際的な工学分野の専門的知識・学術・教養を兼ね備え、
グローバル社会への関心を身に着けて、未来を展望できる人材の養成を目的とする。
〇次世代の電気機械システムに必須の専門領域の高度な知識を修得し、さらに深化させ
ることによって次世代の産業の創出と新たな価値の創出に貢献できる技術者・研究者を養
成する。
〇課題解決にあたり、基本的で幅広い工学技術を駆使し、さらに最先端技術を応用でき、
国内のみならず国際的にも活躍できる専門技術者及び高度専門技術者を養成する。

アドミッション・ポリシー

本研究科の教育内容を
理解した上で、エンジニ
アとしての能力を高め、
課題解決に基本的な工
学技術を駆使し、さらに
最先端技術を応用でき
る学部課程卒業生。地
球環境に配慮しながら
人類社会を豊かにする
ための課題に主体的に
立ち向かい、グローバ
ルに活躍できる素養を
持つ者。

カリキュラム・ポリシー

ディプロマ・ポリシーに
掲げた能力を有する人
材を養成するために、
以下の方針に基づいた
教育プログラムを実施
する。

CP4：科学技術英語、基

幹科目と発展科目の修
得と並行して、研究分
野関係科目（特別演習
と特別研究）を連携さ
せてコミュニケーション
力、協働力、課題発見
力やリーダーシップを
育む学修を行う。

科学技術英語Ⅰ

ディプロマ・ポリシー

DP4：機械電気システム工
学分野のいずれかの領域
において修得した深い知識、
技能ならびに経験を活かし
て、複眼的思考で自らの考
えを論理的に組み立て、表
現することができる。

DP2：機械電気システム工
学分野を構成する材料、エ
ネルギー、情報、システム
のいずれかの領域におい
て自ら設定した主題に対し
て、必要な情報を文献調
査、実験等の適切な方法
を用いて収集し、他の領域
の知識と関連づけながら
活用し、客観的に分析しな
がら論理的、批判的に考
察し判断することができる。

先端機械電気シス
テム工学通論

AP1：グローバルな視点

で社会の未来に繋がる
課題の解決に意欲を
もって携わりたい者。

AP2：機械工学と電気工

学に跨る分野の基礎的
な知識を有している者。

AP3：機械工学と電気工

学に跨る分野に科学
的・学術的な観点から
アプローチし、専門性を
深めて課題に挑戦する
意欲を有する者。

教 育 課 程

日 本 人 学 生 （１～４セメスタ）

留 学 生 （２～５セメスタ）

DP1：機械電気システム工
学分野を構成する材料、エ
ネルギー、情報、システム
のいずれかの領域におい
て、深い知識を他領域の
知識と関連づけながら修
得し、グローバル社会の諸
問題を解決するために活
用できる。

（資料 １）

関
係
科
目

研
究
分
野

（
発
展
）

専
門
科
目

材料

エネルギー

情報

システム

大学院エンジニアのた
めのコンピュータ数学

エレクトロニクス材料
の物理と化学

MEMS技術と材料

計算材料科学特論

リモートセンシングシステム設計論

スクリプト言語と
仮想マシン

風力発電
テクノロジー

半導体電力変換技術
半導体パワーデバイス
とモジュールのコン
ピュータ支援設計

ロボティクス特論

科学技術英語Ⅱ

特別演習Ⅰ

特別研究Ⅰ

特別演習Ⅱ

特別研究Ⅱ

特別演習Ⅲ

特別研究Ⅲ

特別演習Ⅳ

特別研究Ⅳ

先端機械電気シス
テム工学通論

材料

エネルギー

情報

システム

科
目

語
学

CP1：機械工学と電気工

学に跨る学際領域の高
度な専門に関わる基幹
科目と発展科目を修得
させ、多角的に真理を
探究する力を養成する。

所定の期間在学し、工学
研究科のカリキュラム・ポ
リシーに沿って設定した博
士前期課程プログラムが
定める授業科目を履修し、
所定の単位（３４単位）を
取得すると共に、修士論
文の審査及び試験に合格
したものを卒業を認定し、
修士（工学）の学位を授与
する。

DP3：機械電気システム工
学分野の深い知識や意見
について、英語を用いて他
者と議論を行うことができ
る。



科学技術英語

1 2 3 4 5

工学研究科機械電気システム工学専攻博士課程後期 カリキュラムマップ
【設置の趣旨・必要性】 → 複数の学問分野の真理を構成要素として新たなシステムや概念を構築する

○社会・産業の構造改革が急速に進行し、ロボット・ドローン・電気自動車などの新しい市場とそれを充足するための新しい産業
分野の拡大が進んでいる。
○これらの市場と産業の発展の基礎となるAI・ビッグデータ解析・IoT・イオニクスなどの新しい学問分野が次々と誕生している。
○社会・産業の構造改革と必要とされる学問の高等教育に迅速に対応し、21世紀が必要とする科学技術分野において日本が
世界をリードするために、従来型の学問体系を尊重・重視した高等教育から、従来の学問分野を再編統合整理し新しい専門知
識を修得できる新しい工学系教育に基づいて 産業界が求める高度な工学人材を養成することが求められている。
○複雑化し課題を解決し持続可能な社会の発展に寄与できる「専門性」と「協働による創造」をともに具備する人材養成を大学院
においても行う。

【研究科の特色】
→ 新しい産業応用分野に対応する広義のメカトロニクス分野を教育・研究の対象とする

○従来のメカトロニクス分野に包含される機械工学・電気工学・電子工学を
中心に、化学工学・材料工学・情報工学も包含した分野横断型教育の実践。
○日本人学生と留学生を区別せずに英語を基本とした混合クラスによるグ
ローバル教育の実践。

【養成する人材像】
機械分野と電気分野に跨る学際的な工学分野の専門的知識・学術・教養を兼ね備え、グ
ローバル化社会で活躍できる人材の養成を目的とする。
専門領域の高度な知識に加え、多様な学問分野の動向と社会ニーズを踏まえた社会的
ニーズの高い問題発見能力を有し、新しい概念を“創造”することによって次世代の産業の
創出と新たな価値の創出に貢献できる研究者を養成する。

アドミッション・ポリシー

博士課程前期で培った
技術的基盤や研究遂
行能力をさらに高め、
科学技術体系の総合
的な理解や情報の受
発信能力を向上してい
き、課題解決に対して
より体系的・多面的な
取組を主導できる素養
を有する者。

カリキュラム・ポリシー

ディプロマ・ポリシーに
掲げた能力を有する人
材を養成するために、
以下の方針に基づいた
教育プログラムを実施
する。

科学技術英語Ⅲ

ディプロマ・ポリシー

機械電気シス
テム工学特論
（材料）

AP1：グローバルな視点

で社会の未来に繋がる
課題の解決に意欲を
もって携わりたい者。

AP2：機械工学と電気工

学に跨る分野の専門的
な知識を有する修士ま
たはそれと同等の学力
を持つ社会人。

AP3：機械工学と電気工

学に跨る分野に科学
的・学術的な観点から
アプローチし、専門性を
深めて、複雑で複合的
な問題に挑戦する意欲
を有する者。

教 育 課 程

日 本 人 学 生 （１～６セメスタ）

留 学 生 （２～７セメスタ）

（資料 ２）

関
係
科
目

研
究
分
野

材料

大学院エンジニアのた
めのコンピュータ数学

エレクトロニクス材
料の物理と化学

MEMS技術と
材料

計算材料科学
特論

リモート
センシング

システム設計論

スクリプト言語と
仮想マシン

風力発電
テクノロジー

半導体電力
変換技術

半導体パワーデバイス
とモジュールのコン
ピュータ支援設計

ロボティクス特論

特別演習Ⅰ

システム

科
目

語
学

所定の期間在学し、工学
研究科のカリキュラム・ポ
リシーに沿って設定した博
士後期課程プログラムが
定める授業科目を履修し、
所定の単位（３４単位）を
取得すると共に、博士論
文の審査及び試験に合格
することが博士(工学)の学

位授与の必要要件である。
博士論文の審査及び試験
は、下記の能力を身につ
けているかどうかを基に行
われる。
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科学技術英語Ⅳ

特別演習Ⅱ 特別演習Ⅲ 特別演習Ⅳ 特別演習Ⅴ 特別演習Ⅵ

特別演習Ⅰ 特別演習Ⅱ 特別演習Ⅲ 特別演習Ⅳ 特別演習Ⅴ 特別演習Ⅵ

CP2：機械電気システム

工学分野における研究
分野関係科目（特別演
習と特別研究）を通じて、
高度な専門的知見に基
づく主体的な行動力お
よび問題解決力、創造
力を養成する。

CP3：科学技術英語科

目を修得させ、英語で
の口頭発表、論文講読、
論文作成、評論など専
門分野の高度なコミュ
ニケーション能力を養
成する。

CP4：科学技術英語、機

械電気システム工学分
野科目の修得と並行し
て、研究分野関係科目
（特別演習と特別研究）
を連携させて高度なコ
ミュニケーション力、協
働力、課題発見力や
リーダーシップを育む
学修を行う。

CP1：機械電気システム

工学分野の材料、エネ
ルギー、情報、システ
ムの４つの領域の高度
な知識を修得させ、多
角的に真理を探究する
力を養成する。

専

門

科

目

DP4：修得した機械電気シ
ステム工学分野の深い知
識、技能ならびに経験を活
かして、複眼的思考で自ら
の考えを論理的に組み立
て、表現することができる。

DP2：機械電気システム工
学分野において、自ら設定
した主題に対して、必要な
情報を文献調査、実験等
の適切な方法を用いて収
集し、材料、エネルギー、
情報、システムの4つの領
域の知識と関連づけなが
ら活用し、客観的に分析し
ながら論理的、批判的に
考察し判断することができ
る。

DP1：機械電気システム工
学分野において、材料、エ
ネルギー、情報、システム
の4つの領域の深い知識を
相互に関連づけながら修
得し、グローバル社会の諸
問題を解決するために活
用できる。

DP3：機械電気システム工
学分野の深い知識や意見
について、英語を用いて自
分の意見を述べ、他者と
議論を行うことができる。

情報

エネルギー
機械電気シス
テム工学特論
（エネルギー）

機械電気シス
テム工学特論
（情報）

機械電気シス
テム工学特論
（システム）



























№ 雑誌名 出版元

1 電気学会誌 オーム社

2 日本機械学会誌 丸善出版

3 日本ロボット学会誌 毎日学術フォーラム

4
Academic OneFile　（電子ジャー
ナル）

Gale

5 JDreamⅢ　（データベース） 科学技術振興機構

6
Web of Science　（データベー
ス）

Thomson Reuter

計6

雑誌等目録

（資料 4）
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